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※受け渡し概要図の中で用いている図の意味は、次の通り。 
 

表示図 内容 
 
 
 
 
 

 
 伝送であることを示す。 
  

 
 
 
 

  

 磁気（FD、ＭＯ等）媒体であることを示す。 

  

 
 
 
 
 

 
 帳票であることを示す。 
  

 
 
 
 
 

 
 業務の流れの中で判断を行うことを示す。 
  

 
 
 
 

 
 業務の流れの中で特定の処理を行うことを示す。 
  

 
 
 
 

 
 伝送、磁気、および帳票のいずれでもない通知の方法を示す。 
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１ 台帳管理業務 
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１．１ 受け渡し概要図 
 
１．１．１ 受給者情報受け渡し概要 

保険者（福祉事務所） 国保連合会 

    

1. 保険者（福祉事務所）は、受給者の情報に異

動が発生した場合、国保連合会に受給者異

動連絡票情報を提出する。 

なお、当月提出分の異動情報に訂正がある場

合は国保連合会に連絡の上、受給者情報訂

正連絡票を提出する。 

 

2. 国保連合会は、受付けた受給者異動連絡票

情報等について受付チェックを行い、エラーを

発見した場合は保険者（福祉事務所）に再提

出を依頼する。 

 3. 保険者（福祉事務所）は、エラー内容の修正を

行い、再度、国保連合会に提出する。（以降、

エラーが無くなるまで繰り返す） 

 4. 受付チェックした異動情報及び訂正連絡票を

受給者台帳に登録する。エラーを発見した場

合は保険者（福祉事務所）にエラー内容を確

認し、エラーを修正する。 

 

5. 保険者（福祉事務所）は、国保連合会からの

問い合わせにより、エラー内容を確認し、国保

連合会へ修正の依頼をする。 

 

6. 異動情報・訂正連絡票により、台帳を更新した

結果を保険者（福祉事務所）に発送する。 

    

7. 保険者（福祉事務所）は、受給者台帳の誤りを

発見した場合、国保連合会に連絡の上、受給

者情報訂正連絡票を提出する。なお、当該訂

正が給付実績に影響がある場合には、過誤

の申立も行う。 

8. 国保連合会は、受け付けた受給者情報訂正

連絡票を基に受給者台帳の内容を修正する。

その際、エラーが発生した場合は保険者（福

祉事務所）にエラー内容を確認し、エラーを修

正する。 

 
9. 保険者（福祉事務所）は、国保連合会からの

問い合わせにより、エラー内容を確認し、国保

連合会へ修正の依頼をする。 10. 訂正連絡票により、台帳を更新した結果を保

険者（福祉事務所）に発送する。 

   
11. 保険者（福祉事務所）は、国保連合会が保有

している受給者情報の出力を依頼する。 

尚、出力を依頼する時期は、当月処理分の異

動情報を含まないのであれば、第1週とするこ

とも可能。 

12. 保険者（福祉事務所）からの出力依頼により、

受給者台帳の内容を出力し、送付する。 

備考 

福祉事務所は、医療保険未加入者で４０歳以上６５歳未満の介護扶助の受給者について紙媒体または

伝送で異動情報を提出する。 
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  受給者情報受け渡し概要図 

月 週 保険者（福祉事務所） 国保連合会 
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１．１．２ 保険者情報受け渡し概要 
保険者 国保連合会 

    

1. 保険者は、保険者又は広域市町村（行政区）

の情報に異動が発生した場合、国保連合会に

保険者異動連絡票情報、広域連合（行政区）

異動連絡票情報を提出する。 

尚、当月提出分の異動情報に訂正がある場

合は国保連合会に連絡の上、保険者情報訂

正連絡票、広域連合（行政区）情報訂正連絡

票を提出する。 

 

2. 国保連合会は、受け付けた保険者情報異動

連絡票等について受付チェックを行い、エラー

を発見した場合は保険者に再提出を依頼す

る。 

 

3. 保険者は、エラー内容の修正を行い、再度、

国保連合会に提出する。（以降、エラーが無く

なるまで繰り返す） 

 4. 受付チェックした異動情報及び訂正連絡票を

保険者台帳等に登録する。エラーを発見した

場合は保険者にエラー内容を確認し、エラー

を修正する。 

 

5. 保険者は国保連合会からの問い合わせによ

り、エラー内容を確認し、国保連合会へ修正

の依頼をする。 

 
 6. 異動情報・訂正連絡票により、台帳を更新した

結果を保険者に発送する。 

    
7. 保険者は、保険者台帳の誤りを発見した場

合、国保連合会に連絡の上、保険者情報訂正

連絡票を提出する。なお、当該訂正が給付実

績に影響がある場合には、過誤の申立も行

う。 

8. 国保連合会は、受け付けた保険者情報訂正

連絡票を基に保険者台帳の内容を修正する。

その際、エラーを発見した場合は保険者にエ

ラー内容を確認し、エラーを修正する。 

9. 保険者は、国保連合会からの問い合わせによ

り、エラー内容を確認し、国保連合会へ修正

の依頼をする。 
10. 訂正連絡票により、台帳を更新した結果を保

険者に発送する。 

   

11. 保険者は、国保連合会が保有している保険者

情報の出力を依頼する。 

尚、出力を依頼する時期は、当月処理分の異

動情報を含まないのであれば、第 1 週とするこ

とも可能。 

12. 保険者からの出力依頼により、保険者台帳の

内容を出力し、依頼された保険者等へ送付す

る。 

備考 

１．保険者情報異動連絡票（項目説明 P.20）と広域連合（行政区）情報異動連絡票（項目説明 P.27）は、

同じファイルに格納し提出する。（ファイル構成図 P.29 参照） 
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  保険者情報受け渡し概要図 
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１．１．３ 市町村固有情報受け渡し概要 
保険者 国保連合会 

    

1. 保険者は、支給限度基準額等の情報に異動

が発生した場合、国保連合会に市町村固有異

動連絡票情報を提出する。 

尚、当月提出分の異動情報に訂正がある場

合は国保連合会に連絡の上、市町村固有情

報訂正連絡票を提出する。 

 

2. 国保連合会は、受け付けた市町村固有情報

異動連絡票等について受付チェックを行い、エ

ラーを発見した場合は保険者にデータの再提

出を依頼する。 

 3. 保険者は、エラー内容の修正を行い、再度、

国保連合会に提出する。（以降、エラーが無く

なるまで繰り返す） 

 4. 受付チェックした異動情報及び訂正連絡票を

市町村固有情報に登録する。エラーを発見し

た場合は保険者にエラー内容を確認し、エラ

ーを修正する。 

 

5. 保険者は、国保連合会からの問い合わせによ

り、エラー内容を確認し、国保連合会へ修正

の依頼をする。 

 

 6. 異動情報・訂正連絡票により、台帳を更新した

結果を保険者に発送する。 

    
7. 保険者は、市町村固有情報の誤りを発見した

場合、国保連合会に連絡の上、市町村固有情

報訂正連絡票を提出する。なお、当該訂正が

給付実績に影響がある場合には、過誤の申立

も行う。 

8. 国保連合会は、受け付けた市町村固有情報

訂正連絡票を基に市町村固有情報の内容を

修正する。その際、エラーが発生した場合は

保険者にエラー内容を確認し、エラーを修正

する。 
9. 保険者は、国保連合会からの問い合わせによ

り、エラー内容を確認し、国保連合会へ修正

の依頼をする。 

10. 訂正連絡票により、台帳を更新した結果を保

険者に発送する。 

   

11. 保険者は、国保連合会が保有している市町村

固有情報の出力を依頼する。 

尚、出力を依頼する時期は、当月処理分の異

動情報を含まないのであれば、第 1 週とするこ

とも可能。 

12. 保険者からの出力依頼により、受給者台帳の

内容を出力し、送付する。 

備考 
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  市町村固有情報受け渡し概要図 
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１．１．４ 受給者情報突合情報受け渡し概要 
保険者 国保連合会 

    

1. 保険者は、受給者の情報を提供し、国保連合

会保有の受給者台帳との突合を依頼する。 

 

2. 国保連合会は、受け付けた受給者情報突合

情報（伝送、磁気のいずれかで受付）について

受付チェックを行い、エラーを発見した場合は

保険者にデータの再作成を依頼する。 

 3. 保険者は、データを再作成し、再度、国保連合

会に提出する。（以降、エラーが無くなるまで繰

り返す） 

4. 受付チェックした受給者情報突合情報と、国保

連合会保有の受給者台帳と突合する。 

 

5. 受給者情報突合により、突合した結果を保険

者に発送する。 

6. 保険者は突合の結果を確認し、国保連合会か

ら送付された受給者情報突合結果を基に、必

要に応じて受給者異動連絡票情報又は受給

者情報訂正連絡票にて国保連合会の受給者

台帳情報に対して修正を依頼する。 

備考 

１． 突合情報の交換は月次の業務ではなく、国保連合会と調整の上、突合処理の時期を決定する。 

２． 突合によってエラーを発見し、国保連合会の受給者台帳に誤りがある場合、保険者は異動もしくは訂

正情報により国保連合会の受給者台帳を修正する。 
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  受給者情報突合情報受け渡し概要図 

月 週 保険者 国保連合会 
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１．１．５ 地域密着型サービスコード情報受け渡し概要 
保険者 国保連合会 

    

1. 保険者は、地域密着型サービスの単位数に異

動が発生した場合、国保連合会に地域密着型

サービスコード異動連絡票情報を提出する。 

尚、当月提出分の異動情報に訂正がある場

合は国保連合会に連絡の上、地域密着型サ

ービスコード情報訂正連絡票を提出する。 

 

2. 国保連合会は、受け付けた地域密着型サービ

スコード情報異動連絡票等について受付チェ

ックを行い、エラーを発見した場合は保険者に

データの再提出を依頼する。 

 3. 保険者は、エラー内容の修正を行い、再度、

国保連合会に提出する。（以降、エラーが無く

なるまで繰り返す） 

 4. 受付チェックした異動情報及び訂正連絡票を

地域密着型サービスコード情報に登録する。

エラーを発見した場合は保険者にエラー内容

を確認し、エラーを修正する。 

 

5. 保険者は、国保連合会からの問い合わせによ

り、エラー内容を確認し、国保連合会へ修正

の依頼をする。 

 

 6. 異動情報・訂正連絡票により、台帳を更新した

結果を保険者に発送する。 

    
7. 保険者は、地域密着型サービスコード情報の

誤りを発見した場合、国保連合会に連絡の

上、地域密着型サービスコード情報訂正連絡

票を提出する。なお、当該訂正が給付実績に

影響がある場合には、過誤の申立も行う。 

 

8. 国保連合会は、受け付けた地域密着型サービ

スコード情報訂正連絡票を基に地域密着型サ

ービスコード情報の内容を修正する。その際、

エラーが発生した場合は保険者にエラー内容

を確認し、エラーを修正する。 
9. 保険者は、国保連合会からの問い合わせによ

り、エラー内容を確認し、国保連合会へ修正

の依頼をする。 

10. 訂正連絡票により、台帳を更新した結果を保

険者に発送する。 

   

11. 保険者は、国保連合会が保有している地域密

着型サービスコード情報の出力を依頼する。 

尚、出力を依頼する時期は、当月処理分の異

動情報を含まないのであれば、第 1 週とするこ

とも可能。 

12. 保険者からの出力依頼により、地域密着型サ

ービスコード台帳の内容を出力し、送付する。 

備考 
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  地域密着型サービスコード情報受け渡し概要図 
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１．１．６ 介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード情報受け渡し概要 
保険者 国保連合会 

    

1. 保険者は、介護予防・日常生活支援総合事業

（経過措置）サービスの情報に異動が発生し

た場合、国保連合会に介護予防・日常生活支

援総合事業（経過措置）サービスコード異動連

絡票情報を提出する。 

尚、当月提出分の異動情報に訂正がある場

合は国保連合会に連絡の上、介護予防・日常

生活支援総合事業（経過措置）サービスコード

情報訂正連絡票を提出する。 

 

2. 国保連合会は、受け付けた介護予防・日常生

活支援総合事業（経過措置）サービスコード情

報異動連絡票等について受付チェックを行

い、エラーを発見した場合は保険者にデータ

の再提出を依頼する。 

 

3. 保険者は、エラー内容の修正を行い、再度、

国保連合会に提出する。（以降、エラーが無く

なるまで繰り返す） 

 

4. 受付チェックした異動情報及び訂正連絡票を

介護予防・日常生活支援総合事業（経過措

置）サービスコード情報に登録する。エラーを

発見した場合は保険者にエラー内容を確認

し、エラーを修正する。 

 

5. 保険者は、国保連合会からの問い合わせによ

り、エラー内容を確認し、国保連合会へ修正

の依頼をする。 

 

 6. 異動情報・訂正連絡票により、台帳を更新した

結果を保険者に発送する。 

    
7. 保険者は、介護予防・日常生活支援総合事業

（経過措置）サービスコード情報の誤りを発見

した場合、国保連合会に連絡の上、介護予

防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービ

スコード情報訂正連絡票を提出する。なお、当

該訂正が給付実績に影響がある場合には、過

誤の申立も行う。 

 

8. 国保連合会は、受け付けた介護予防・日常生

活支援総合事業（経過措置）サービスコード情

報訂正連絡票を基に介護予防・日常生活支援

総合事業（経過措置）サービスコード情報の内

容を修正する。その際、エラーが発生した場合

は保険者にエラー内容を確認し、エラーを修

正する。 
9. 保険者は、国保連合会からの問い合わせによ

り、エラー内容を確認し、国保連合会へ修正

の依頼をする。 10. 訂正連絡票により、台帳を更新した結果を保

険者に発送する。 

   

11. 保険者は、国保連合会が保有している介護予

防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービ

スコード情報の出力を依頼する。 

尚、出力を依頼する時期は、当月処理分の異

動情報を含まないのであれば、第 1 週とするこ

とも可能。 

12. 保険者からの出力依頼により、介護予防・日

常生活支援総合事業（経過措置）サービスコ

ード台帳の内容を出力し、送付する。 

備考 
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介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード情報受け渡し概要図 
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１．１．７ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード情報受け渡し概要 
保険者 国保連合会 

    

1. 保険者は、介護予防・日常生活支援総合事業

サービスの情報に異動が発生した場合、国保

連合会に介護予防・日常生活支援総合事業

サービスコード異動連絡票情報を提出する。 

尚、当月提出分の異動情報に訂正がある場

合は国保連合会に連絡の上、介護予防・日常

生活支援総合事業サービスコード情報訂正連

絡票を提出する。 

 

2. 国保連合会は、受け付けた介護予防・日常生

活支援総合事業サービスコード情報異動連絡

票等について受付チェックを行い、エラーを発

見した場合は保険者にデータの再提出を依頼

する。 

 
3. 保険者は、エラー内容の修正を行い、再度、

国保連合会に提出する。（以降、エラーが無く

なるまで繰り返す） 

 

4. 受付チェックした異動情報及び訂正連絡票を

介護予防・日常生活支援総合事業サービスコ

ード情報に登録する。エラーを発見した場合は

保険者にエラー内容を確認し、エラーを修正

する。 

 

5. 保険者は、国保連合会からの問い合わせによ

り、エラー内容を確認し、国保連合会へ修正

の依頼をする。 

 

 6. 異動情報・訂正連絡票により、台帳を更新した

結果を保険者に発送する。 

    
7. 保険者は、介護予防・日常生活支援総合事業

サービスコード情報の誤りを発見した場合、国

保連合会に連絡の上、介護予防・日常生活支

援総合事業サービスコード情報訂正連絡票を

提出する。なお、当該訂正が給付実績に影響

がある場合には、過誤の申立も行う。 

 

8. 国保連合会は、受け付けた介護予防・日常生

活支援総合事業サービスコード情報訂正連絡

票を基に介護予防・日常生活支援総合事業サ

ービスコード情報の内容を修正する。その際、

エラーが発生した場合は保険者にエラー内容

を確認し、エラーを修正する。 
9. 保険者は、国保連合会からの問い合わせによ

り、エラー内容を確認し、国保連合会へ修正

の依頼をする。 10. 訂正連絡票により、台帳を更新した結果を保

険者に発送する。 

   

11. 保険者は、国保連合会が保有している介護予

防・日常生活支援総合事業サービスコード情

報の出力を依頼する。 

尚、出力を依頼する時期は、当月処理分の異

動情報を含まないのであれば、第 1 週とするこ

とも可能。 

12. 保険者からの出力依頼により、介護予防・日

常生活支援総合事業サービスコード台帳の内

容を出力し、送付する。 

備考 
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介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード情報受け渡し概要図 
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１．１．８ 個人番号情報受け渡し概要 

保険者 国保連合会 

    

1. 保険者は、個人番号情報について異動が発

生した場合は個人番号異動連絡票情報を提

出する。 

なお、当月提出分の異動情報に訂正がある場

合は国保連合会に連絡の上、個人番号訂正

連絡票を提出する。 

 

2. 国保連合会は、受付けた個人番号異動連絡

票情報等について受付チェックを行い、エラー

を発見した場合は保険者に再提出を依頼す

る。 

 

3. 保険者は、エラー内容の修正を行い、再度、

国保連合会に提出する。（以降、エラーが無く

なるまで繰り返す） 

 

 

 

4. 異動情報・訂正連絡票により、台帳を更新した

結果を保険者に送付する。 

 

    
5. 保険者は、個人番号台帳の誤りを発見した場

合、国保連合会に連絡の上、個人番号訂正連

絡票を提出する。 

 

6. 国保連合会は、受け付けた個人番号訂正連

絡票を基に個人番号台帳の内容を修正する。

その際、エラーを発見した場合は保険者に再

提出を依頼する。 

 

 
7. 保険者は、国保連合会が保有している個人番

号情報の出力を依頼する。 

尚、出力を依頼する時期は、当月処理分の異

動情報を含まないのであれば、第1 週とするこ

とも可能。 

  

8. 保険者からの出力依頼により、個人番号台帳

の内容を出力し、送付する。 

備考 
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 個人番号情報受け渡し概要図 
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１．２ インタフェース一覧 
 
１．２．１ 異動情報（入力情報） 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

(1) 5311 受給者異動連絡票

情報 

受給者の新規登録及び資格等

の変更時に作成する情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

磁気 

帳票 

(2) 5411 保険者異動連絡票

情報 

保険者の新規登録・廃止、所在

地・連絡先等の変更時に作成す

る情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

変更時 伝送 

磁気 

帳票 

(3) 5511 市町村固有異動連

絡票情報 

保険者における要介護状態区

分別及びサービス種類別支給

限度基準額情報の登録及び変

更時に作成する情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

変更時 伝送 

磁気 

帳票 

(4) 5611 広域連合異動連絡

票情報 

（行政区異動連絡

票情報） 

広域連合を組織する市町村及

び政令市における行政区の登

録及び変更時に作成する情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

変更時 伝送 

磁気 

帳票 

(5) 5F11 地域密着型サービ

スコード異動連絡

票情報 

地域密着型サービスコードの

単位数登録及び変更時に作成

する情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

変更時 伝送 

磁気 

帳票 

(6) 5G11 介護予防・日常生

活支援総合事業

(経過措置)サービ

スコード異動連絡

票情報 

介護予防・日常生活支援総合事

業(経過措置)サービスコード

の単位数登録及び変更時に作

成する情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

変更時 伝送 

磁気 

帳票 

(7) 5H11 介護予防・日常生

活支援総合事業サ

ービスコード異動

連絡票情報 

介護予防・日常生活支援総合事

業サービスコードの単位数登

録及び変更時に作成する情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

変更時 伝送 

磁気 

帳票 

(8) 5J11 個人番号異動連絡

票情報 

個人番号の新規登録及び変更

時に作成する情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

 
 受付媒体種別 

種別 帳票名 伝送 磁気 帳票 
異動情報 受給者情報異動連絡票 ○ ○ ○ 

保険者情報異動連絡票 ○ ○ ○ 
市町村固有情報異動連絡票 ○ ○ ○ 
広域連合情報異動連絡票 

（行政区情報異動連絡票） 
○ ○ ○ 

地域密着型サービスコード情

報異動連絡票 
○ ○ ○ 

介護予防・日常生活支援総合

事業(経過措置)サービスコー

ド情報異動連絡票 

○ ○ ○ 

介護予防・日常生活支援総合

事業サービスコード情報異動

連絡票 

○ ○ ○ 

個人番号異動連絡票情報 ○ × × 
○ … 受付可、× … 受付不可 
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１．２．２ 訂正情報（入力情報） 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

(1) 5321 受給者訂正連絡票

情報 

国保連合会へ登録済みの受給

者情報に対する訂正情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

訂正時 伝送 
磁気 

帳票 

(2) 5421 保険者訂正連絡票

情報 

国保連合会へ登録済みの保険

者情報に対する訂正情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

訂正時 帳票 

(3) 5521 市町村固有訂正連

絡票情報 

国保連合会へ登録済みの市町

村固有情報に対する訂正情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

訂正時 帳票 

(4) 5621 広域連合訂正連絡

票情報 

（行政区訂正連絡

票情報） 

国保連合会へ登録済みの広域

連合情報（行政区情報）に対す

る訂正情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

訂正時 帳票 

(5) 5F21 地域密着型サービ

スコード訂正連絡

票情報 

国保連合会へ登録済みの地域

密着型サービスコード情報に

対する訂正情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

訂正時 帳票 

(6) 5G21 介護予防・日常生

活支援総合事業

(経過措置)サービ

スコード訂正連絡

票情報 

国保連合会へ登録済みの介護

予防・日常生活支援総合事業

(経過措置)サービスコード情

報に対する訂正情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

訂正時 帳票 

(7) 

 

5H21 介護予防・日常生

活支援総合事業サ

ービスコード訂正

連絡票情報 

国保連合会へ登録済みの介護

予防・日常生活支援総合事業サ

ービスコード情報に対する訂

正情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

訂正時 伝送 

磁気 

帳票 

(8) 5J21 個人番号訂正連絡

票情報 

国保連合会へ登録済みの個人

番号情報に対する訂正情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

訂正時 伝送 

 
 受付媒体種別 

種別 帳票名 伝送 磁気 帳票 
訂正情報 

 

受給者情報訂正連絡票 ○ ○ ○ 
保険者情報訂正連絡票 × × ○ 
市町村固有情報訂正連絡票 × × ○ 
広域連合情報訂正連絡票 

（行政区情報訂正連絡票） 
× × ○ 

地域密着型サービスコード情

報訂正連絡票 
× × ○ 

介護予防・日常生活支援総合

事業(経過措置)サービスコー

ド情報訂正連絡票 

× × ○ 

介護予防・日常生活支援総合

事業サービスコード情報訂正

連絡票 

○ ○ ○ 

個人番号訂正連絡票情報 ○ × × 
○ … 受付可、× … 受付不可 
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１．２．３ 更新結果（出力情報） 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 
出力形式 

CSV 帳票形式 

(1) 5331 受給者情報更新結

果情報 

受給者異動（訂正）情報

の更新結果 

国保連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(2) 5431 保険者情報更新結

果情報 

保険者異動（訂正）情報

の更新結果 

国保連合会 

→ 

保険者 

変更時 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(3) 5531 市町村固有情報更

新結果情報 

市町村固有異動（訂正）

情報の更新結果 

国保連合会 

→ 

保険者 

変更時 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(4) 5631 広域連合情報更新

結果情報 

（行政区情報更新

結果情報） 

広域連合異動（訂正）情

報の更新結果 

（行政区異動（訂正）情

報の更新結果） 

国保連合会 

→ 

保険者 

変更時 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(5) 5F31 地域密着型サービ

スコード情報更新

結果情報 

地域密着型サービスコー

ド異動（訂正）情報の更

新結果 

国保連合会 

→ 

保険者 

変更時 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(6) 5G31 介護予防・日常生

活支援総合事業

(経過措置)サービ

スコード更新結果

情報 

介護予防・日常生活支援

総合事業(経過措置)サー

ビスコード異動（訂正）

情報の更新結果 

国保連合会 

→ 

保険者 

変更時 伝送 

磁気 

帳票 ○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(7) 5H31 介護予防・日常生

活支援総合事業サ

ービスコード更新

結果情報 

介護予防・日常生活支援

総合事業サービスコード

異動（訂正）情報の更新

結果 

国保連合会 

→ 

保険者 

変更時 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(8) 5J31 個人番号情報更新

結果情報 

個人番号異動（訂正）情

報の更新結果 

国保連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

○ ‐ 

 
 出力媒体種別 

種別 帳票名 伝送受付分 磁気受付分 帳票受付分 
更新結果 受給者情報更新結果 

伝送返却 
媒体返却 帳票返却 

保険者情報更新結果 

市町村固有情報更新結果 

広域連合情報更新結果 

（行政区情報更新結果） 

地域密着型サービスコード情

報更新結果 

介護予防・日常生活支援総合

事業(経過措置)サービスコー

ド情報更新結果 

介護予防・日常生活支援総合

事業サービスコード情報更新

結果 

個人番号情報更新結果情報 ‐ ‐ 
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１．２．４ 国保連台帳情報（出力情報） 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 
出力形式 

CSV 帳票形式 

(1) 5341 受給者台帳情報

（単票） 

国保連合会保有の受給者

台帳情報 

国保連合会 

→ 

保険者 

依頼時 伝送 

磁気 

帳票 ○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 
(2) 5342 受給者台帳情報

（一覧表） 

(3) 5343 受給者台帳索引簿

情報 

受給者台帳を帳票出力時

に添付する索引帳表 

国保連合会 

→ 

保険者 

依頼時 帳票 

 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(4) 5441 保険者台帳情報 国保連合会保有の保険者

台帳情報 

国保連合会 

→ 

保険者 

依頼時 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(5) 5541 市町村固有情報 国保連合会保有の市町村

固有情報 

国保連合会 

→ 

保険者 

依頼時 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(6) 5641 広域連合情報 

（行政区情報） 

国保連合会保有の広域連

合情報 

国保連合会 

→ 

保険者 

依頼時 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(7) 5F41 地域密着型サービ

スコード情報 

国保連合会保有の地域密

着型サービスコード情報 

国保連合会 

→ 

保険者 

依頼時 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(8) 5G41 介護予防・日常生

活支援総合事業

(経過措置)サービ

スコード情報 

国保連合会保有の介護予

防・日常生活支援総合事

業(経過措置)サービスコ

ード情報 

国保連合会 

→ 

保険者 

依頼時 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(9) 5H41 介護予防・日常生

活支援総合事業サ

ービスコード情報 

国保連合会保有の介護予

防・日常生活支援総合事

業サービスコード情報 

国保連合会 

→ 

保険者 

依頼時 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(10) 5J41 個人番号情報 国保連合会保有の個人番

号情報 

国保連合会 

→ 

保険者 

依頼時 伝送 

 ○ - 
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 出力媒体種別 
種別 帳票名 伝送受付分 磁気受付分 帳票受付分 

国保連合会 

台帳情報 

受給者台帳（単票） 

伝送返却 媒体返却 帳票返却 
受給者台帳（一覧表） 

受給者台帳索引簿 
× × 帳票返却 

保険者台帳 

伝送返却 媒体返却 帳票返却 

市町村固有情報 

広域連合情報 

（行政区情報） 

地域密着型サービスコード情

報 

介護予防・日常生活支援総合

事業(経過措置)サービスコー

ド情報 

介護予防・日常生活支援総合

事業サービスコード情報 

個人番号情報 
伝送返却 × × 
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１．２．５ 受給者情報突合情報（入力情報） 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

(1) 5361 受給者情報突合情報 国保連合会保有の受給者台帳

情報との突合用受給者情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

依頼時 伝送 

磁気 

 
 

 受付媒体種別 
種別 帳票名 伝送 磁気 帳票 

受給者情報突

合情報 
受給者情報突合情報 

○ ○ × 

○ … 必須、× … 不要、◎ … 必須かつ紙媒体受付の際の入力対象 
 
 
 
１．２．６ 受給者情報突合結果（出力情報） 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 
出力形式 

CSV 帳票形式 

(1) 5371 受給者情報突合結

果情報 

受給者情報の突合結果 国保連合会 

→ 

保険者 

依頼時 伝送 

磁気 ○ 

 

 
 

 出力媒体種別 
種別 帳票名 伝送受付分 磁気受付分 帳票受付分 

受給者情報突

合結果 
受給者情報突合結果情報 

伝送返却 媒体返却 × 
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１．３ 項目説明  
  本節では、「インタフェース仕様書 共通編 １．２．１（３）レコードフォーマット（P.7）」のデータレコードフ

ォーマットにおいて“データ”として記載されている項目の各帳票ごとのインタフェースについて記載する。 

 
１．３．１ 受給者異動連絡票情報（入力情報） 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
受給者異動連絡票情報の識

別番号を設定する 
○ ○ ○ 

“5311”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

受給者の資格を取得または

変更等が生じた年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

○ ○ ○ 

※２ 

※１５ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する ○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２ 
受給者情報の異動事由を設

定する 
○ ○ ○ 

※５ 

５ 証記載保険者番号 数字 ６ 
被保険者証記載の保険者番

号を設定する 
○ ○ ○ 

※５ 

６ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する ○ ○ ○ ※５ 

７ 被保険者氏名（カナ） 英数 ２５ 
被保険者氏名をカナ文字で

設定する 
○   

※１４ 

８ 生年月日 数字 ８ 
生 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○   

※２ 

９ 性別コード 数字 １ 性別コードを設定する ○   ※５ 

１０ 資格取得年月日 数字 ８ 
資格取得年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○   

※２ 

１１ 資格喪失年月日 数字 ８ 
資格喪失年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
   

※２ 

１２ 老人保健市町村番号 数字 ８ 
老人保健市町村番号を設定

する 
   

※１２ 

１３ 老人保健受給者番号 数字 ７ 
老人保健受給者番号を設定

する 
   

※１２ 

１４ 公費負担者番号 数字 ８ 

福祉事務所番号を設定する 

福祉事務所からの異動情報

提出時のみ設定する 

   

※５ 

１５ 
広域連合（政令市）保険

者番号 
数字 ６ 

受給者が広域連合又は政令

市の市町村（行政区）に属す

る場合にのみ広域連合又は

政令市の保険者番号を設定

する 

   

※５ 

１６ 申請種別コード 数字 １ 申請種別コードを設定する    
※５ 

１７ 変更申請中区分コード 数字 １ 
変更申請中区分コードを設

定する 
   

※４ 

※５ 

１８ 申請年月日 数字 ８ 

要介護状態区分の変更を申

請した年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

   

※２ 

１９ みなし要介護区分コード 数字 １ 
みなし要介護区分コードを

設定する 
○   

※５ 

※９ 

※３０ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

２０ 要介護状態区分コード 数字 ２ 
要介護状態区分コードを設

定する 
○   

※５ 

※２２ 

※３６ 

２１ 
認定有効期間（開始年月

日） 
数字 ８ 

認定有効期間の開始年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD) 

）を設定する 

○   

※２ 

※３０ 

※３２ 

２２ 
認定有効期間（終了年月

日） 
数字 ８ 

認定有効期間の終了年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD) 

）を設定する 

○   

※２ 

※３８ 

２３ 
居宅サービス計画作成区

分コード 
数字 １ 

居宅サービス計画作成区分

コードを設定する 
   

※５ 

※６ 

※１３ 

※２３ 

２４ 居宅介護支援事業所番号 英数 １０ 
居宅介護支援事業所の番号

を設定する 
   

※５ 

※６ 

※２３ 

※３７ 

２５ 
居宅サービス計画適用開

始年月日 
数字 ８ 

居宅サービス計画の適用開

始 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

   

※２ 

２６ 
居宅サービス計画適用終

了年月日 
数字 ８ 

居宅サービス計画の適用終

了 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

   

※２ 

２７ 

訪
問
通
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 数字 ６ 

被保険者証記載の訪問通所

サービス支給限度基準額を

単位数で設定する 

○   

※７ 

※３０ 

※３９ 

※Ｓ 

２８ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８ 

訪問通所支給限度基準額管

理期間の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○   

※２ 

※３０ 

２９ 
上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８ 

訪問通所支給限度基準額管

理期間の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○   

※２ 

※３０ 

※３８ 

３０ 

短
期
入
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 数字 ３ 

被保険者証記載の短期入所

サービス支給限度基準額を

日数で設定する 

   

※８ 

※１６ 

※Ｓ 

３１ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８ 

短期入所支給限度基準額管

理期間の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

※１６ 

３２ 
上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８ 

短期入所支給限度基準額管

理期間の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

※１６ 

３３ 
公費負担上限額減額の有

無 
数字 １ 

公費負担上限額減額の有無

を設定する 
○   

※５ 

※３０ 

３４ 償還払化開始年月日 数字 ８ 
償還払化開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 
   

※２ 

３５ 償還払化終了年月日 数字 ８ 
償還払化終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 
   

※２ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

３６ 給付率引下げ開始年月日 数字 ８ 

給付率引下げ開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

３７ 給付率引下げ終了年月日 数字 ８ 

給付率引下げ終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

３８ 
利
用
者
負
担
減
免
・
旧
措
置
入
所
者 

減免申請中区分コ

ード 
数字 １ 

減免申請中区分コードを設

定する 
   

※５ 

※１１ 

３９ 
利用者負担区分コ

ード 
数字 １ 

利用者負担区分コードを設

定する 
   

※５ 

※１０ 

４０ 給付率 数字 ３ 

利用者負担減免等により給

付率が変更された場合に１

００分の○○○で設定する 

   

※１０ 

※４１ 

４１ 適用開始年月日 数字 ８ 

給付率の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

※１０ 

４２ 適用終了年月日 数字 ８ 

給付率の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

※１０ 

４３ 

標
準
負
担
・
特
定
標
準
負
担 

標準負担区分コー

ド 
数字 １ 

標準負担区分コードを設定

する 
   

※５ 

※１０ 

※１８ 

４４ 負担額 数字 ５ 負担額を設定する    

※１０ 

※１７ 

※１８ 

※Ｓ 

４５ 
負担額適用開始年

月日 
数字 ８ 

負担額適用開始年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

   

※２ 

※１０ 

※１８ 

４６ 
負担額適用終了年

月日 
数字 ８ 

負担額適用終了年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

   

※２ 

※１０ 

※１８ 

４７ 

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス 

特定入所者認定申

請中区分コード 
数字 １ 

特定入所者認定申請中区分

コードを設定する 
   

※５ 

※１９ 

４８ 
特定入所者介護サ

ービス区分コード 
数字 １ 

特定入所者介護サービス区

分コードを設定する 
   

※５ 

※１９ 

４９ 
課税層の特例減額

措置対象 
数字 １ 

利用者負担第４段階の者で

当該措置該当の有無をコー

ドで設定する 

   

※５ 

※１９ 

５０ 食費負担限度額 数字 ４ 食費負担限度額を設定する    

※１９ 

※２０ 

※Ｓ 

５１ 

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額 

数字 ４ 
居住費（ユニット型個室）負

担限度額を設定する 
   

※１９ 

※２０ 

※Ｓ 

５２ 

居住費（ユニット

型個室的多床室）

負担限度額 

数字 ４ 
居住費（ユニット型個室的多

床室）負担限度額を設定する 
   

※１９ 

※２０ 

※Ｓ 

５３ 

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額 

数字 ４ 
居住費（従来型個室（特養

等））負担限度額を設定する 
   

※１９ 

※２０ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

５４ 

 

居住費（従来型個

室（老健、療養等））

負担限度額 

数字 ４ 

居住費（従来型個室（老健、

療養等））負担限度額を設定

する 

   

※１９ 

※２０ 

※Ｓ 

５５ 
居住費（多床室）

負担限度額 
数字 ４ 

居住費（多床室）負担限度額

を設定する 
   

※１９ 

※２０ 

※Ｓ 

５６ 
負担限度額適用開

始年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用開始年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

   

※２ 

※１９ 

５７ 
負担限度額適用終

了年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用終了年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

   

※２ 

※１９ 

５８ 社
会
福
祉
法
人
軽
減
情
報 

軽減率 数字 ４ 
社会福祉法人軽減の軽減率

を設定する 
   

※１９ 

※２１ 

５９ 軽減率適用開始年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

※１９ 

６０ 軽減率適用終了年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

※１９ 

６１ 

小規模多機能型居宅介護

の利用開始月における居

宅サービス等の利用の有

無 

数字 １ 

小規模多機能型居宅介護、及

び、複合型サービス（看護小

規模多機能型居宅介護）の利

用開始月における居宅サー

ビス等の利用の有無コード

を設定する 

   

※５ 

※２４ 

６２ 後
期
高
齢
者

医
療
資
格 

保険者番号（後

期） 
英数 ８ 

保険者番号（後期）を設定す

る 
   

※２５ 

※２７ 

６３ 被 保 険 者 番 号

（後期） 
英数 ８ 

被保険者番号（後期）を設定

する 
   

※２５ 

※２７ 

６４ 国
民
健
康
保
険
資
格 

保険者番号（国

保） 
数字 ８ 

保険者番号（国保）を設定す

る 
   

※２６ 

※２７ 

※２８ 

※２９ 

６５ 被保険者証番号

（国保） 
英数 ２０ 

被保険者証番号（国保）を設

定する 
   

※２６ 

※２７ 

※２９ 

６６ 宛名番号 数字 １０ 宛名番号を設定する    

※２６ 

※２７ 

※２９ 

６７ 二次予防事業区分コード 数字 １ 
二次予防事業区分コードを

設定する 
   

※５ 

※３１ 

６８ 
二次予防事業有効期間開

始年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の開

始 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

   

※２ 

※３１ 

※３２ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 

備考 
新規 変更 終了 

６９ 
二次予防事業有効期間終

了年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の終

了 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

   

※２ 

※３１ 

７０ 

住
所
地
特
例 

住所地特例対象者

区分コード 
数字 １ 

住所地特例対象者区分コー

ドを設定する 
   

※５ 

※３３ 

※３４ 

７１ 
施設所在保険者番

号 
数字 ６ 

住所地特例対象者が入所

（居）する施設の所在する市

町村の証記載保険者番号を

設定する 

   

※５ 

※３３ 

※３４ 

７２ 
住所地特例適用開

始年月日 
数字 ８ 

住所地特例の適用開始年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

   

※２ 

※３３ 

※３４ 

※３５ 

７３ 
住所地特例適用終

了年月日 
数字 ８ 

住所地特例の適用終了年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

   

※２ 

※３３ 

※３４ 

７４ 
特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス 

居住費（新１） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定    

※４２ 

７５ 
居住費（新２） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定    

※４２ 

７６ 
居住費（新３） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定    

※４２ 

７７ 
二
割
負
担 

適用開始年月日 数字 ８ 

二割負担の適用開始年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

   

※２ 

※４０ 

※４１ 

※４３ 

※４４ 

７８ 適用終了年月日 数字 ８ 

二割負担の適用終了年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

   

※２ 

※４０ 

※４３ 

※４４ 

７９ 
三
割
負
担 

適用開始年月日 数字 ８ 

三割負担の適用開始年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

   

※２ 

※４０ 

※４１ 

※４４ 

※４５ 

８０ 適用終了年月日 数字 ８ 

三割負担の適用終了年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

   

※２ 

※４０ 

※４４ 

※４５ 

８１ 住所地郵便番号 数字 ７ 
被保険者の住所の郵便番号

を設定する 
   

※４６ 

※ １ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※ ３ （欠番）
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※ ４ 受給者が要介護状態区分の変更を申請し、当該申請月内に保険者が決定できない場合は、申請 

月の異動情報に“2:申請中”を設定する。その後、申請月の翌月以降（決定月）に決定した場合は 

“3:決定済み”を設定し、申請が却下された場合等については"1:申請無し"を設定する。 

要介護状態区分の変更等の申請が無い場合は何も設定しない。 

※ ５ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※ ６ 居宅サービス計画作成区分コード（項番２３）が「１（居宅介護支援事業所）」の場合には必須。 

※ ７ バウチャー等の利用があり、訪問通所支給限度額の事前切り分けがある場合は、その分を差し引 

いた額を設定する。 

※ ８ 要介護度に応じた限度額を設定。家族介護による短期入所サービスを拡大した場合は、本来の短 

期入所の支給限度額に合算して設定する。 

※ ９ 旧措置入所者（介護保険法施行法第１３条）は”2: みなし認定（旧措置入所者）”を設定する。 

※ １０ 項番３９～４２は利用者負担の減免等がある場合に設定する。項番４３～４６は標準負担額の減 

免等がある場合に設定する。 

 

※ １１ 受給者が利用者負担の減免等を申請し、当該申請月内に保険者が決定できない場合は、申請月 

の異動情報に"2:申請中"を設定する。その後、申請月の翌月以降（決定月）に決定した場合は 

"3:決定済み"を設定し、申請が却下された場合等については"1:申請無し"を設定する。利用者負 

担の減免等の申請が無い場合は何も設定しない。 

※ １２ 受給者が老人保健受給者の場合にのみ老人保健市町村番号及び老人保健受給者番号を設 

定する。 

※ １３ 「居宅サービス計画作成区分コード」が自己作成の場合、市町村へ居宅サービス計画作成依頼 

の届出日を設定する。また、居宅サービス計画を作成しない場合にあっては「２：自己作成」とす 

る。 

※ １４ カナ名の設定がない場合にあっては、半角文字のダミーデータ等を設定する。 

※ １５ 要介護認定、減免申請等の申請において、申請日の翌月以降に決定し、当該申請の適用が申請 

時に遡って適用される場合は、申請日の属する年月の申請日以降の日付を異動年月日に設定 

する。 

※ １６ 認定有効期間開始年月日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、本項目の設定は不要（省略可能） 

とする。設定された場合、属性及び桁数等のシステムチェックは行わず、省略されたものとみなす。

なお、認定有効期間開始年月日が平成 13 年 12 月 31 日以前の場合、従来通り（異動区分”1:新

規”または当該項目に変更がある場合には設定が必要）とする。 

※ １７ 異動年月日が平成 15 年 4 月 1 日以降平成 17 年 9 月 30 日以前の場合、本項目は、小規模生活 

単位型サービスの算定にも使用する。 

※ １８ 異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の場合、設定可とし平成 17 年 10 月 1 日以降の情報に 

設定した場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※ １９ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 17 年 10 月以前の場 

合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への

登録は行わない。また、異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の情報は、未設定であってもエラ

ーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。 

※ ２０ 認定が行われなかった居住費もしくは食費の負担限度額には、その全てに“９９９９”を設定する。 

※ ２１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「軽減率」欄」参照。(P.42) 

※ ２２ 処理年月が平成18年5月以降の場合、“11：要支援（経過的要介護）”は経過的要介護とみなす。 

なお、当該要支援状態にて、認定有効期間が平成 18 年 4 月 1 日をまたぐものについては、その

他の異動が発生しない場合は異動情報の再送付は不要。（連合会審査においては経過的要介

護とみなす） 

※ ２３ 要支援１、要支援２の受給者について、居宅サービス計画の作成を居宅介護支援事業所に委託 

している場合であっても、当該項目は、連合会に給付管理票等を提出することになる介護予防支

援事業所（地域包括支援センター）を設定する。また、小規模多機能型居宅介護事業所を利用し

ている受給者については、居宅サービス計画作成区分に１、居宅介護支援事業所番号に当該小

規模多機能型居宅介護事業所を設定し、介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を利用して

いる受給者については、居宅サービス計画作成区分に３、介護予防支援事業所番号に当該介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所を設定する。また、複合型サービス（看護小規模多機能型

居宅介護）事業所を利用している受給者については、居宅サービス計画作成区分に１、介護支援

事業所番号に当該複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）事業所を設定する。 
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※ ２４ 処理年月が平成 18 年 12 月以降の場合、設定する。処理年月が平成 18 年 12 月以降の場合、 

異動年月日が平成 18 年 10 月 31 日以前の情報は、未設定であってもエラーとしない。設定して

いる場合は、通常のチェックを行う。なお、処理年月が平成 18 年 11 月以前の場合、本項目の設

定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。

前履歴の居宅サービス計画作成区分コード、作成事業所、居宅サービス計画適用開始年月日の

いずれかが異なる場合は、前履歴の「小規模多機能型居宅介護の利用開始月における居宅サ

ービス等の利用の有無」の設定内容を引き継がない。 

小規模多機能型居宅介護、及び、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）の利用開始

月における居宅サービス等の利用の有無コードを設定する。 

※ ２５ 受給者が後期高齢者医療被保険者の場合にのみ保険者番号（後期）及び被保険者番号（後 

期）を設定する。 

※ ２６ 受給者が国保被保険者の場合にのみ保険者番号（国保）、被保険者証番号（国保）及び宛名 

    番号を設定する。 

※ ２７ 処理年月が平成20年5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成20年4 月以前の場合、 

本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録

は行わない。また、異動年月日が平成 20 年 3 月 31 日以前の情報は、未設定であってもエラーと

しない。設定している場合は、通常のチェックを行う。 

※ ２８ 受給者が退職者医療制度が適用される被保険者等の場合は、退職者医療保険者番号を設定す 

るが、国保保険者番号を記載しても差し支えない。 

※ ２９ 桁数が規定に満たない場合は、右詰とし、左側をゼロで埋める。 

※ ３０ 非該当である受給者については、未設定であってもエラーとしない。 

※ ３１ 処理年月が平成24年5月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成24年4月以前の場合、 

本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録

は行わない。また、異動年月日が平成 24 年 3 月 31 日以前の情報は、未設定であってもエラーと

しない。設定している場合は、通常のチェックを行う。 

※ ３２ 異動区分”1:新規”である場合には、認定有効期間（開始年月日）、あるいは、二次予防事業有効 

期間開始年月日のいずれかが設定されている必要があるものとする。 

※ ３３ 処理年月が平成27年5月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成27年4月以前の場合、 

本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録

は行わない。また、異動年月日が平成 27 年 3 月 31 日以前の情報は、未設定であってもエラーと

しない。設定している場合は、通常のチェックを行う。 

※ ３４ 平成 27 年 4 月以降、要介護認定又は要支援認定が有効な全ての住所地特例対象者について、 

設定する。総合事業を開始した保険者は、事業対象者についても設定する。なお、平成 27 年 4 月

1 日以降住所地特例対象施設となったサービス付き高齢者向け住宅については、平成 27 年 4 月

1 日以降に該当する施設に入居した者のみ設定する。 

※ ３５ 平成 27 年 4 月 1 日以前からの住所地特例対象者は、「住所地特例適用開始年月日」に一律「平 

成 27 年 4 月 1 日」と設定する。平成 27 年 4 月 2 日以降は住所地特例が適用開始された日を設

定する。 

※ ３６ 要介護状態区分が要支援１、要支援２の受給者については認定有効期間（開始年月日）が平成 

18 年 3 月 31 日以前の場合、事業対象者の受給者については認定有効期間（開始年月日）が平

成 27 年 3 月 31 日以前の場合、エラーとして台帳への登録は行わない。 

要介護状態区分が事業対象者の受給者に関しても、受給者異動連絡票が必ず提出される必要

がある。 

※ ３７ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「事業所番号」欄」参照。(P.42) 

※ ３８ 事業対象者の受給者については、未設定とする。なお、設定された場合は、開始年月日以降の 

年月日であることのチェックを行う。 

※ ３９ 要介護状態区分が事業対象者の受給者については、市町村固有台帳に設定された要支援２の 

区分支給限度額以下の市町村が定めた区分支給限度額を設定する。 

※ ４０ 介護給付については全てのサービス種類、介護予防・日常生活支援総合事業についてはみなし・ 

独自のサービス種類（Ａ１，A２，Ａ５，Ａ６）のみ対象となる。 
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※ ４１ 利用者負担減免・旧措置入所者 給付率は通常被保険者、旧措置入所者においては１００から９ 

０までを登録する事とし、８９以下が設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。但

し、二割負担対象者として二割負担 適用開始日が設定されている場合（旧措置入所者は除く）に

ついては、７９以下が設定された場合エラーとし、１００から８０までの登録を可能とする。また、三

割負担対象者として三割負担適用開始日が設定されている場合（旧措置入所者は除く）について

は、６９以下が設定されていた場合エラーとし、１００から７０までの登録を可能とする。 

※ ４２ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定しない。なお、処理年月が平成 27 年 4 月以前の場 

合も、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。 

処理年月に関わらず、設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。 

※ ４３ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、異動年月日が平成 27 年 8 月 1 日以降の情報におい 

て、設定する。異動年月日が平成 27 年 7 月 31 日以前の情報において、設定された場合はエラー

として台帳への登録は行わない。なお、処理年月が平成 27 年 4 月以前の場合、本項目の設定は

不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。 

※ ４４ 二割負担の適用期間と三割負担の適用期間は重複しない。 

※ ４５ 処理年月が平成 30 年 5 月以降の場合、異動年月日が平成 30 年 8 月 1 日以降の情報におい 

て、設定する。異動年月日が平成 30 年 7 月 31 日以前の情報において、設定された場合はエラー

として台帳への登録は行わない。なお、処理年月が平成 30 年 4 月以前の場合、本項目の設定は

不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。 

※ ４６ 処理年月が平成30年5月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成30年4月以前の場合、 

本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録

は行わない。 

※ Ｓ  固定長形式で表現する場合の「符号付きアンパック（ゾーン）１０進数形式項目〔以下：符号付き形 

式項目〕」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なしアンパック（ゾーン）１０進数形式項目

〔以下：符号なし形式項目〕」である。
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国保連合会の審査における介護給付費の保険給付率の判定方法 

 

国保連合会の審査における介護給付費の保険給付率の判定について、以下の表に記載する。 
 
チ
ェ
ッ
ク 

チェック内容 チェック詳細 保険給付率 備考 

１ 

利用者負担減免対象の確認 減免申請中区分コードが「3：決定済

み」の場合、以下のチェックを行う。 
－ 

減免対象者の判定

を最初に行う。減

免期間がサービス

提供年月の一部で

も含んでいる場合

は、減免対象者と

する。 

①サービス提供年月の全てが減免期

間に含まれる場合 

⇒減免給付率（受給者台帳の「利用

者・旧措置入所者利用者負担給付

率」）を適用する。 

70～100% 

※１ 

②サービス提供年月の一部が減免期

間に含まれる場合 

⇒請求明細書に記載された給付率を

適用する。 

請求明細書 

記載 

保険給付率 

③上記以外 

⇒チェック２を行う。 
－ 

２ 

償還払化の確認 ①サービス提供年月の全てが償還払

い期間に含まれる場合 

⇒現物の請求はできない。 

－ 

償還払化の期間に

おいて、現物給付

は受けられない。

（保険者への償還

請求となる） 

②上記以外の場合 

⇒チェック３を行う。 
－ 

３ 

公費負担上限額減額の有無

の確認 

公費負担上限額減額の有無の値によ

り以下のチェックを行う。 
－ 

公費負担上限額減

額の有無が「2：有

り」の場合、生保

受給者となるた

め、給付率引下げ

の対象とならな

い。 

①「1：無し」または未設定の場合 

⇒チェック４を行う。 
－ 

②上記以外（「2：有り」）の場合 

⇒チェック６を行う。 － 

４ 

給付率引下げ期間の確認 ①サービス提供年月の全てが給付率

引下げ期間に含まれる場合 

⇒チェック５を行う。 

－ 

 

②上記以外の場合 

⇒チェック６を行う。 
－ 

５ 

保険給付率引下げ時の保険

給付率の決定 

①サービス提供年月の全てが三割負

担対象期間に含まれる場合（※２） 

⇒保険給付率を 60%で決定する。 

60% 

※３ 

 

②上記以外の場合 

⇒保険給付率を 70%で決定する。 

70% 

※３ 

６ 

三割負担対象者の確認 ①サービス提供年月の全てが三割負

担対象期間に含まれる場合（※２） 

⇒保険給付率を 70%で決定する。 

70% 

三割負担対象者の

チェックを行う。 

②上記以外の場合 

⇒チェック７を行う。 
－ 

７ 

二割負担対象者の確認 ①サービス提供年月の全てが二割負

担対象期間に含まれる場合（※４） 

⇒保険給付率を 80%で決定する。 

80% 

二割負担対象者の

チェックを行う。 

②上記以外の場合 

⇒チェック８を行う。 
－ 
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チ
ェ
ッ
ク 

チェック内容 チェック詳細 保険給付率 備考 

８ 

保険給付率の決定 チェック７までに当てはまらない場

合 

⇒保険給付率を 90%で決定する。 

90% 

 

※１ 旧措置入所者に関しては 90～100%とする 

※２ 当該サービス提供年月の月途中に新規で要介護認定、または要支援認定され、かつ認定有効開始年月日と

三割負担適用開始日が同日の場合も該当する。 

※３ 通常被保険者、二割負担対象者ともに 70%で決定。三割負担対象者の場合、60%で決定。 

※４ 当該サービス提供年月の月途中に新規で要介護認定、または要支援認定され、かつ認定有効開始年月日と

二割負担適用開始日が同日の場合も該当する。 
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№ 

受給者異動連絡票の設定内容 
国保連合会の 

審査における判定内容 

利用者負担減免・旧措置入所者 償還

払化 

適用

期間 

公費負担 

上限額 

減額の 

有無 

給付率 

引き下げ 

適用期間 

※１ 

三割

負担 

適用

期間 

二割

負担 

適用

期間 

判定保険 

給付率 
判定内容 減免中 

区分 

適用 

期間 
給付率 

1 3：決定 ◎ 

70～100% 

※２ 

※３ 

－ － － － － 
70～100% 

※３ 

利用者負担

減免 

2 3：決定 △ 

70～100% 

※２ 

※３ 

－ － － － － 

請求明細

書記載 

給付率 

利用者負担

減免 

3 
未設定/ 

3：決定 
× － ◎ － － － － なし 

現物請求不

可 

4 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 2：有り － × × 90% 

 

5 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 2：有り － 

△ 

※４ 
－ 

90% 

※４ 

一部の場合三

割負担 

※４ 

6 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 2：有り － ◎ － 70% 

三割負担 

7 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 2：有り － × 

△ 

※５ 

90% 

※５ 

一部の場合二

割負担 

※５ 

8 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 2：有り － × ◎ 80% 

二割負担 

9 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 1：無し ◎ × － 70% 

給付率引下げ 

10 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 1：無し ◎ 

△ 

※６ 
－ 

70% 

※６ 

一部の場合三

割負担、給付

率引下げ 

※６ 

11 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 1：無し ◎ ◎ － 60% 

三割負担、給

付率引下げ 

12 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 1：無し × × × 90% 

 

13 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 1：無し × 

△ 

※４ 
－ 

90% 

※４ 

一部の場合三

割負担 

※４ 

14 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 1：無し × ◎ － 70% 

三割負担 

15 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 1：無し × × 

△ 

※５ 

90% 

※５ 

一部の場合二

割負担 

※５ 

16 
未設定/ 

3：決定 
× － △/× 1：無し × × ◎ 80% 

二割負担 

凡例： ◎…サービス提供年月の全てが適用期間に含まれる 

△…サービス提供年月の一部が適用期間に含まれる 

×…未設定、またはサービス提供年月の全てが適用期間に含まれない 

－…設定内容にかかわらず同じ判定となる 
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※１ 給付率引下げの月途中適用はない。 

※２ 通常被保険者は 90～100%、二割負担対象者は 80～100%、三割負担対象者は 70%～100%とする。 

※３ 旧措置入所者に関しては 90～100%とする。 

※４ 当該サービス提供年月の月途中に新規で要介護認定、または要支援認定され、かつ認定有効開始年月日と

三割負担適用開始日が同日の場合、保険給付率を 70%とする。 

※５ 当該サービス提供年月の月途中に新規で要介護認定、または要支援認定され、かつ認定有効開始年月日と

二割負担適用開始日が同日の場合も、保険給付率を 80%とする。 

※６ 当該サービス提供年月の月途中に新規で要介護認定、または要支援認定され、かつ認定有効開始年月日と

三割負担適用開始日が同日の場合、保険給付率を 60%とする。 
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国保連合会の審査における総合事業の事業給付率の判定方法 

 

国保連合会の審査における総合事業の事業給付率の判定について、以下の表に記載する。 

・総合事業における、A1、A2、A5、A6 サービスについて適用される。 

・総合事業における、A3、A4、A7、A8、A9、AA、AB、AC、AD､AE、AF サービスについては適用されない。 

 

チ
ェ
ッ
ク 

チェック内容 チェック詳細 事業給付率 備考 

１ 

利用者負担減免対象の確認 減免申請中区分コードが「3：決定済

み」の場合、以下のチェックを行う。 
－ 

減免対象者の

判定を最初に

行う。減免期間

がサービス提

供年月の一部

でも含んでい

る場合は、減免

対象者とする。 

①サービス提供年月の全てが減免期

間に含まれる場合 

⇒減免給付率（受給者台帳の「利用

者・旧措置入所者利用者負担給付

率」）を適用する。 

70～100% 

②サービス提供年月の一部が減免期

間に含まれる場合 

⇒請求明細書に記載された給付率を

適用する。 

請求明細書 

記載 

事業給付率 

③上記以外 

⇒チェック２を行う。 
－ 

２ 

三割負担対象者の確認 ①サービス提供年月の全てが三割負

担対象期間に含まれる場合（※１） 

⇒事業給付率を 70%で決定する。 

70% 

三割負担対象

者のチェック

を行う。 

②上記以外の場合 

⇒チェック３を行う。 
－ 

３ 

二割負担対象者の確認 ①サービス提供年月の全てが二割負

担対象期間に含まれる場合（※２） 

⇒事業給付率を 80%で決定する。 

80% 

二割負担対象

者のチェック

を行う。 

②上記以外の場合 

⇒チェック４を行う。 
－ 

４ 

事業給付率の決定 チェック３までに当てはまらない場

合 

⇒事業給付率を 90%で決定する。 

90% 

 

※１ 当該サービス提供年月の月途中に新規で要支援認定、または事業対象者について介護予防ケアマネジメント

作成（変更）依頼の届出を行った場合、かつ認定有効開始年月日と三割負担適用開始日が同日の場合も該当

する。 

※２ 当該サービス提供年月の月途中に新規で要支援認定、または事業対象者について介護予防ケアマネジメント

作成（変更）依頼の届出を行った場合、かつ認定有効開始年月日と二割負担適用開始日が同日の場合も該当

する。 
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※１ 通常被保険者は 90～100%、二割負担対象者は 80～100%、三割負担対象者は 70～100%とする。 

※２ 当該サービス提供年月の月途中に新規で要支援認定、または事業対象者について介護予防ケアマネジメン

トの作成（変更）依頼の届出を行った場合、かつ認定有効開始年月日と三割負担適用開始日が同日の場合、

事業給付率を 70%とする。 

※３ 当該サービス提供年月の月途中に新規で要支援認定、または事業対象者について介護予防ケアマネジメント

作成（変更）依頼の届出を行った場合、かつ認定有効開始年月日と二割負担適用開始日が同日の場合も、事

業給付率を 80%とする。 

№ 

受給者異動連絡票の設定内容 
国保連合会の 

審査における判定内容 

利用者負担減免・旧措置入所者 三割負担 

適用期間 
二割負担 

適用期間 

判定事業 

給付率 
判定内容 

減免中区分 適用期間 給付率 

１ 3：決定 ◎ 
70～100% 

※１ 
－ － 70～100% 

利 用 者 負

担減免 

２ 3：決定 △ 
70～100% 

※１ 
－ － 

請求明細

書記載 

給付率 

利 用 者 負

担減免 

３ 
未設定/ 

3：決定 
× － × × 90% 

 

４ 
未設定/ 

3：決定 
× － △ － 

90% 

※２ 

一 部 の 場

合 三 割 負

担 

※２ 

５ 
未設定/ 

3：決定 
× － ◎ － 70% 

三割負担 

６ 
未設定/ 

3：決定 
× － × △ 

90% 

※３ 

一 部 の 場

合 二 割 負

担 

※３ 

７ 
未設定/ 

3：決定 
× － × ◎ 80% 

二割負担 

凡例：◎…サービス提供年月の全てが適用期間に含まれる 

△…サービス提供年月の一部が適用期間に含まれる 

×…未設定、またはサービス提供年月の全てが適用期間に含まれない 

－…設定内容にかかわらず同じ判定となる 
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レコード構成図 

受給者異動連絡票情報 
 

 
 

受給者異動連絡票情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
被保険者番号 
  ： 
  ： 

 

受給者異動連絡票情報レコード 
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１．３．２ 保険者異動連絡票情報 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 
必須入力※１ 

備考 
新規 変更 終了 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
保険者異動連絡票情報の

識別番号を設定する 
○ ○ ○ 

“5411”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

保険者の内容に変更等が

生じた年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

○ ○ ○ 

※２ 

３ 異動区分コード 数字 １ 
異動区分コードを設定す

る 
○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２ 
保険者情報の異動事由を

設定する 
○ ○ ○ 

01（固定値） 

５ 保険者番号 数字 ６ 保険者コードを設定する ○ ○ ○ 
※３ 

６ 保険者名（カナ） 英数 ４０ 
保険者名をカナ文字で設

定する 
   

 

７ 保険者名（漢字） 漢字 ４０ 
保険者名を全角文字で設

定する 
○   

 

８ 有効開始日 数字 ８ 
有効開始日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○   

※２ 

※４ 

９ 有効終了日 数字 ８ 
有効終了日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
  ○ 

※２ 

１０ 保険者区分 数字 １ 
1:単独保険者 2:政令市 

3:広域連合の保険者 
○   

※３ 

１１ 郵便番号 数字 ７ 郵便番号を設定する ○   
 

１２ 電話番号 英数 １２ 
保険者の電話番号を設定

する 
○   

 

１３ 住所（カナ） 英数 ７５ 
保険者の住所をカナ文字

で設定する 
   

 

１４ 住所（漢字） 漢字 １２８ 
保険者の住所を全角文字

で設定する 
○   

 

１５ 
介護予防訪問介護・介護

予防通所介護終了年月 
数字 ６ 

介護予防訪問介護・介護

予防通所介護の終了年月

（西暦年月(YYYYMM)）を

設定する 

   

※５ 

※６ 

※７ 

※９ 

※１０ 

※１２ 

１６ 
介護予防・日常生活支援

総合事業開始年月 
数字 ６ 

介護予防・日常生活支援

総合事業の開始年月（西

暦年月(YYYYMM)）を設定

する 

   

※５ 

※６ 

※８ 

※９ 

※１０ 

※１２ 

１７ 

介護予防・日常生活支援

総合事業みなしサービス

終了年月 

数字 ６ 

介護予防・日常生活支援

総合事業みなしサービス

の終了年月（西暦年月

(YYYYMM)）を設定する 

   

※５ 

※１１ 

※１３ 

※１４ 

※１ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31)
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※４ 有効開始日は、介護保険の給付に係わる各種業務を行うものとして、その効力が発生した日付であ

り、情報の登録（変更）日ではない。仮に保険者の所在地や連絡先等に変更が生じた場合であって

も有効開始日に変更はない。

※５ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※６ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 27 年 4 月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は

行わない。また、異動年月日が平成 27 年 3 月 31 日以前の情報は、未設定であってもエラーとしな

い。 

※７ 平成 27 年 3 月から平成 30 年 3 月の年月を設定する。 

※８ 平成 27 年 4 月から平成 29 年 4 月の年月を設定する。設定された場合、介護予防・日常生活支援総

合事業（経過措置）については、その前月に終了されたものとみなす。 

※９ 介護予防訪問介護・介護予防通所介護終了年月と、介護予防・日常生活支援総合事業開始年月に

設定される期間が重複しても差し支えない。 

※１０ 広域連合、政令市内の構成市区町村毎に介護予防訪問介護・介護予防通所介護終了年月、介

護予防・日常生活支援総合事業開始年月が異なる場合は、それぞれ最も早い開始年月、最も遅

い終了年月を設定する。 

※１１ 処理年月が平成 28 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 28 年 4 月以前の場合、

本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録

は行わない。また、異動年月日が平成 28 年 3 月 31 日以前の情報は、未設定であってもエラーとし

ない。 

※１２ 例として、「介護予防・日常生活支援総合事業開始年月」が平成 27 年 10 月であれば、平成 27 年

10 月中に国保連合会へ送付する。 

※１３ 平成 27 年 3 月から平成 33 年 3 月の期間内を設定する。 

※１４ 広域連合、政令市内の構成市区町村毎に介護予防・日常生活支援総合事業みなしサービス終了

年月が異なる場合は、最も遅い終了年月を設定する。
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レコード構成図 

保険者異動連絡票情報 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

保険者異動連絡票情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
保険者名（カナ） 

保険者名 

有効開始日 

有効終了日 

  ： 

  ： 

 

保険者異動連絡票情報レコード 
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１．３．３ 市町村固有異動連絡票情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 備考 

新規 変更 終了  

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
市町村固有異動連絡票情報

の識別番号を設定する 
○ ○ ○ 

“5511”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

保険者の支給限度額等に変

更が生じた年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 

○ ○ ○ 

※２ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する ○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２ 
市町村固有情報の異動事由

を設定する 
○ ○ ○ 

01（固定値） 

５ 保険者番号 数字 ６ 保険者コードを設定する ○ ○ ○ 
※３ 

６ 有効開始日 数字 ８ 
有効開始日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○   

※２ 

７ 有効終了日 数字 ８ 
有効終了日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
  ○ 

※２ 

８ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
区
分
支
給
限
度
基
準
額 

訪問通所要介護

１ 
数字 ６ 

１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

９ 
訪問通所要介護

２ 
数字 ６ 同上 ○   

※Ｓ 

１０ 
訪問通所要介護

３ 
数字 ６ 同上 ○   

※Ｓ 

１１ 
訪問通所要介護

４ 
数字 ６ 同上 ○   

※Ｓ 

１２ 
訪問通所要介護

５ 
数字 ６ 同上 ○   

※Ｓ 

１３ 
短期入所要介護

１ 
数字 ３ 

６月間の限度額を日数で設

定する 
   

※５ 

※Ｓ 

１４ 
短期入所要介護

２ 
数字 ３ 同上    

※５ 

※Ｓ 

１５ 
短期入所要介護

３ 
数字 ３ 同上    

※５ 

※Ｓ 

１６ 
短期入所要介護

４ 
数字 ３ 同上    

※５ 

※Ｓ 

１７ 
短期入所要介護

５ 
数字 ３ 同上    

※５ 

※Ｓ 

１８ 居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給

限
度
基
準
額 

訪
問
介
護 

要介護１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

１９ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 

２０ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 

２１ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 

２２ 要介護５ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 備考 

新規 変更 終了  

２３ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

訪
問
入
浴
介
護 

要介護１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

２４ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

２５ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

２６ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

２７ 要介護５ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

２８ 

訪
問
看
護 

要介護１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

２９ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

３０ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

３１ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

３２ 要介護５ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

３３ 

訪
問
リ
ハ
ビ
リ 

テ
ー
シ
ョ
ン 

要介護１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

３４ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

３５ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

３６ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 

３７ 要介護５ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

３８ 

通
所
介
護 

要介護１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※１３ 

※Ｓ 

３９ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   
※１３ 

※Ｓ 

４０ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   
※１３ 

※Ｓ 

４１ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   
※１３ 

※Ｓ 

４２ 要介護５ 数字 ６ 同上 ○   
※１３ 

※Ｓ 

４３ 通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン 

要介護１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

４４ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

４５ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   
※Ｓ 

４６ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

４７ 要介護５ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

４８ 

福
祉
用
具
貸
与 

要介護１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※Ｓ 

４９ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

５０ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

５１ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 

５２ 要介護５ 数字 ６ 同上 ○   ※Ｓ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 備考 

新規 変更 終了  

５３ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

短
期
入
所
生
活
介
護 

要介護１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※６ 

※１０ 

※Ｓ 

５４ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   

※６ 

※１０ 

※Ｓ 

５５ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   

※６ 

※１０ 

※Ｓ 

５６ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   

※６ 

※１０ 

※Ｓ 

５７ 要介護５ 数字 ６ 同上 ○   

※６ 

※１０ 

※Ｓ 

５８ 

短
期
入
所
療
養
介
護 

要介護１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※６ 

※Ｓ 

５９ 要介護２ 数字 ６ 同上 ○   
※６ 

※Ｓ 

６０ 要介護３ 数字 ６ 同上 ○   
※６ 

※Ｓ 

６１ 要介護４ 数字 ６ 同上 ○   
※６ 

※Ｓ 

６２ 要介護５ 数字 ６ 同上 ○   
※６ 

※Ｓ 

６３ 
居
宅
支
援
サ
ー
ビ
ス
費

区
分
支
給
限
度
基
準
額 

訪問通所 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※８ 

※Ｓ 

６４ 短期入所 数字 ３ 
６月間の限度額を日数で設

定する 
   

※５ 

※Ｓ 

６５ 

居
宅
支
援
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

訪問介護 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※８ 

※Ｓ 

６６ 訪問入浴介護 数字 ６ 同上 ○   
※８ 

※Ｓ 

６７ 訪問看護 数字 ６ 同上 ○   
※８ 

※Ｓ 

６８ 
訪問リハビリテ

ーション 
数字 ６ 同上 ○   

※８ 

※Ｓ 

６９ 通所介護 数字 ６ 同上 ○   
※８ 

※Ｓ 

７０ 
通所リハビリテ

ーション 
数字 ６ 同上 ○   

※８ 

※Ｓ 

７１ 福祉用具貸与 数字 ６ 同上 ○   
※８ 

※Ｓ 

７２ 
短期入所生活介

護 
数字 ６ 同上 ○   

※６ 

※８ 

※Ｓ 

７３ 
短期入所療養介

護 
数字 ６ 同上 ○   

※６ 

※８ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 備考 

新規 変更 終了  

７４ 
基準該当訪問介護サービ

ス費比率 
数字 ３ 

指定訪問介護ｻｰﾋﾞｽ費基準額

に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の

比率を設定する 

○   

※４ 

 

７５ 

基準該当訪問入浴サービ

ス費比率 
数字 ３ 

指定訪問入浴ｻｰﾋﾞｽ費基準額

に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の

比率を設定する 

○   

※４ 

７６ 
基準該当通所介護サービ

ス費比率 
数字 ３ 

指定通所介護ｻｰﾋﾞｽ費基準額

に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の

比率を設定する 

○   

※４ 

７７ 
基準該当短期入所生活介

護サービス費比率 
数字 ３ 

指定短期入所生活介護ｻｰﾋﾞｽ

費基準額に対する基準該当ｻ

ｰﾋﾞｽ費の比率を設定する 

○   

※４ 

７８ 
基準該当福祉用具貸与サ

ービス費比率 
数字 ３ 

指定福祉用具貸与ｻｰﾋﾞｽ費基

準額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ

費の比率を設定する 

○   

※４ 

７９ 
基準該当居宅支援サービ

ス費比率 
数字 ３ 

指定居宅支援ｻｰﾋﾞｽ費基準額

に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の

比率を設定する 

○   

※４ 

８０ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

夜
間
対
応
型
訪
問
介
護 

経過的要

介護 
数字 ６ 

１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※Ｓ 

 

８１ 要介護１ 数字 ６ 同上    ※Ｓ 

８２ 要介護２ 数字 ６ 同上    ※Ｓ 

８３ 要介護３ 数字 ６ 同上    ※Ｓ 

８４ 要介護４ 数字 ６ 同上    ※Ｓ 

８５ 要介護５ 数字 ６ 同上    ※Ｓ 

８６ 
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護 

経過的要

介護 
数字 ６ 

１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※Ｓ 

８７ 要介護１ 数字 ６ 同上    ※Ｓ 

８８ 要介護２ 数字 ６ 同上    ※Ｓ 

８９ 要介護３ 数字 ６ 同上    ※Ｓ 

９０ 要介護４ 数字 ６ 同上    ※Ｓ 

９１ 要介護５ 数字 ６ 同上    ※Ｓ 

９２ 

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
費

区
分
支
給
限
度
基
準
額 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 

９３ 要支援２ 数字 ６ 同上 ○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 



 

- ２５－１ - 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

９４ 

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

介
護
予
防
訪
問
入
浴 

介
護 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 

９５ 要支援２ 数字 ６ 同上 ○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 

９６ 
介
護
予
防
訪
問
看
護 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 

９７ 要支援２ 数字 ６ 同上 ○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 

９８ 
介
護
予
防
訪
問 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 

９９ 要支援２ 数字 ６ 同上 ○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 

100 
介
護
予
防
福
祉
用
具

貸
与 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 

101 要支援２ 数字 ６ 同上 ○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 

102 
介
護
予
防
短
期
入
所

生
活
介
護 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 

103 要支援２ 数字 ６ 同上 ○   

※７ 

※９ 

※１０ 

※Ｓ 

104 
介
護
予
防
短
期

入
所
療
養
介
護 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 

105 要支援２ 数字 ６ 同上 ○   

※７ 

※９ 

※Ｓ 

106 介
護
予
防
認
知
症 

対
応
型
通
所
介
護 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※９ 

※Ｓ 

107 要支援２ 数字 ６ 同上    

※９ 

※Ｓ 



 

- ２５－２ - 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

108 
基準該当介護予防訪問介

護サービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防訪問介護ｻｰﾋﾞ

ｽ費支給限度基準額に対す

る基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率

を設定する 

○   

※４ 

※７ 

※９ 

109 
基準該当介護予防訪問入

浴サービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防訪問入浴ｻｰﾋﾞ

ｽ費支給限度基準額に対す

る基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率

を設定する 

○   

※４ 

※７ 

※９ 

 

110 
基準該当介護予防通所介

護サービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防通所介護ｻｰﾋﾞ

ｽ費支給限度基準額に対す

る基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率

を設定する 

○   

※４ 

※７ 

※９ 

111 

基準該当介護予防短期入

所生活介護サービス費比

率 

数字 ３ 

指定介護予防短期入所生活

介護ｻｰﾋﾞｽ費支給限度基準

額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ

費の比率を設定する 

○   

※４ 

※７ 

※９ 

112 
基準該当介護予防福祉用

具貸与サービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防福祉用具貸与

ｻｰﾋﾞｽ費支給限度基準額に

対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の

比率を設定する 

○   

※４ 

※７ 

※９ 

113 
基準該当介護予防支援サ

ービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防支援ｻｰﾋﾞｽ費

支給限度基準額に対する基

準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率を設

定する 

○   

※４ 

※７ 

※９ 

114 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費

(

経
過
措
置)
区
分
支
給
限
度
基
準
額 

二次予防 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

115 要支援１ 数字 ６ 同上    

※１２ 

※Ｓ 

116 要支援２ 数字 ６ 同上    

※１２ 

※Ｓ 

 



 

- ２５－３ - 

 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

117 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費(

経
過
措
置)

種
類
支
給
限
度
基
準
額 

訪
問
型
予
防 

サ
ー
ビ
ス 

二次予防 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

118 要支援１ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

119 要支援２ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

120 
通
所
型
予
防 

サ
ー
ビ
ス 

二次予防 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

121 要支援１ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

122 要支援２ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

123 

生
活
支
援 

サ
ー
ビ
ス
（
配
食
） 

二次予防 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

124 要支援１ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

125 要支援２ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

126 生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス

（
見
守
り
） 

二次予防 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

127 要支援１ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

128 要支援２ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

129 生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス

（
そ
の
他
） 

二次予防 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

130 要支援１ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

131 要支援２ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

132 ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト 

二次予防 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

133 要支援１ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

134 要支援２ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

135 
介
護
予
防
訪

問
入
浴
介
護 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

136 要支援２ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

137 介
護
予
防

訪
問
看
護 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

138 要支援２ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

 



 

- ２５－４ - 

 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

139 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費(

経
過
措
置)
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

介
護
予
防
訪
問
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

140 要支援２ 数字 ６ 同上    

※１２ 

※Ｓ 

141 
介
護
予
防
通
所
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

142 要支援２ 数字 ６ 同上    

※１２ 

※Ｓ 

143 介
護
予
防
福
祉

用
具
貸
与 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

144 要支援２ 数字 ６ 同上    

※１２ 

※Ｓ 

145 
介
護
予
防
短
期

入
所
生
活
介
護 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

146 要支援２ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

147 

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護

（
介
護
老
人
保
健
施
設
） 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

148 要支援２ 数字 ６ 同上    

※１２ 

※Ｓ 

149 

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護 

（
介
護
療
養
型
医
療
施
設
等
） 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

150 要支援２ 数字 ６ 同上    

※１２ 

※Ｓ 



 

- ２５－５ - 

 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

151 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費(

経
過
措
置)
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

介
護
予
防
居
宅

療
養
管
理
指
導 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

152 要支援２ 数字 ６ 同上    
※１２ 

※Ｓ 

153 
介
護
予
防
特
定
施
設

入
居
者
生
活
介
護 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

154 要支援２ 数字 ６ 同上    

※１２ 

※Ｓ 

155 
介
護
予
防
認
知
症
対

応
型
通
所
介
護 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

156 要支援２ 数字 ６ 同上    

※１２ 

※Ｓ 

157 
介
護
予
防
小
規
模
多

機
能
型
居
宅
介
護 

要支援１ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

158 要支援２ 数字 ６ 同上    

※１２ 

※Ｓ 

159 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同

生
活
介
護
（
短
期
利
用
型
以
外
） 

要支援２ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 

160 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同

生
活
介
護
（
短
期
利
用
型
） 

要支援２ 数字 ６ 
１月間の限度額を単位数で

設定する 
   

※１２ 

※Ｓ 
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※ １ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※ ３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※ ４ 特例居宅介護サービス費、特例居宅介護サービス計画費及び特例施設介護サービス費の額につ 

いて、厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額との比率１００分の○○○を設定する。

設定が無い場合は“１００”を設定する。 

※ ５ 有効開始日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、本項目の設定は不要（省略可能）とする。設定され 

た場合、属性及び桁数等のシステムチェックを行わず省略されたものとみなす。なお、有効開始日

が平成 13 年 12 月 31 日以前の場合、従来通り（異動区分”1:新規”または当該項目に変更がある

場合には設定が必要）とする。 

※ ６ 有効開始日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、異動区分”1:新規”または当該項目に変更がある場 

合には設定が必要とする。なお、有効開始日が平成 13 年 12 月 31 日以前の場合、本項目の設定

は不要とする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。 

※ ７ 有効開始日が平成 18 年 4 月 1 日以降の場合、異動区分”1:新規”または当該項目に変更がある場 

合には設定が必要とする。なお、有効開始日が平成 18 年 3 月 31 日以前の場合、本項目の設定は

不要とする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。 

※ ８ 有効開始日が平成 18 年 4 月 1 日以降の場合、経過的要介護における額を設定する。 

※ ９ 当該保険者が介護予防給付実施前の場合、未設定とする。 

※ １０ 認知症対応型共同生活介護（短期利用型）、介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用 

型）、特定施設入居者生活介護(短期利用型) 、及び、地域密着型特定施設入居者生活介護(短  

期利用型）の場合、当該種類支給限度額の要介護状態区分に応じた値を参照する。 

※ １１ （欠番） 

※ １２ 当該保険者が介護予防・日常生活支援総合事業(経過措置)未実施の場合、未設定とする。有効 

開始日が平成 24 年 3 月 31 日以前の場合、本項目の設定は不要とする。設定された場合はエラ

ーとして台帳への登録は行わない。また、介護予防・日常生活支援総合事業(経過措置)を実施す

る場合、すべての項目について設定する。 

※ １３ 地域密着型通所介護の場合、当該種類支給限度額の要介護状態区分に応じた値を参照する。 

※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

市町村固有異動連絡票情報 
 

 

市町村固有異動連絡票情報レコー

ド 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
年度 
訪問通所区分支給限度額要介護

１ 
訪問通所区分支給限度額要介護

２ 

  ： 

  ： 

 

市町村固有異動連絡票情報レコード 

加
除
第
１
１
号 



 

- ２７ - 

 
１．３．４ 広域連合異動連絡票情報（行政区異動連絡票情報） 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 
必須入力※１ 

備考 
新規 変更 終了 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 

広域連合異動連絡票情報

（行政区異動連絡票情

報）の識別番号を設定す

る 

○ ○ ○ 

“5611”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

広域連合の市町村（政令

市の行政区）が追加また

は変更等が生じた年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD) 

）を設定する 

○ ○ ○ 

※２ 

３ 異動区分コード 数字 １ 
異動区分コードを設定す

る 
○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２ 
広域連合情報の異動事由

を設定する 
○ ○ ○ 

01（固定値） 

５ 保険者番号 数字 ６ 
政令市又は広域連合の保

険者番号を設定する 
○ ○ ○ 

※３ 

６ 市
町
村
（
行
政
区
） 

情
報 

市町村番号（行

政区番号） 
数字 ６ 

自治省にて定める市町村

の番号を設定する 
○ ○ ○ 

 

７ 有効開始日 数字 ８ 
有効開始日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○   

※２ 

※４ 

８ 有効終了日 数字 ８ 
有効終了日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
  ○ 

※２ 

 
※１ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※４ 有効開始日は、広域連合もしくは政令市の構成市町村または行政区となり、その効力が発生した日付であり、

情報の登録（変更）日ではない。仮に市町村または行政区の所在地や連絡先等に変更が生じた場合であって

も有効開始日に変更はない。 
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レコード構成図 

広域連合異動連絡票情報（行政区異動連絡票情報） 
 

広域連合異動連絡票情報 

（行政区異動連絡票情報）レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 

市町村番号（行政区番号） 

有効開始日 

有効終了日 

 

広域連合異動連絡票情報（行政区

異動連絡票情報）レコード 
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保険者異動連絡票情報 ファイル構成図 

レコードの編綴（ファイル内の格納順序） 

 

： 

広域連合異動連絡票情報（行政区異動連絡票情報） 
レコード 

： 

広域連合異動連絡票情報（行政区異動連絡票情報） 
レコード 

広域連合異動連絡票情報（行政区異動連絡票情報） 
レコード 

保
険
者
単
位
で
１
フ
ァ
イ
ル 

 

保険者異動連絡票情報ファイル 

保険者異動連絡票情報レコード 

保
険
者
単
位
で
１
フ
ァ
イ
ル 

 

保険者異動連絡票情報ファイル 

保険者異動連絡票情報レコード 

広域連合異動連絡票情報（行政区異動連絡票情報） 
レコード 

保
険
者
情
報
と
広
域
連
合
情
報
（
行
政
区

情
報
）
に
異
動
が
あ
る
場
合 

 
単独保険者のレコード編綴 

広域連合（政令市）のレコード編綴 

保
険
者
単
位
で
１
フ
ァ
イ
ル 

保険者異動連絡票情報ファイル 広
域
連
合
情
報
（
行
政
区
情
報
）
だ
け
に

異
動
が
あ
る
場
合 

 

広域連合異動連絡票情報（行政区異動連絡票情報） 
レコード 

加
除
第
１
１
号 
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１．３．４－１ 地域密着型サービスコード異動連絡票情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 

地域密着型サービスコード

異動連絡票情報の識別番号

を設定する 

○ ○ ○ 

“5F11”固定 

 

２ 異動年月日 数字 ８ 

地域密着型サービスコード

情報に変更が生じた年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

○ ○ ○ 

※２ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する ○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２ 
地域密着型サービスコード

情報の異動事由を設定する 
○ ○ ○ 

01（固定値） 

５ 保険者番号 数字 ６ 保険者コードを設定する ○ ○ ○ 
※３ 

６ サービス種類コード 英数 ２ 
サービス種類コードを設定

する 
○ ○ ○ 

※３ 

７ サービス項目コード 英数 ４ 
サービス項目コードを設定

する 
○ ○ ○ 

※３ 

８ 有効開始日 数字 ８ 
有効開始日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○   

※２ 

９ 有効終了日 数字 ８ 
有効終了日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
  ○ 

※２ 

１０ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する ○   
※Ｓ 

 

※１ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

地域密着型サービスコード異動連絡票情報 
 

 

地域密着型サービスコード異動連

絡票情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 

サービス種類コード 

  ： 

  ： 
 

地域密着型サービスコード異動連絡票 
情報レコード 

加
除
第
１
１
号 
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１．３．４－２ 介護予防・日常生活支援総合事業(経過措置)サービスコード異動連絡票情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 

介護予防・日常生活支援総合

事業(経過措置)サービスコ

ード異動連絡票情報の識別

番号を設定する 

○ ○ ○ 

“5G11”固定 

 

２ 異動年月日 数字 ８ 

介護予防・日常生活支援総合

事業(経過措置)サービスコ

ード情報に変更が生じた年

月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

○ ○ ○ 

※２ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する ○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２ 

介護予防・日常生活支援総合

事業(経過措置)サービスコ

ード情報の異動事由を設定

する 

○ ○ ○ 

01（固定値） 

５ 保険者番号 数字 ６ 保険者コードを設定する ○ ○ ○ 
※４ 

６ サービス種類コード 英数 ２ 
サービス種類コードを設定

する 
○ ○ ○ 

※４ 

７ サービス項目コード 英数 ４ 
サービス項目コードを設定

する 
○ ○ ○ 

※４ 

８ 適用開始年月 数字 ６ 
適用開始年月（西暦年月 

(YYYYMM)）を設定する 
○   

※３ 

９ 適用終了年月 数字 ６ 
適用終了年月（西暦年月 

(YYYYMM)）を設定する 
  ○ 

※３ 

１０ サービス名称 漢字 ４８ サービス名称を設定する ○   
 

１１ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する ○   
※Ｓ 

１２ 算定単位 数字 ２ 算定単位を設定する ○   
※４ 

１３ 制限日数・回数 数字 ２ 制限日数・回数を設定する    
 

１４ 算定回数制限期間 数字 ２ 
制限日数・回数がある場合に

おいて、期間を設定する 
   

※４ 

１５ 支給限度額対象区分 数字 １ 
支給限度額対象区分を設定

する 
   

※４ 

１６ 
利用者負担定率／定額区

分 
数字 １ 

利用者負担定率／定額区分

を設定する 
○   

※４ 

※５ 

※６ 

※７ 

１７ 給付率 数字 ３ 給付率を設定する    
※６ 

１８ 利用者負担額 数字 ５ 
利用者負担額を金額で設定

する 
   

※７ 

※Ｓ 

１９ 
二次予防事業対象者実施

区分 
数字 １ 

二次予防事業対象者実施区

分を設定する 
○   

※４ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

２０ 
要支援１受給者 

実施区分 
数字 １ 

要支援１受給者実施区分を

設定する 
○   ※４ 

２１ 
要支援２受給者 

実施区分 
数字 １ 

要支援２受給者実施区分を

設定する 
○   ※４ 

 

※１ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月」欄」参照。(P.42) 

※４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※５ 設定する内容はサービス種類コードごとに同一とする。同じサービス種類内に定率、定額が混在しないように

設定すること。 

※６ 「利用者負担定率／定額区分」が定率の場合、「給付率」を設定する。 

「給付率」は「１００分の○○○」の○○○部分を「１～１００」で設定することとする。例えば、 

９０％の場合は「９０」、利用者負担額を０円にする場合は「１００」を設定する。 

・ケアマネジメント 

・ケアマネジメント以外のサービス種類全て（サービス種類コードごとに異なる給付率を設定することはできな

い） 

※７ 「利用者負担定率／定額区分」が定額の場合、「利用者負担額」を設定する。「利用者負担額」は、算定単位ご

との利用者負担額を円単位で設定する。例えば、利用者負担額を１回１００円にする場合は「１００」、利用者負

担額を０円にする場合は「０」を設定する。 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 

 

加
除
第
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レコード構成図 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過措置)サービスコード異動連絡票情報 
 

介護予防・日常生活支援総合事業

(経過措置)サービスコード異動連

絡票情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
サービス種類コード 

  ： 

  ： 
 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過措

置)サービスコード異動連絡票情報レコード 
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１．３．４－３介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 

介護予防・日常生活支援総合

事業サービスコード異動連

絡票情報の識別番号を設定

する 

○ ○ ○ 

“5H11”固定 

 

２ 異動年月日 数字 ８ 

介護予防・日常生活支援総合

事業サービスコード情報に

変更が生じた年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 

○ ○ ○ 

※２ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する ○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２ 

介護予防・日常生活支援総合

事業サービスコード情報の

異動事由を設定する 

○ ○ ○ 

01（固定値） 

５ 証記載保険者番号 数字 ６ 
被保険者証記載の保険者番

号を設定する 
○ ○ ○ 

※４ 

６ サービス種類コード 英数 ２ 
サービス種類コードを設定

する 
○ ○ ○ 

※４ 

※５ 

７ サービス項目コード 英数 ４ 
サービス項目コードを設定

する 
○ ○ ○ 

 

８ 適用開始年月 数字 ６ 
適用開始年月（西暦年月 

(YYYYMM)）を設定する 
○   

※３ 

 

９ 適用終了年月 数字 ６ 
適用終了年月（西暦年月 

(YYYYMM)）を設定する 
  ○ 

※３ 

１０ サービス名称 漢字 ６４ サービス名称を設定する ○   
 

１１ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する ○   

※８ 

※９ 

※Ｓ 

１２ 算定単位 数字 ２ 算定単位を設定する ○   
※４ 

１３ 制限日数・回数 数字 ２ 制限日数・回数を設定する    
 

１４ 算定回数制限期間 数字 ２ 
制限日数・回数がある場合に

おいて、期間を設定する 
   

※４ 

１５ 支給限度額対象区分 数字 １ 
支給限度額対象区分を設定

する 
   

※４ 

１６ 給付率 数字 ３ 給付率を設定する    
※６ 

 

１７ 利用者負担額 数字 ５ 
利用者負担額を金額で設定

する 
   

※７ 

※Ｓ 

１８ 事業対象者実施区分 数字 １ 
事業対象者実施区分を設定

する 
○   

※４ 

１９ 
要支援１受給者 

実施区分 
数字 １ 

要支援１受給者実施区分を

設定する 
○   

※４ 

２０ 
要支援２受給者 

実施区分 
数字 １ 

要支援２受給者実施区分を

設定する 
○   

※４ 

２１ 運動器機能向上体制 数字 １ 
運動器機能向上体制を設定

する 
   

※１０ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

２２ 
栄養マネジメント（改善）

体制 
数字 １ 

栄養マネジメント（改善）体

制を設定する 
   

※１０ 

２３ 口腔機能向上体制 数字 １ 
口腔機能向上体制を設定す

る 
   

※１０ 

２４ 事業所評価加算 数字 １ 事業所評価加算を設定する    
※１０ 

 

※１ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42)  

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※５ 市町村が国保連合会に総合事業の介護予防ケアマネジメントの支払を委託する場合は、サービス種類コード

に“AF：介護予防ケアマネジメント”を設定して送付する必要がある。 

※６ 定率のサービスの場合、「給付率」を設定する。 

「給付率」は「１００分の○○○」の○○○部分を「１～１００」で設定することとする。 

例えば、９０％の場合は「９０」、利用者負担額を０円にする場合は「１００」を設定する。 

※７ 定額のサービスの場合、「利用者負担額」を設定する。「利用者負担額」は、算定単位ごとの利用者負担額を

円単位で設定する。例えば、利用者負担額を１回１００円にする場合は「１００」、利用者負担額を０円にする場

合は「０」を設定する。 

※８ サービス種類コードが「A2」、「A6」、「AF」の場合において、「単位数」が-９９９９以上９９９９９以下を設定する。

上記以外のサービス種類コードの場合、「単位数」が１以上９９９９９以下を設定する。 

※９ サービス種類コードが「A2」、「A6」、「AF」の場合において、介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード

表に単位数の変更が生じた際、変更に合わせて適宜単位数を見直し、介護予防・日常生活支援総合事業サ

ービスコード異動連絡票情報を提出する必要がある。 
※１０ サービス種類コードが「A7」、「A8」の場合に設定する。 
※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報はサービス種類ごとに新規、変更、終了に

おける入力内容が異なる。各項目の入力内容を以下に示す。（○：入力必須、×：入力不可、空欄：入力任意） 

項番 項目名 

保険者独自サービス 

（A2、A6、AF(※１)） 

保険者独自（定率） 

サービス 

（A3、A7（※２）、A9、

AB、AD） 

保険者独自（定額） 

サービス 

（A4、A8（※２）、AA、

AC、AE） 

新規 変更 終了 新規 変更 終了 新規 変更 終了 

１ 交換情報識別番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

２ 異動年月日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

３ 異動区分コード ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

４ 異動事由 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

５ 証記載保険者番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

６ サービス種類コード ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

７ サービス項目コード ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

８ 適用開始年月 ○   ○   ○   

９ 適用終了年月   ○   ○   ○ 

１０ サービス名称 × × × ○   ○   

１１ 単位数 ○   ○   ○   

１２ 算定単位 × × × ○   ○   

１３ 制限日数・回数 × × ×       

１４ 算定回数制限期間 × × ×       

１５ 支給限度額対象区分 × × ×       

１６ 給付率 × × × ○   × × × 

１７ 利用者負担額 × × × × × × ○   

１８ 事業対象者実施区分 × × × ○   ○   

１９ 要支援１受給者実施区分 × × × ○   ○   

２０ 要支援２受給者実施区分 × × × ○   ○   

２１ 運動器機能向上体制 × × ×       

２２ 
栄養マネジメント（改善）

体制 
× × ×       

２３ 口腔機能向上体制 × × ×       

２４ 事業所評価加算 × × ×       

※１ 保険者独自サービス(AF）において異動年月日が平成 29 年 3 月 31 日以前の入力内容である。 

※２ 項番２１～２４は、サービス種類コードが「A7」、「A8」の場合にのみ入力可能とする。 
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保険者独自サービス（AF）において異動年月日が平成 29 年 4 月 1 日以降の入力内容を以下に示す。 

（○：入力必須、×：入力不可、空欄：入力任意） 

項番 項目名 

保険者独自サービス 

（AF) 

新規 変更 終了 

１ 交換情報識別番号 ○ ○ ○ 

２ 異動年月日 ○ ○ ○ 

３ 異動区分コード ○ ○ ○ 

４ 異動事由 ○ ○ ○ 

５ 証記載保険者番号 ○ ○ ○ 

６ サービス種類コード ○ ○ ○ 

７ サービス項目コード ○ ○ ○ 

８ 適用開始年月 ○   

９ 適用終了年月   ○ 

１０ サービス名称 ○   

１１ 単位数 ○   

１２ 算定単位 × × × 

１３ 制限日数・回数 × × × 

１４ 算定回数制限期間 × × × 

１５ 支給限度額対象区分 × × × 

１６ 給付率 × × × 

１７ 利用者負担額 × × × 

１８ 事業対象者実施区分 ○   

１９ 要支援１受給者実施区分 ○   

２０ 要支援２受給者実施区分 ○   

２１ 運動器機能向上体制 × × × 

２２ 
栄養マネジメント（改善）

体制 
× × × 

２３ 口腔機能向上体制 × × × 

２４ 事業所評価加算 × × × 
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項番１３ 制限回数日数の設定内容について 

項番１２ 算定単位と項番１４ 算定回数制限期間の設定値により入力内容が異なる。各状態の入力内容を

以下に示す。なお、以下内容以外の値を設定した場合エラーとし、台帳登録は行わない。「0」及び

未設定時は、無期限として扱う。 
 

※ 登録時エラー：算定単位と算定回数制限期間の関連チェックにてエラーとなる。 

 

設定例１ 「１月につき、６日まで」のサービスを登録する場合 

項番１２ 算定単位：02（１日につき） 

項番１３ 制限日数・回数：6（日） 

項番１４ 算定回数制限期間：01（１月につき） 

 

設定例２ 「１月につき、２週まで」のサービスを登録する場合 

項番１２ 算定単位：05（１週間につき） 

項番１３ 制限日数・回数：2（週） 

項番１４ 算定回数制限期間：01（１月につき） 

 

 

項番１４ 算定回数制限期間 

01：１月につき 08：１日につき 16：１週間につき 

項
番
１
２ 

算
定
単
位 

01：１回につき 制限なし（0～99） 制限なし（0～99） 制限なし（0～99） 

02：１日につき 0～31 登録時エラー（※） 0～7 

03：１月につき 0～1 登録時エラー（※）  登録時エラー（※） 

05：１週間につき 0～6 登録時エラー（※）  登録時エラー（※） 
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レコード構成図 

介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報 
 

 

介護予防・日常生活支援総合事業

サービスコード異動連絡票情報レ

コード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
サービス種類コード 

  ： 

  ： 
 

介護予防・日常生活支援総合事業 
サービスコード異動連絡票情報レコード 
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１．３．４－４個人番号異動連絡票情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
個人番号異動連絡票情報の

識別番号を設定する 
○ ○ ○ 

“5J11”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

個人番号情報の登録または

変更等が生じた年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

○ ○ ○ 

※２ 

※６ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する ○ ○ ○ 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動事由 数字 ２ 
個人番号情報の異動事由を

設定する 
○ ○ ○ 

※３ 

５ 証記載保険者番号 数字 ６ 
被保険者証記載の保険者番

号を設定する 
○ ○ ○ 

※３ 

６ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する ○ ○ ○ 
※３ 

７ 個人番号 数字 １２ 個人番号を設定する ○ ○ ○ 
※４ 

※５ 

 

※１ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.41-12) 

※５ 国保連合会では設定された個人番号が正しいか否かを判断できないため、設定された番号をそのまま 

台帳に登録する。 

※６ 平成 29 年 6 月 1 日以降を設定する。 

 
個人番号異動連絡票情報の提出が必要となる被保険者を以下に示す。 
・個人番号利用事務の委託を開始する月の前月初日時点で受給資格を得ており、受給者異動連絡票情報を送付し

ている被保険者 
ただし、個人番号利用事務の委託を開始する月の前月初日時点で、認定有効期間が期限切れの受給者について

は必ずしも送付する必要はない 
・個人番号利用事務の委託を開始する月の前月初日以降に新たに受給資格を得て、受給者異動連絡票情報を送

付している被保険者 
 
個人番号異動連絡票情報の提出に関する留意事項を以下に示す。 
・住所地特例対象者の個人番号異動連絡票情報は、保険者市町村より提出する 
・政令市、広域連合保険者に属する被保険者の個人番号異動連絡票情報は、政令市、広域連合保険者より提出す

る 
・生保単独受給者の個人番号異動連絡票情報は提出不要 
・個人番号利用事務の委託を開始する月の前月初日時点で資格喪失した被保険者の個人番号異動連絡票情報は

提出不要 
・個人番号利用事務の委託を開始する月の前月初日以降の受給者認定有効期間外に、個人番号の変更があった

場合、個人番号異動連絡票情報の提出は必要である 
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レコード構成図 

個人番号異動連絡票情報 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個人番号異動連絡票情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
証記載保険者番号 
被保険者番号 
個人番号 

 

個人番号異動連絡票情報レコード 
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１．３．５ 受給者訂正連絡票情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

入力※１ 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
受給者訂正連絡票情報の識別番号

を設定する 
○ 

“5321”固定 

２ レコード種別コード 英数 ２ レコード種別を設定する ○ “H1”固定 

３ 異動年月日 数字 ８ 

受給者の資格を取得または変更等

が生じた年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

○ 

※２ 

４ 異動事由 数字 ２ 受給者情報の異動事由を設定する  
※３ 

５ 訂正年月日 数字 ８ 

受給者台帳情報に訂正が生じた日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○ 

※２ 

６ 訂正区分コード 数字 １ 訂正区分コードを設定する ○ 
2：修正 

3：削除 

７ 証記載保険者番号 数字 ６ 
被保険者証記載の保険者番号を設

定する 
○ 

※３ 

８ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する ○ ※３ 

９ 被保険者氏名（カナ） 英数 ２５ 
被保険者氏名をカナ文字で設定す

る 
 

 

１０ 生年月日 数字 ８ 
生年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 
 

※２ 

１１ 性別コード 数字 １ 性別コードを設定する  ※３ 

１２ 資格取得年月日 数字 ８ 
資格取得年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

１３ 資格喪失年月日 数字 ８ 
資格喪失年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

１４ 老人保健市町村番号 数字 ８ 老人保健市町村番号を設定する  ※３ 

１５ 老人保健受給者番号 数字 ７ 老人保健受給者番号を設定する  ※３ 

１６ 申請種別コード 数字 １ 申請種別コードを設定する  ※３ 

１７ 変更申請中区分コード 数字 １ 変更申請中区分コードを設定する  ※３ 

１８ 申請年月日 数字 ８ 

要介護状態区分の変更を申請した

年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

 

※２ 

１９ みなし要介護区分コード 数字 １ 
みなし要介護区分コードを設定す

る 
 

※３ 

２０ 要介護状態区分コード 数字 ２ 要介護状態区分コードを設定する  ※３ 

２１ 
認定有効期間（開始年月

日） 
数字 ８ 

認定有効期間の開始年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

２２ 
認定有効期間（終了年月

日） 
数字 ８ 

認定有効期間の終了年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

※８ 

２３ 
居宅サービス計画作成区

分コード 
数字 １ 

居宅サービス計画作成区分コード

を設定する 
 

※３ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

入力※１ 
備考 

２４ 居宅介護支援事業所番号 英数 １０ 
居宅介護支援事業所の番号を設定

する 
 

※３ 

※７ 

２５ 
居宅サービス計画適用開

始年月日 
数字 ８ 

居宅サービス計画の適用開始年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

 

※２ 

２６ 
居宅サービス計画適用終

了年月日 
数字 ８ 

居宅サービス計画の適用終了年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

 

※２ 

２７ 
訪
問
通
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 数字 ６ 

被保険者証記載の訪問通所サービ

ス支給限度基準額を単位数で設定

する 

 

※９ 

２８ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８ 

訪問通所支給限度基準額管理期間

の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

※２ 

２９ 
上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８ 

訪問通所支給限度基準額管理期間

の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

※２ 

※８ 

３０ 
短
期
入
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 数字 ３ 

被保険者証記載の短期入所サービ

ス支給限度基準額を日数で設定す

る 

 

 

３１ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８ 

短期入所支給限度基準額管理期間

の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

３２ 
上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８ 

短期入所支給限度基準額管理期間

の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

３３ 
公費負担上限額減額の有

無 
数字 １ 

公費負担上限額減額の有無を設定

する 
 

※３ 

３４ 償還払化開始年月日 数字 ８ 
償還払化開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

３５ 償還払化終了年月日 数字 ８ 
償還払化終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

３６ 給付率引下げ開始年月日 数字 ８ 
給付率引下げ開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する  
※２ 

３７ 給付率引下げ終了年月日 数字 ８ 
給付率引下げ終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

３８ 利
用
者
負
担
減
免
・
旧
措
置
入
所
者 

減免申請中区分コ

ード 
数字 １ 減免申請中区分コードを設定する  

※３ 

３９ 
利用者負担区分コ

ード 
数字 １ 利用者負担区分コードを設定する  

※３ 

４０ 給付率 数字 ３ 

利用者負担減免等により給付率が

変更された場合に１００分の○○

○で設定する 

 

※１１ 

４１ 適用開始年月日 数字 ８ 
給付率の適用開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

入力※１ 
備考 

４２  適用終了年月日 数字 ８ 
給付率の適用終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

４３ 

標
準
負
担
・ 

特
定
標
準
負
担 

標準負担区分コー

ド 
数字 １ 標準負担区分コードを設定する  

※３ 

４４ 負担額 数字 ５ 負担額を設定する   

４５ 
負担額適用開始年

月日 
数字 ８ 

負担額適用開始年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

４６ 
負担額適用終了年

月日 
数字 ８ 

負担額適用終了年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

４７ 

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス 

特定入所者認定申

請中区分コード 
数字 １ 

特定入所者認定申請中区分コード

を設定する 
 

※３ 

４８ 
特定入所者介護サ

ービス区分コード 
数字 １ 

特定入所者介護サービス区分コー

ドを設定する 
 

※３ 

４９ 
課税層の特例減額

措置対象 
数字 １ 

利用者負担第４段階の者で当該措

置該当の有無をコードで設定する 
 

※３ 

５０ 食費負担限度額 数字 ４ 食費負担限度額を設定する  
 

５１ 

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額 

数字 ４ 
居住費（ユニット型個室）負担限

度額を設定する 
 

 

５２ 

居住費（ユニット

型個室的多床室）

負担限度額 

数字 ４ 
居住費（ユニット型個室的多床室）

負担限度額を設定する 
 

 

５３ 

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額 

数字 ４ 
居住費（従来型個室（特養等））負

担限度額を設定する 
 

 

５４ 

居住費（従来型個

室（老健、療養等））

負担限度額 

数字 ４ 
居住費（従来型個室（老健、療養

等））負担限度額を設定する 
 

 

５５ 
居住費（多床室）

負担限度額 
数字 ４ 

居住費（多床室）負担限度額を設

定する 
 

 

５６ 
負担限度額適用開

始年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用開始年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

 

 

※２ 

５７ 
負担限度額適用終

了年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用終了年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

 

 

※２ 

５８ 社
会
福
祉
法
人
軽
減 

情
報 

軽減率 数字 ４ 
社会福祉法人軽減の軽減率を設定

する 
 

 

５９ 
軽減率適用開始年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

６０ 
軽減率適用終了年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

６１ 

小規模多機能型居宅介護

の利用開始月における居

宅サービス等の利用の有

無 

数字 １ 

小規模多機能型居宅介護、及び、

複合型サービス（看護小規模多機

能型居宅介護）の利用開始月にお

ける居宅サービス等の利用の有無

コードを設定する 

 ※３ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

入力※ 
備考 

６２ 
後
期
高
齢
者 

医
療
資
格 

保険者番号（後期） 英数 ８ 保険者番号（後期）を設定する  
 

６３ 
被保険者番号（後

期） 
英数 ８ 被保険者番号（後期）を設定する  

 

６４  保険者番号（国保） 数字 ８ 保険者番号（国保）を設定する   

６５ 
国
民
健
康 

保
険
資
格 

被保険者証番号

（国保） 
英数 ２０ 

被保険者証番号（国保）を設定す

る 
 

 

６６ 宛名番号 数字 １０ 宛名番号を設定する  
 

６７ 二次予防事業区分コード 数字 １ 
二次予防事業区分コードを設定す

る 
 

※３ 

６８ 
二次予防事業有効期間開

始年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の開始年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

 

※２ 

６９ 
二次予防事業有効期間終

了年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の終了年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

 

※２ 

７０ 

住
所
地
特
例 

住所地特例対象

者区分コード 
数字 １ 

住所地特例対象者区分コードを設

定する 
 

※３ 

※４ 

※５ 

７１ 
施設所在保険者

番号 
数字 ６ 

住所地特例対象者が入所（居）す

る施設の所在する市町村の証記載

保険者番号を設定する 

 

※３ 

※４ 

※５ 

７２ 
住所地特例適用

開始年月日 
数字 ８ 

住所地特例の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

※４ 

※５ 

※６ 

７３ 
住所地特例適用

終了年月日 
数字 ８ 

住所地特例の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

※４ 

※５ 

７４ 特
定
入
所
者
介
護 

サ
ー
ビ
ス 

居住費（新１） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定  

※１２ 

７５ 
居住費（新２） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定  

※１２ 

７６ 
居住費（新３） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定  

※１２ 

７７ 
二
割
負
担 

適用開始年月日 数字 ８ 
二割負担の適用開始年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

※１０ 

※１１ 

※１３ 

※１４ 

７８ 適用終了年月日 数字 ８ 
二割負担の適用終了年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

※１０ 

※１３ 

※１４ 
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※１ 必須入力（○）である項目、及び、訂正が発生した項目にのみ入力する。なお、初期化を行いたい項目につい

ては、先頭１桁に半角の“＊”を入力する。（但し、証記載保険者番号等キーとなる項目は除く） 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※４ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 27 年 4 月以前の場合、本項目の設

定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。また、異動

年月日が平成 27 年 3 月 31 日以前の情報は、未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常の

チェックを行う。 

※５ 平成 27 年 4 月以降、要介護認定又は要支援認定が有効な全ての住所地特例対象者について、設定する。総

合事業を開始した保険者は、事業対象者についても設定する。なお、平成 27 年 4 月 1 日から住所地特例対象

施設となったサービス付き高齢者向け住宅については、平成 27 年 4 月 1 日以降に該当する施設に入居した

者のみ設定する。 

※６ 平成 27 年 4 月 1 日以前からの住所地特例対象者は、「住所地特例適用開始年月日」に一律「平成 27 年 4 月

1 日」と設定する。平成 27 年 4 月 2 日以降は住所地特例が適用開始された日を設定する。 

※７ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「事業所番号」欄」参照。(共通編 P.42) 
※８ 項番 20「要介護状態区分」が「06:事業対象者」の受給者については未設定とする。なお、設定された場合は、

開始年月日以降の年月日であることのチェックを行う。 

※９ 要介護状態区分が事業対象者の受給者については、市町村固有台帳に設定された要支援２の区分支給限度

額以下の市町村が定めた区分支給限度額を設定する。 

※１０ 介護給付については全てのサービス種類、介護予防・日常生活支援総合事業についてはみなし・独自のサ

ービス種類（Ａ１，A２，Ａ５，Ａ６）のみ対象となる。 

※１１ 利用者負担減免・旧措置入所者 給付率は通常被保険者、旧措置入所者においては１００から９０までを登録

する事とし、８９以下が設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。但し、二割負担対象者として

二割負担適用開始日が設定されている場合（旧措置入所者は除く）については、７９以下が設定された場合エ

ラーとし、１００から８０までの登録を可能とする。また、三割負担対象者として三割負担適用開始日が設定され

ている場合（旧措置入所者は除く）については、６９以下が設定されていた場合エラーとし、１００から７０までの

登録を可能とする。 

※１２ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定しない。なお、処理年月が平成 27 年 4 月以前の場合も、本項

目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。 

処理年月に関わらず、設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。 

※１３ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、異動年月日が平成 27 年 8 月 1 日以降の情報において、 

設定する。異動年月日が平成 27 年 7 月以前の情報において設定された場合、エラーとして台帳への登録は

行わない。なお、処理年月が平成 27 年 4 月以前の場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。

設定された場合、エラーとして台帳への登録は行わない。 

※１４ 二割負担の適用期間と三割負担の適用期間は重複しない。 

※１５ 処理年月が平成 30 年 5 月以降の場合、異動年月日が平成 30 年 8 月 1 日以降の情報において、 

設定する。異動年月日が平成 30 年 7 月 31 日以前の情報において、設定された場合はエラーとして台帳への

登録は行わない。なお、処理年月が平成 30 年 4 月以前の場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェース

とする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。 

※１６ 処理年月が平成 30 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 30 年 4 月以前の場合、本項目の

設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳への登録は行わない。 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

入力※１ 
備考 

７９ 
三
割
負
担 

適用開始年月日 数字 ８ 
三割負担の適用開始年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

※１０ 

※１１ 

※１４ 

※１５ 

８０ 適用終了年月日 数字 ８ 
三割負担の適用終了年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

※１０ 

※１４ 

※１５ 

８１ 住所地郵便番号 数字 ７ 
被保険者の住所の郵便番号を設定

する 
 

※１６ 
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レコード構成図 

受給者訂正連絡票情報 
 

 

 

受給者訂正連絡票情報レコード 

交換情報識別番号 
レコード種別コード 
異動年月日 
異動事由 
訂正年月日 

訂正区分コード 

  ： 

  ： 
 

受給者訂正連絡票情報レコード 
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１．３．６ 保険者訂正連絡票情報 
 

帳票のみの入力情報であるため、項目を記載していません。 

 
 
１．３．７ 市町村固有訂正連絡票情報 
 

帳票のみの入力情報であるため、項目を記載していません。 

 
 
１．３．８ 広域連合訂正連絡票情報（行政区訂正連絡票情報） 
 

帳票のみの入力情報であるため、項目を記載していません。 

 
 
１．３．８－１ 地域密着型サービスコード訂正連絡票情報 

 

帳票のみの入力情報であるため、項目を記載していません。 

 

 

１．３．８－２  介護予防・日常生活支援総合事業(経過措置)サービスコード訂正連絡票情報 
 

帳票のみの入力情報であるため、項目を記載していません。 
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１．３．８－３ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード訂正連絡票情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

入力※１ 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 

介護予防・日常生活支援総合

事業サービスコード訂正連

絡票情報の識別番号を設定

する 

○ 

“5H21”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

介護予防・日常生活支援総合

事業等サービスコード情報

に変更が生じた年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

○ 

※２ 

３ 異動事由 数字 ２ 

介護予防・日常生活支援総合

事業サービスコード情報の

異動事由を設定する 

 

※４ 

４ 訂正年月日 数字 ８ 

介護予防・日常生活支援総合

事業サービスコード情報に

訂正が生じた日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

○ 

※２ 

５ 訂正区分コード 数字 １ 訂正区分コードをする ○ 
2：修正 

3：削除 

６ 証記載保険者番号 数字 ６ 
被保険者証記載の保険者番

号を設定する 
○ 

※４ 

７ サービス種類コード 英数 ２ 
サービス種類コードを設定

する 
○ 

※４ 

※５ 

８ サービス項目コード 英数 ４ 
サービス項目コードを設定

する 
○ 

 

９ 適用開始年月 数字 ６ 
適用開始年月（西暦年月 

(YYYYMM)）を設定する 
 

※３ 

 

１０ 適用終了年月 数字 ６ 
適用終了年月（西暦年月 

(YYYYMM)）を設定する 
 

※３ 

 

１１ サービス名称 漢字 ６４ サービス名称を設定する  
 

１２ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する  
※８ 

※Ｓ 

１３ 算定単位 数字 ２ 算定単位を設定する  
※４ 

１４ 制限日数・回数 数字 ２ 制限日数・回数を設定する  
 

１５ 算定回数制限期間 数字 ２ 
制限日数・回数がある場合に

おいて、期間を設定する 
 

※４ 

１６ 支給限度額対象区分 数字 １ 
支給限度額対象区分を設定

する 
 

※４ 

１７ 給付率 数字 ３ 給付率を設定する  
※６ 

 

１８ 利用者負担額 数字 ５ 
利用者負担額を金額で設定

する 
 

※Ｓ 

※７ 

１９ 事業対象者実施区分 数字 １ 
事業対象者実施区分を設定

する 
 

※４ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

入力※１ 
備考 

２０ 
要支援１受給者 

実施区分 
数字 １ 

要支援１受給者実施区分を

設定する 
 

※４ 

 

２１ 
要支援２受給者 

実施区分 
数字 １ 

要支援２受給者実施区分を

設定する 
 

※４ 

２２ 運動器機能向上体制 数字 １ 
運動器機能向上体制を設定

する 
 

※９ 

２３ 
栄養マネジメント（改善）

体制 
数字 １ 

栄養マネジメント（改善）体

制を設定する 
 

※９ 

２４ 口腔機能向上体制 数字 １ 
口腔機能向上体制を設定す

る 
 

※９ 

２５ 事業所評価加算 数字 １ 事業所評価加算を設定する  
※９ 

 

 

※１ 必須入力（○）である項目、及び、訂正が発生した項目にのみ入力する。なお、初期化を行いたい項目につい

ては、先頭１桁に半角の“＊”を入力する。（但し、証記載保険者番号等キーとなる項目は除く） 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42)  

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※５ 市町村が国保連合会に総合事業の給付管理又は介護予防ケアマネジメントの支払を委託する場合は、サー

ビス種類コードに“AF：介護予防ケアマネジメント”を設定して送付する必要がある。 

※６ 定率のサービスの場合、「給付率」を設定する。 

「給付率」は「１００分の○○○」の○○○部分を「１～１００」で設定することとする。 

例えば、９０％の場合は「９０」、利用者負担額を０円にする場合は「１００」を設定する。 

※７ 定額のサービスの場合、「利用者負担額」を設定する。「利用者負担額」は、算定単位ごとの利用者負担額を

円単位で設定する。例えば、利用者負担額を１回１００円にする場合は「１００」、利用者負担額を０円にする場

合は「０」を設定する。 

※８ サービス種類コードが「A2」、「A6」、「AF」の場合において、「単位数」が-９９９９以上９９９９９以下を設定する。

上記以外のサービス種類コードの場合、「単位数」が１以上９９９９９以下を設定する。 

※９ サービス種類コードが「A7」、「A8」の場合に設定する。 
※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード訂正連絡票情報 
 

 

 

介護予防・日常生活支援総合事業

サービスコード訂正連絡票情報レ

コード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
サービス種類コード 

  ： 

  ： 
 

介護予防・日常生活支援総合事業 
サービスコード訂正連絡票情報レコード 
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１．３．８－４個人番号訂正連絡票情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

入力※１ 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
個人番号異動連絡票情報の

識別番号を設定する 
○ 

“5J21”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

個人番号情報の登録または

変更等が生じた年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

○ 

※２ 

 

３ 異動事由 数字 ２ 
個人番号情報の異動事由を

設定する 
 

※３ 

４ 訂正年月日 数字 ８ 

個人番号情報に訂正が生じ

た 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

○ 

※２ 

５ 訂正区分コード 数字 １ 訂正区分コードを設定する ○ 
2：修正 

3：削除 

６ 証記載保険者番号 数字 ６ 
被保険者証記載の保険者番

号を設定する 
○ 

※３ 

７ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する ○ 
※３ 

８ 個人番号 数字 １２ 個人番号を設定する ○ 
※４ 

 

※１ 必須入力（○）である項目、及び、訂正が発生した項目にのみ入力する。 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.41-12) 
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レコード構成図 

個人番号訂正連絡票情報 
 

 

個人番号訂正連絡票情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動事由 
訂正年月日 

訂正区分 

証記載保険者番号 
被保険者番号 

個人番号 
 

個人番号訂正連絡票情報レコード 
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１．３．９ 受給者情報更新結果情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
受給者情報更新結果情報の識別番号を設

定する 

“5331”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

受給者の資格を取得または変更等が生じ

た年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

※１ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 訂正年月日 数字 ８ 
受給者台帳情報に訂正が生じた日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

５ 訂正区分コード 数字 １ 訂正区分コードを設定する 
※２ 

６ 異動事由 数字 ２ 受給者情報の異動事由を設定する 
※２ 

７ 証記載保険者番号 数字 ６ 被保険者証記載の保険者番号を設定する 
※２ 

８ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する 
※２ 

９ 被保険者氏名（カナ） 英数 ２５ 被保険者氏名をカナ文字で設定する 
 

１０ 生年月日 数字 ８ 生年月日を設定する 
※１ 

１１ 性別コード 数字 １ 性別コードを設定する 
※２ 

１２ 資格取得年月日 数字 ８ 
資格取得年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

※１ 

１３ 資格喪失年月日 数字 ８ 
資格喪失年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

※１ 

１４ 老人保健市町村番号 数字 ８ 老人保健市町村番号を設定する 
 

１５ 老人保健受給者番号 数字 ７ 老人保健受給者番号を設定する 
 

１６ 公費負担者番号 数字 ８ 

福祉事務所番号を設定する 

福祉事務所からの異動情報提出時のみ設

定する 

※２ 

１７ 
広域連合（政令市）保険

者番号 
数字 ６ 

受給者が広域連合又は政令市の市町村

（行政区）に属する場合にのみ広域連合

又は政令市の保険者番号を設定する 

※２ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１８ 申請種別コード 数字 １ 申請種別コードを設定する 
※２ 

１９ 変更申請中区分コード 数字 １ 変更申請中区分コードを設定する 
※２ 

２０ 申請年月日 数字 ８ 
要介護状態区分の変更を申請した年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

２１ みなし要介護区分コード 数字 １ みなし要介護区分コードを設定する 
※２ 

２２ 要介護状態区分コード 数字 ２ 要介護状態区分コードを設定する 
※２ 

２３ 
認定有効期間（開始年月

日） 
数字 ８ 

認定有効期間の開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

２４ 
認定有効期間（終了年月

日） 
数字 ８ 

認定有効期間の終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

２５ 
居宅サービス計画作成区

分コード 
数字 １ 

居宅サービス計画作成区分コードを設定

する 

※２ 

２６ 居宅介護支援事業所番号 英数 １０ 居宅介護支援事業所の番号を設定する 
※２ 

２７ 
居宅サービス計画適用開

始年月日 
数字 ８ 

居宅サービス計画の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

２８ 
居宅サービス計画適用終

了年月日 
数字 ８ 

居宅サービス計画の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

２９ 訪
問
通
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 数字 ６ 
被保険者証記載の訪問通所サービス支給

限度基準額を単位数で設定する 

 

３０ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８ 

訪問通所支給限度基準額管理期間の適用

開始年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

３１ 
上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８ 

訪問通所支給限度基準額管理期間の適用

終了年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

３２ 短
期
入
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 数字 ３ 
被保険者証記載の短期入所サービス支給

限度基準額を日数で設定する 

※Ｓ 

※３ 

３３ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８ 

短期入所支給限度基準額管理期間の適用

開始年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

※３ 

３４ 
上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８ 

短期入所支給限度基準額管理期間の適用

終了年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

※３ 

３５ 
公費負担上限額減額の有

無 
数字 １ 公費負担上限額減額の有無を設定する 

※２ 

３６ 償還払化開始年月日 数字 ８ 
償還払化開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３７ 償還払化終了年月日 数字 ８ 
償還払化終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

３８ 給付率引下げ開始年月日 数字 ８ 
給付率引下げ開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３９ 給付率引下げ終了年月日 数字 ８ 
給付率引下げ終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

４０ 減免申請中区分コード 数字 １ 減免申請中区分コードを設定する 
※２ 

４１ 
利
用
者
負
担
減
免
・
旧
措
置
入
所
者 

利用者負担区分コ

ード 
数字 １ 利用者負担区分コードを設定する 

※２ 

４２ 給付率 数字 ３ 
利用者負担減免等により給付率が変更さ

れた場合に１００分の○○○で設定する 
 

４３ 適用開始年月日 数字 ８ 
給付率の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

４４ 適用終了年月日 数字 ８ 
給付率の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

４５ 
標
準
負
担
・
特
定
標
準
負
担 

標準負担区分コー

ド 
数字 １ 標準負担区分コードを設定する 

※２ 

※４ 

４６ 負担額 数字 ５ 負担額を設定する 
※４ 

※Ｓ 

４７ 
負担額適用開始年

月日 
数字 ８ 

負担額適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※４ 

４８ 
負担額適用終了年

月日 
数字 ８ 

負担額適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※４ 

４９ 

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス 

特定入所者認定申

請中区分コード 
数字 １ 

特定入所者認定申請中区分コードを設定

する 

※２ 

※５ 

５０ 
特定入所者介護サ

ービス区分コード 
数字 １ 

特定入所者介護サービス区分コードを設

定する 

※２ 

※５ 

５１ 
課税層の特例減額

措置対象 
数字 １ 

利用者負担第４段階の者で当該措置該当

の有無をコードで設定する 

※２ 

※５ 

５２ 食費負担限度額 数字 ４ 食費負担限度額を設定する 
※５ 

※Ｓ 

５３ 

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額 

数字 ４ 
居住費（ユニット型個室）負担限度額を

設定する 

※５ 

※Ｓ 

５４ 

居住費（ユニット

型個室的多床室）

負担限度額 

数字 ４ 
居住費（ユニット型個室的多床室）負担

限度額を設定する 

※５ 

※Ｓ 

５５ 

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額 

数字 ４ 
居住費（従来型個室（特養等））負担限度

額を設定する 

※５ 

※Ｓ 

５６ 

居住費（従来型個

室（老健、療養等））

負担限度額 

数字 ４ 
居住費（従来型個室（老健、療養等））負

担限度額を設定する 

※５ 

※Ｓ 

５７ 
居住費（多床室）

負担限度額 
数字 ４ 居住費（多床室）負担限度額を設定する 

※５ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

５８ 

 

負担限度額適用開

始年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※５ 

５９ 
負担限度額適用終

了年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※５ 

６０ 
社
会
福
祉
法
人 

軽
減
情
報 

軽減率 数字 ４ 社会福祉法人軽減の軽減率を設定する 
※５ 

※６ 

６１ 
軽減率適用開始年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※５ 

６２ 
軽減率適用終了年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※５ 

６３ 

小規模多機能型居宅介護

の利用開始月における居

宅サービス等の利用の有

無 

数字 １ 

小規模多機能型居宅介護、及び、複合型

サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

の利用開始月における居宅サービス等の

利用の有無コードを設定する 

※２ 

※７ 

６４ 後
期
高
齢
者

医
療
資
格 

保険者番号（後

期） 
英数 ８ 保険者番号（後期）を設定する  

６５ 被保険者番号

（後期） 
英数 ８ 被保険者番号（後期）を設定する  

６６ 

国
民
健
康 

保
険
資
格 

保険者番号（国

保） 
数字 ８ 保険者番号（国保）を設定する  

６７ 被保険者証番号

（国保） 
英数 ２０ 被保険者証番号（国保）を設定する  

６８ 宛名番号 数字 １０ 宛名番号を設定する  

６９ 二次予防事業区分コード 数字 １ 二次予防事業区分コードを設定する 
※２ 

※８ 

７０ 
二次予防事業有効期間開

始年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※８ 

７１ 
二次予防事業有効期間終

了年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※８ 

７２ 

住
所
地
特
例 

住所地特例対象者

区分コード 
数字 １ 住所地特例対象者区分コードを設定する 

※２ 

※９ 

７３ 
施設所在保険者番

号 
数字 ６ 

住所地特例対象者が入所（居）する施設

の所在する市町村の証記載保険者番号を

設定する 

※２ 

※９ 

７４ 
住所地特例適用開

始年月日 
数字 ８ 

住所地特例の適用開始年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※９ 

７５ 
住所地特例適用終

了年月日 
数字 ８ 

住所地特例の適用終了年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※９ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

７６ 

特
定
入
所
者
介
護 

サ
ー
ビ
ス 

居住費（新１） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定 

 

７７ 
居住費（新２） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定 

 

７８ 
居住費（新３） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定 

 

７９ 二
割
負
担 

適用開始年月日 数字 ８ 
二割負担の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※９ 

８０ 適用終了年月日 数字 ８ 
二割負担の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※９ 

８１ 三
割
負
担 

適用開始年月日 数字 ８ 
三割負担の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※１０ 

８２ 適用終了年月日 数字 ８ 
三割負担の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※１０ 

８３ 住所地郵便番号 数字 ７ 被保険者の住所の郵便番号を設定する 
※１０ 

※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※３ 認定有効期間開始年月日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。な

お、認定有効期間開始年月日が平成 13 年 12 月 31 日以前の場合、従来通り支給限度基準額、上限管理適用

期間開始年月日、上限管理適用期間終了年月日が設定される。 

※４ 異動年月日が平成 17 年 10 月 1 日以降の場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。なお、異動年月

日が平成 17 年 9 月 30 日以前の場合、従来通り標準負担区分コード、負担額、負担額適用期間開始年月日、

負担額適用期間終了年月日が設定される。 

※５ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定される。 

※６ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「軽減率」欄」参照。(P.42) 

※７ 処理年月が平成１8 年１2 月以降の場合、設定される。 

※８ 処理年月が平成 24 年 5 月以降の場合、設定される。 

※９ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定される。 

※１０ 処理年月が平成 30 年 5 月以降の場合、設定される。 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

受給者情報更新結果情報 
 

 

受給者情報更新結果情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
訂正年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
被保険者番号 

  ： 

  ： 

 

受給者情報更新結果情報レコード 

加
除
第
３
号 
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１．３．１０ 保険者情報更新結果情報 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
保険者情報更新結果情報の識別番号を

設定する 

“5431”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 
保険者の内容に変更等が生じた年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 訂正年月日 数字 ８ 
保険者台帳情報に訂正が生じた日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

５ 訂正区分コード 数字 １ 訂正区分コードを設定する 
※２ 

６ 異動事由 数字 ２ 保険者情報の異動事由を設定する 
※２ 

７ 保険者番号 数字 ６ 保険者コードを設定する  

８ 保険者名（カナ） 英数 ４０ 保険者名をカナ文字で設定する  

９ 保険者名（漢字） 漢字 ４０ 保険者名を全角文字で設定する  

１０ 有効開始日 数字 ８ 
有効開始日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

１１ 有効終了日 数字 ８ 
有効終了日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

１２ 保険者区分 数字 １ 
1:単独保険者 2:政令市 3:広域連合

の保険者 

※２ 

１３ 郵便番号 数字 ７ 郵便番号を設定する  

１４ 電話番号 英数 １２ 保険者の電話番号を設定する  

１５ 住所（カナ） 英数 ７５ 保険者の住所をカナ文字で設定する  

１６ 住所（漢字） 漢字 １２８ 保険者の住所を全角文字で設定する  

１７ 
介護予防訪問介護・介護

予防通所介護終了年月 
数字 ６ 

介護予防訪問介護・介護予防通所介護の

終了年月（西暦年月(YYYYMM)）を設定す

る 

※３ 

※４ 

１８ 
介護予防・日常生活支援

総合事業開始年月 
数字 ６ 

介護予防・日常生活支援総合事業の開始

年月（西暦年月(YYYYMM)）を設定する 

※３ 

※４ 

１９ 

介護予防・日常生活支援

総合事業みなしサービス

終了年月 

数字 ６ 

介護予防・日常生活支援総合事業みなし

サ ー ビ ス の 終 了 年 月 （ 西 暦 年 月

(YYYYMM)）を設定する 

※３ 

※５ 

※６ 

 
※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※４ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定する。 

※５ 処理年月が平成 28 年 5 月以降の場合、設定する。 

※６ 処理年月が平成 28 年 5 月以降に項目出力される。 
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レコード構成図 

保険者情報更新結果情報 
 

 

保険者情報更新結果情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
訂正年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
保険者名（カナ） 
保険者名 

有効開始日 

有効終了日 

  ： 

  ： 

 

保険者情報更新結果情報レコード 
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１．３．１１ 市町村固有情報更新結果情報 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
市町村固有情報更新結果情報の識別番

号を設定する 

“5531”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

保険者の支給限度額等に変更が生じた

年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

※１ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 訂正年月日 数字 ８ 
市町村固有情報に訂正が生じた日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

５ 訂正区分コード 数字 １ 訂正区分コードを設定する 
※２ 

６ 異動事由 数字 ２ 市町村固有情報の異動事由を設定する 
※２ 

７ 保険者番号 数字 ６ 保険者コードを設定する 
 

８ 有効開始日 数字 ８ 
有効開始日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

９ 有効終了日 数字 ８ 
有効終了日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

１０ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
区
分
支
給
限
度
基
準
額 

訪問通所要介護

１ 
数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※Ｓ 

１１ 
訪問通所要介護

２ 
数字 ６ 同上 

※Ｓ 

１２ 
訪問通所要介護

３ 
数字 ６ 同上 

※Ｓ 

１３ 
訪問通所要介護

４ 
数字 ６ 同上 

※Ｓ 

１４ 
訪問通所要介護

５ 
数字 ６ 同上 

※Ｓ 

１５ 
短期入所要介護

１ 
数字 ３ ６月間の限度額を日数で設定する 

※３ 

※Ｓ 

１６ 
短期入所要介護

２ 
数字 ３ 同上 

※３ 

※Ｓ 

１７ 
短期入所要介護

３ 
数字 ３ 同上 

※３ 

※Ｓ 

１８ 
短期入所要介護

４ 
数字 ３ 同上 

※３ 

※Ｓ 

１９ 
短期入所要介護

５ 
数字 ３ 同上 

※３ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

２０ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

訪
問
介
護 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

２１ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２２ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２３ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２４ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２５ 
訪
問
入
浴
介
護 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

２６ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２７ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２８ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２９ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３０ 

訪
問
看
護 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

３１ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３２ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３３ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３４ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３５ 
訪
問
リ
ハ
ビ
リ 

テ
ー
シ
ョ
ン 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

３６ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３７ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３８ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３９ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４０ 

通
所
介
護 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

４１ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４２ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４３ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４４ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４５ 

通
所
リ
ハ
ビ
リ 

テ
ー
シ
ョ
ン 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

４６ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４７ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４８ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４９ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

５０ 

福
祉
用
具
貸
与 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※Ｓ 

５１ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

５２ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

５３ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

５４ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

５５ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

短
期
入
所
生
活
介
護 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※４ 

※Ｓ 

５６ 要介護２ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

５７ 要介護３ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

５８ 要介護４ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

５９ 要介護５ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

６０ 

短
期
入
所
療
養
介
護 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※４ 

※Ｓ 

６１ 要介護２ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

６２ 要介護３ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

６３ 要介護４ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

６４ 要介護５ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

６５ 
居
宅
支
援
サ
ー
ビ
ス
費 

区
分
支
給
限
度
基
準
額 

訪問通所 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※６ 

※Ｓ 

６６ 短期入所 数字 ３ ６月間の限度額を日数で設定する 

※３ 

※Ｓ 

６７ 

居
宅
支
援
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

訪問介護 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※６ 

※Ｓ 

６８ 訪問入浴介護 数字 ６ 同上 
※６ 

※Ｓ 

６９ 訪問看護 数字 ６ 同上 
※６ 

※Ｓ 

７０ 
訪問リハビリテ

ーション 
数字 ６ 同上 

※６ 

※Ｓ 

７１ 通所介護 数字 ６ 同上 
※６ 

※Ｓ 

７２ 
通所リハビリテ

ーション 
数字 ６ 同上 

※６ 

※Ｓ 

７３ 福祉用具貸与 数字 ６ 同上 
※６ 

※Ｓ 

７４ 
短期入所生活介

護 
数字 ６ 同上 

※４ 

※６ 

※Ｓ 

７５ 
短期入所療養介

護 
数字 ６ 同上 

※４ 

※６ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

７６ 
基準該当訪問介護サービ

ス費比率 
数字 ３ 

指定訪問介護サービス費支給限度基準

額に対する基準該当サービス費の比率

を設定する 

 

７７ 
基準該当訪問入浴サービ

ス費比率 
数字 ３ 

指定訪問入浴サービス費支給限度基準

額に対する基準該当サービス費の比率

を設定する 

 

７８ 
基準該当通所介護サービ

ス費比率 
数字 ３ 

指定通所介護サービス費支給限度基準

額に対する基準該当サービス費の比率

を設定する 

 

７９ 
基準該当短期入所生活介

護サービス費比率 
数字 ３ 

指定短期入所生活介護サービス費支給

限度基準額に対する基準該当サービス

費の比率を設定する 

 

８０ 
基準該当福祉用具貸与サ

ービス費比率 
数字 ３ 

指定福祉用具貸与サービス費支給限度

基準額に対する基準該当サービス費の

比率を設定する 

 

８１ 
基準該当居宅支援サービ

ス費比率 
数字 ３ 

指定居宅支援サービス費支給限度基準

額に対する基準該当サービス費の比率

を設定する 

 

８２ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

夜
間
対
応
型
訪
問
介
護 

経過的要

介護 
数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

８３ 要介護１ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

８４ 要介護２ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

８５ 要介護３ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

８６ 要介護４ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

８７ 要介護５ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

８８ 

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護 

経過的要

介護 
数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

８９ 要介護１ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

９０ 要介護２ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

９１ 要介護３ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

９２ 要介護４ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

９３ 要介護５ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

９４ 

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
費

区
分
支
給
限
度
基
準
額 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

９５ 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

９６ 

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

介
護
予
防
訪
問 

入
浴
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

９７ 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

９８ 
介
護
予
防 

訪
問
看
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

９９ 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

100 介
護
予
防
訪
問 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

101 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

102 介
護
予
防
福
祉 

用
具
貸
与 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

103 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

104 介
護
予
防
短
期 

入
所
生
活
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

105 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

106 介
護
予
防
短
期 

入
所
療
養
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

107 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

108 
介
護
予
防
認
知
症 

対
応
型
通
所
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

109 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

110 
基準該当介護予防訪問介

護サービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防訪問介護ｻｰﾋﾞｽ費支給限度

基準額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率

を設定する 

※５ 

111 
基準該当介護予防訪問入

浴サービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防訪問入浴ｻｰﾋﾞｽ費支給限度

基準額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率

を設定する 

※５ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

112 
基準該当介護予防通所介

護サービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防通所介護ｻｰﾋﾞｽ費支給限度

基準額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率

を設定する 

※５ 

113 

基準該当介護予防短期入

所生活介護サービス費比

率 

数字 ３ 

指定介護予防短期入所生活介護ｻｰﾋﾞｽ費

支給限度基準額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ

費の比率を設定する 

※５ 

114 
基準該当介護予防福祉用

具貸与サービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防福祉用具貸与ｻｰﾋﾞｽ費支給

限度基準額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の

比率を設定する 

※５ 

115 
基準該当介護予防支援サ

ービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防支援ｻｰﾋﾞｽ費支給限度基準

額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率を設

定する 

※５ 

116 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費

（
経
過
措
置
）
区
分
支
給
限
度
基
準
額 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

117 要支援１ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

118 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

119 
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費
（
経
過
措
置
）
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

訪
問
型
予
防 

サ
ー
ビ
ス 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

120 要支援１ 数字 ６ 同上 ※７ 

※Ｓ 
121 要支援２ 数字 ６ 同上 ※７ 

※Ｓ 

122 
通
所
型
予
防 

サ
ー
ビ
ス 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

123 要支援１ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

124 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

125 
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス

（
配
食
） 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

126 要支援１ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

127 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

128 
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス

（
見
守
り
） 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

129 要支援１ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

130 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

131 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費
（
経
過
措
置
）
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス

（
そ
の
他
） 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

132 要支援１ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

133 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

134 ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

135 要支援１ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

136 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

137 介
護
予
防
訪

問
入
浴
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

138 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

139 介
護
予
防

訪
問
看
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

140 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

141 
介
護
予
防
訪
問
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

142 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

143 
介
護
予
防
通
所
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

144 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

145 介
護
予
防
福
祉 

用
具
貸
与 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

146 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

147 
介
護
予
防
短
期

入
所
生
活
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

148 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

149 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費
（
経
過
措
置
）
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護

（
介
護
老
人
保
健
施
設
） 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

150 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

151 

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護

（
介
護
療
養
型
医
療
施
設
等
） 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

152 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

153 
介
護
予
防
居
宅
療
養

管
理
指
導 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

154 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

155 
介
護
予
防
特
定
施
設

入
居
者
生
活
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

156 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

157 
介
護
予
防
認
知
症 

対
応
型
通
所
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

158 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

159 
介
護
予
防
小
規
模 

多
機
能
型
居
宅
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

160 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

161 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費
（
経
過
措
置
） 

種
類
支
給
限
度
基
準
額 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同

生
活
介
護
（
短
期
利
用
型
以
外
） 

要支援２ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

162 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同

生
活
介
護
（
短
期
利
用
型
） 

要支援２ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

 
※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※３ 有効開始日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。なお、有効開始

日が平成 13 年 12 月 31 日以前の場合、従来通り区分支給限度基準額が設定される。 

※４ 有効開始日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、本項目に種類支給限度基準額が設定される。なお、有効開始

日が平成 13 年 12 月 31 日以前の場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。 

※５ 有効開始日が平成 18 年 4 月 1 日以降の場合、本項目に種類支給限度基準額が設定される。なお、有効開始

日が平成 18 年 3 月 31 日以前の場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。 

※６ 有効開始日が平成 18 年 4 月 1 日以降の場合、経過的要介護における額を設定する。 

※７ 有効開始日が平成 24 年 4 月 1 日以降の場合、設定される。なお、有効開始日が平成 24 年 3 月 31 日以前の

場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

市町村固有情報更新結果情報 
 

市町村固有情報更新結果 

情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
年度 
訪問通所区分支給限度額要介護

１ 
訪問通所区分支給限度額要介護

２ 

  ： 

  ： 

 

市町村固有情報更新結果情報レコード 

加
除
第
１
１
号 
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このページは空白です。 
 

加
除
第
１
１
号 
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１．３．１２ 広域連合情報更新結果情報（行政区情報更新結果情報） 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
広域連合情報更新結果情報（行政区情報

更新結果情報）の識別番号を設定する 

“5631”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

広域連合の市町村（政令市の行政区）が

追加または変更等が生じた年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 訂正年月日 数字 ８ 
広域連合（行政区）情報に訂正が生じた

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

５ 訂正区分コード 数字 １ 訂正区分コードを設定する 
※２ 

６ 異動事由 数字 ２ 広域連合情報の異動事由を設定する ※２ 

７ 保険者番号 数字 ６ 
政令市又は広域連合の保険者番号を設

定する 
 

８ 市
町
村
（
行
政
区
） 

情
報 

市町村番号（行

政区番号） 
数字 ６ 

自治省にて定める市町村の番号を設定

する 

※２ 

９ 有効開始日 数字 ８ 
有効開始日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

１０ 有効終了日 数字 ８ 
有効終了日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

 
※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

 



 

- ４３ - 

 

レコード構成図 

広域連合情報更新結果情報（行政区情報更新結果情報） 
 

広域連合情報更新結果情報 

（行政区情報更新結果情報） 

レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
訂正年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
市町村番号（行政区番号） 
有効開始日 
有効終了日 

 

広域連合情報更新結果情報（行政区

情報更新結果情報）レコード 



 

- ４４ - 

 

保険者情報更新結果情報 ファイル構成図 

レコードの編綴（ファイル内の格納順序） 

 

： 

広域連合情報更新結果情報（行政区情報更新結

果）レコード 

広域連合情報更新結果情報（行政区情報更新結

果）レコード 

保
険
者
単
位
で
１
フ
ァ
イ
ル 

 

保険者情報更新結果情報ファイル 

保険者情報更新結果情報レコード 

保
険
者
単
位
で
１
フ
ァ
イ
ル 

 

保険者情報更新結果情報ファイル 

保険者情報更新結果情報レコード 

広域連合情報更新結果情報（行政区情報更新結

果）レコード 

保
険
者
情
報
と
広
域
連
合
情
報
（
行
政
区

情
報
）
を
変
更 

 
単独保険者のレコード編綴 

広域連合（政令市）のレコード編綴 

保
険
者
単
位
で
１
フ
ァ
イ
ル 

 保険者情報更新結果情報ファイル 

： 

広
域
連
合
情
報
（
行
政
区
情
報
）
だ
け
を

変
更 

 

広域連合情報更新結果情報（行政区情報更新結

果）レコード 

広域連合情報更新結果情報（行政区情報更新結

果）レコード 
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１．３．１２－１ 地域密着型サービスコード更新結果情報 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
地域密着型サービスコード更新結果情

報の識別番号を設定する 

“5F31”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

地域密着型サービスコード情報に変更

が 生 じ た 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 訂正年月日 数字 ８ 

地域密着型サービスコード情報に訂正

が生じた日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

５ 訂正区分コード 数字 １ 訂正区分コードを設定する 
※２ 

６ 異動事由 数字 ２ 
地域密着型サービスコード情報の異動

事由を設定する 

※２ 

７ 保険者番号 数字 ６ 保険者コードを設定する 
 

８ サービス種類コード 英数 ２ サービス種類コードを設定する 
※２ 

９ サービス項目コード 英数 ４ サービス項目コードを設定する 
※２ 

１０ 有効開始日 数字 ８ 
有効開始日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

 

１１ 有効終了日 数字 ８ 
有効終了日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

 

１２ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する 
※Ｓ 

 

※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

地域密着型サービスコード更新結果情報 
 

 

地域密着型サービスコード更新結

果情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
訂正年月日 
訂正区分コード 
異動事由 
保険者番号 
  ： 

  ： 
 

地域密着型サービスコード更新結果

情報レコード 

加
除
第
１
１
号 
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１．３．１２－２ 介護予防・日常生活支援総合事業(経過措置)サービスコード更新結果情報 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過

措置)サービスコード更新結果情報の識

別番号を設定する 

“5G31”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過

措置)サービスコード情報に変更が生じ

た年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

※１ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 訂正年月日 数字 ８ 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過

措置)サービスコード情報に訂正が生じ

た日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

※１ 

５ 訂正区分コード 数字 １ 訂正区分コードを設定する 
※２ 

６ 異動事由 数字 ２ 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過

措置)サービスコード情報の異動事由を

設定する 

※２ 

７ 保険者番号 数字 ６ 保険者コードを設定する 
 

８ サービス種類コード 英数 ２ サービス種類コードを設定する ※２ 

９ サービス項目コード 英数 ４ サービス項目コードを設定する 
※２ 

１０ 適用開始年月 数字 ６ 
適用開始年月（西暦年月 (YYYYMM)）を

設定する 
 

１１ 適用終了年月 数字 ６ 
適用終了年月（西暦年月 (YYYYMM)）を

設定する 
 

１２ サービス名称 漢字 ４８ サービス名称を設定する  

１３ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する ※Ｓ 

１４ 算定単位 数字 ２ 算定単位を設定する ※２ 

１５ 制限日数・回数 数字 ２ 制限日数・回数を設定する  

１６ 算定回数制限期間 数字 ２ 
制限日数・回数がある場合において、期

間を設定する 

※２ 

１７ 支給限度額対象区分 数字 １ 支給限度額対象区分を設定する ※２ 

１８ 
利用者負担定率／定額区

分 
数字 １ 利用者負担定率／定額区分を設定する 

※２ 

１９ 給付率 数字 ３ 給付率を設定する  

２０ 利用者負担額 数字 ５ 利用者負担額を金額で設定する ※Ｓ 

２１ 
二次予防事業対象者実施

区分 
数字 １ 

二次予防事業対象者実施区分を設定す

る 

※２ 

２２ 
要支援１受給者 

実施区分 
数字 １ 要支援１受給者実施区分を設定する 

※２ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

２３ 
要支援２受給者 

実施区分 
数字 １ 要支援２受給者実施区分を設定する 

※２ 

 

※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過措置)サービスコード更新結果情報 
 

介護予防・日常生活支援総合事業

(経過措置)サービスコード更新結

果情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
訂正年月日 
訂正区分コード 
異動事由 
保険者番号 
  ： 

  ： 
 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過措

置)サービスコード更新結果情報レコード 
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１．３．１２－３ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード更新結果情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 

介護予防・日常生活支援総合事業サービ

スコード異動連絡票情報の識別番号を

設定する 

“5H31”固定 

 

２ 異動年月日 数字 ８ 

介護予防・日常生活支援総合事業サービ

スコード情報に変更が生じた年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 訂正年月日 数字 ８ 

介護予防・日常生活支援総合事業サービ

スコード情報に訂正が生じた日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

５ 訂正区分コード 数字 １ 訂正区分コードを設定する 
※３ 

６ 異動事由 数字 ２ 
介護予防・日常生活支援総合事業サービ

スコード情報の異動事由を設定する 

※３ 

７ 証記載保険者番号 数字 ６ 
被保険者証記載の保険者番号を設定す

る 

※３ 

８ サービス種類コード 英数 ２ サービス種類コードを設定する 
※３ 

９ サービス項目コード 英数 ４ サービス項目コードを設定する 
 

１０ 適用開始年月 数字 ６ 
適用開始年月（西暦年月 (YYYYMM)）を

設定する 

※２ 

１１ 適用終了年月 数字 ６ 
適用終了年月（西暦年月 (YYYYMM)）を

設定する 

※２ 

１２ サービス名称 漢字 ６４ サービス名称を設定する 
 

１３ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する 
※Ｓ 

１４ 算定単位 数字 ２ 算定単位を設定する 
※３ 

１５ 制限日数・回数 数字 ２ 制限日数・回数を設定する 
 

１６ 算定回数制限期間 数字 ２ 
制限日数・回数がある場合において、期

間を設定する 

※３ 

１７ 支給限度額対象区分 数字 １ 支給限度額対象区分を設定する 
※３ 

１８ 給付率 数字 ３ 給付率を設定する 
 

１９ 利用者負担額 数字 ５ 利用者負担額を金額で設定する 
※Ｓ 

２０ 事業対象者実施区分 数字 １ 事業対象者実施区分を設定する 
※３ 

２１ 
要支援１受給者 

実施区分 
数字 １ 要支援１受給者実施区分を設定する 

※３ 

２２ 
要支援２受給者 

実施区分 
数字 １ 要支援２受給者実施区分を設定する 

※３ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

２３ 運動器機能向上体制 数字 １ 運動器機能向上体制を設定する 
※３ 

２４ 
栄養マネジメント（改善）

体制 
数字 １ 

栄養マネジメント（改善）体制を設定す

る 

※３ 

２５ 口腔機能向上体制 数字 １ 口腔機能向上体制を設定する 
※３ 

２６ 事業所評価加算 数字 １ 事業所評価加算を設定する 
※３ 

 
※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42)  

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード更新結果情報 
 

介護予防・日常生活支援総合事業

サービスコード更新結果情報 
レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
証記載保険者番号 
サービス種類コード 
サービス項目コード 
  ： 

  ： 
 

介護予防・日常生活支援総合事業 
サービスコード更新結果情報レコード 
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１．３．１２－４ 個人番号情報更新結果情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
個人番号情報更新結果情報の識別番号を

設定する 

“5J31”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

個人番号情報の登録または変更等が生じ

た年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

※１ 

３ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 訂正年月日 数字 ８ 
個人番号情報に訂正が生じた日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

５ 訂正区分コード 数字 １ 訂正区分コードを設定する 
※２ 

６ 異動事由 数字 ２ 個人番号情報の異動事由を設定する 
※２ 

７ 証記載保険者番号 数字 ６ 被保険者証記載の保険者番号を設定する 
※２ 

８ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する 
※２ 

９ 個人番号 数字 １２ 設定しない 
 

 

※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 
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レコード構成図 

個人番号情報更新結果情報 
 

 

個人番号情報更新結果情報 
レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
訂正年月日 

訂正区分コード 

異動事由 

証記載保険者番号 
被保険者番号 
個人番号 

 

個人番号情報更新結果情報レコード 
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１．３．１３ 受給者台帳情報（単票・一覧表） 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 受給者台帳情報の識別番号を設定する 
“5341”(単票) 

“5342”(一覧表) 

 

２ 異動年月日 数字 ８ 

受給者の資格を取得または変更等が生じ

た年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

※１ 

３ 訂正年月日 数字 ８ 
受給者台帳情報に訂正が生じた日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

４ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

５ 異動事由 数字 ２ 受給者情報の異動事由を設定する ※２ 

６ 証記載保険者番号 数字 ６ 被保険者証記載の保険者番号を設定する  

７ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する  

８ 被保険者氏名（カナ） 英数 ２５ 被保険者氏名をカナ文字で設定する  

９ 生年月日 数字 ８ 
生年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

※１ 

１０ 性別コード 数字 １ 性別コードを設定する ※２ 

１１ 資格取得年月日 数字 ８ 
資格取得年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

※１ 

１２ 資格喪失年月日 数字 ８ 
資格喪失年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

※１ 

１３ 老人保健市町村番号 数字 ８ 老人保健市町村番号を設定する  

１４ 老人保健受給者番号 数字 ７ 老人保健受給者番号を設定する  

１５ 公費負担者番号 数字 ８ 

福祉事務所番号を設定する 

福祉事務所からの異動情報提出時のみ設

定する 

 

１６ 
広域連合（政令市）保険

者番号 
数字 ６ 

受給者が広域連合又は政令市の市町村

（行政区）に属する場合にのみ広域連合

又は政令市の保険者番号を設定する 

※２ 

１７ 申請種別コード 数字 １ 申請種別コードを設定する ※２ 

１８ 変更申請中区分コード 数字 １ 変更申請中区分コードを設定する ※２ 

１９ 申請年月日 数字 ８ 
要介護状態区分の変更を申請した年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

２０ みなし要介護区分コード 数字 １ みなし要介護区分コードを設定する ※２ 

２１ 要介護状態区分コード 数字 ２ 要介護状態区分コードを設定する ※２ 

２２ 
認定有効期間（開始年月

日） 
数字 ８ 

認定有効期間の開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

２３ 
認定有効期間（終了年月

日） 
数字 ８ 

認定有効期間の終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

２４ 
居宅サービス計画作成区

分コード 
数字 １ 

居宅サービス計画作成区分コードを設定

する 

※２ 

２５ 居宅介護支援事業所番号 英数 １０ 居宅介護支援事業所の番号を設定する ※２ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

２６ 
居宅サービス計画適用開

始年月日 
数字 ８ 

居宅サービス計画の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

２７ 
居宅サービス計画適用終

了年月日 
数字 ８ 

居宅サービス計画の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

２８ 訪
問
通
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 数字 ６ 
被保険者証記載の訪問通所サービス支給

限度基準額を単位数で設定する 

※Ｓ 

２９ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８ 

訪問通所支給限度基準額管理期間の適用

開始年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

３０ 
上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８ 

訪問通所支給限度基準額管理期間の適用

終了年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

３１ 短
期
入
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 数字 ３ 
被保険者証記載の短期入所サービス支給

限度基準額を日数で設定する 

※Ｓ 

※３ 

３２ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８ 

短期入所支給限度基準額管理期間の適用

開始年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

※３ 

３３ 
上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８ 

短期入所支給限度基準額管理期間の適用

終了年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

※３ 

３４ 
公費負担上限額減額の有

無 
数字 １ 公費負担上限額減額の有無を設定する 

※２ 

３５ 償還払化開始年月日 数字 ８ 
償還払化開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３６ 償還払化終了年月日 数字 ８ 
償還払化終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３７ 給付率引下げ開始年月日 数字 ８ 
給付率引下げ開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３８ 給付率引下げ終了年月日 数字 ８ 
給付率引下げ終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３９ 減免申請中区分コード 数字 １ 減免申請中区分コードを設定する 
※２ 

４０ 
利
用
者
負
担
減
免
・ 

旧
措
置
入
所
者 

利用者負担区分コ

ード 
数字 １ 利用者負担区分コードを設定する 

※２ 

４１ 給付率 数字 ３ 
利用者負担減免等により給付率が変更さ

れた場合に１００分の○○○で設定する 

 

４２ 適用開始年月日 数字 ８ 
給付率の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

４３ 適用終了年月日 数字 ８ 
給付率の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

４４ 標
準
負
担
・
特
定
標
準
負
担 

標準負担区分コー

ド 
数字 １ 標準負担区分コードを設定する 

※２ 

※４ 

４５ 負担額 数字 ５ 負担額を設定する 
※４ 

※Ｓ 

４６ 
負担額適用開始年

月日 
数字 ８ 

負担額適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※４ 

４７ 
負担額適用終了年

月日 
数字 ８ 

負担額適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※４ 
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項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

４８ 

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス 

特定入所者認定申

請中区分コード 
数字 １ 

特定入所者認定申請中区分コードを設定

する 

※２ 

※５ 

４９ 
特定入所者介護サ

ービス区分コード 
数字 １ 

特定入所者介護サービス区分コードを設

定する 

※２ 

※５ 

５０ 
課税層の特例減額

措置対象 
数字 １ 

利用者負担第４段階の者で当該措置該当

の有無をコードで設定する 

※２ 

※５ 

５１ 食費負担限度額 数字 ４ 食費負担限度額を設定する 
※５ 

※Ｓ 

５２ 

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額 

数字 ４ 
居住費（ユニット型個室）負担限度額を

設定する 

※５ 

※Ｓ 

５３ 

居住費（ユニット

型個室的多床室）

負担限度額 

数字 ４ 
居住費（ユニット型個室的多床室）負担

限度額を設定する 

※５ 

※Ｓ 

５４ 

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額 

数字 ４ 
居住費（従来型個室（特養等））負担限度

額を設定する 

※５ 

※Ｓ 

５５ 

居住費（従来型個

室（老健、療養等））

負担限度額 

数字 ４ 
居住費（従来型個室（老健、療養等））負

担限度額を設定する 

※５ 

※Ｓ 

５６ 
居住費（多床室）

負担限度額 
数字 ４ 居住費（多床室）負担限度額を設定する 

※５ 

※Ｓ 

５７ 
負担限度額適用開

始年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※５ 

５８ 
負担限度額適用終

了年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※５ 

５９ 社
会
福
祉
法
人
軽
減 

情
報 

軽減率 数字 ４ 
社会福祉法人軽減の軽減率を設定する 

 

※５ 

※６ 

６０ 
軽減率適用開始年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

※１ 

※５ 

６１ 
軽減率適用終了年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

※１ 

※５ 

６２ 

小規模多機能型居宅介護

の利用開始月における居

宅サービス等の利用の有

無 

数字 １ 

小規模多機能型居宅介護、及び、複合型

サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

の利用開始月における居宅サービス等の

利用の有無コードを設定する 

※２ 

※７ 

６３ 
後
期
高
齢
者

医
療
資
格 

保険者番号（後期） 英数 ８ 保険者番号（後期）を設定する  

６４ 被保険者番号（後

期） 
英数 ８ 被保険者番号（後期）を設定する  

６５ 

国
民
健
康 

保
険
資
格 

保険者番号（国保） 数字 ８ 保険者番号（国保）を設定する  

６６ 被保険者証番号

（国保） 
英数 ２０ 被保険者証番号（国保）を設定する  

６７ 宛名番号 数字 １０ 宛名番号を設定する  
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

６８ 二次予防事業区分コード 数字 １ 二次予防事業区分コードを設定する 
※２ 

※８ 

６９ 
二次予防事業有効期間開

始年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の開始年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
※１ 

※８ 

７０ 
二次予防事業有効期間終

了年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の終了年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
※１ 

※８ 

７１ 

住
所
地
特
例 

住所地特例対象者

区分コード 
数字 １ 住所地特例対象者区分コードを設定する 

※２ 

※１０ 

７２ 
施設所在保険者番

号 
数字 ６ 

住所地特例対象者が入所（居）する施設の

所在する市町村の証記載保険者番号を設定

する 

広域連合（政令市）の場合は市町村コード

（行政区番号）を設定する 

※２ 

※１０ 

７３ 
住所地特例適用開

始年月日 
数字 ８ 

住所地特例の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※１０ 

７４ 
住所地特例適用終

了年月日 
数字 ８ 

住所地特例の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※１０ 

７５ 特
定
入
所
者
介
護 

サ
ー
ビ
ス 

居住費（新１） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定 

 

７６ 
居住費（新２） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定 

 

７７ 
居住費（新３） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定 

 

７８ 二
割
負
担 

適用開始年月日 数字 ８ 
二割負担の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※１０ 

７９ 適用終了年月日 数字 ８ 
二割負担の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※１０ 

８０ 三
割
負
担 

適用開始年月日 数字 ８ 
三割負担の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※１１ 

８１ 適用終了年月日 数字 ８ 
三割負担の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

※１１ 

８２ 住所地郵便番号 数字 ７ 被保険者の住所の郵便番号を設定する 
※１１ 

８３ 
有料老人ホーム等同意書

の有無 
数字 １ 

有料老人ホーム等の同意書の有無コードを

設定する 

※２ 

※９ 

※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※３ 認定有効期間開始年月日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。な

お、認定有効期間開始年月日が平成 13 年 12 月 31 日以前の場合、従来通り支給限度基準額、上限管理適用

期間開始年月日、上限管理適用期間終了年月日が設定される。 

※４ 異動年月日が平成 17 年 10 月 1 日以降の場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。なお、異動年月

日が平成 17 年 9 月 30 日以前の場合、従来通り標準負担区分コード、負担額、負担額適用期間開始年月日、

負担額適用期間終了年月日が設定される。 

※５ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定される。 

※６ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「軽減率」欄」参照。(P.42) 

※７ 処理年月が平成１8 年１2 月以降の場合、設定される。 

※８ 処理年月が平成 24 年 5 月以降の場合、設定される。 

※９ 特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護であ

って、有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅及びサテライト型有料老人ホームを含む）の場合に設定

する。
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※１０ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定される。 

※１１ 処理年月が平成 30 年 5 月以降の場合、設定される。 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 
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レコード構成図 

受給者台帳情報 
 

受給者台帳情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
訂正年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
被保険者番号 

  ： 

  ： 

 

受給者台帳情報レコード 

加
除
第
５
号 
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１．３．１４ 受給者台帳索引簿情報 
 

帳票のみの出力情報であるため、項目を記載していません。 
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１．３．１５ 保険者台帳情報 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 保険者台帳情報の識別番号を設定する 
“5441”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 
保険者の内容に変更等が生じた年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３ 訂正年月日 数字 ８ 
保険者台帳情報に訂正が生じた日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

４ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 
※１ 

５ 異動事由 数字 ２ 保険者情報の異動事由を設定する ※２ 

６ 保険者番号 数字 ６ 保険者コードを設定する ※２ 

７ 保険者名（カナ） 英数 ４０ 保険者名をカナ文字で設定する  

８ 保険者名（漢字） 漢字 ４０ 保険者名を全角文字で設定する  

９ 有効開始日 数字 ８ 
有効開始日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

１０ 有効終了日 数字 ８ 
有効終了日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

１１ 保険者区分 数字 １ 
1:単独保険者 2:政令市 3:広域連合

の保険者 

※２ 

１２ 郵便番号 数字 ７ 郵便番号を設定する  

１３ 電話番号 英数 １２ 保険者の電話番号を設定する  

１４ 住所（カナ） 英数 ７５ 保険者の住所をカナ文字で設定する  

１５ 住所（漢字） 漢字 １２８ 保険者の住所を全角文字で設定する  

１６ 
介護予防訪問介護・介護

予防通所介護終了年月 
数字 ６ 

介護予防訪問介護・介護予防通所介護の

終了年月（西暦年月(YYYYMM)）を設定す

る 

※３ 

※４ 

１７ 
介護予防・日常生活支援

総合事業開始年月 
数字 ６ 

介護予防・日常生活支援総合事業の開始

年月（西暦年月(YYYYMM)）を設定する 

※３ 

※４ 

１８ 

介護予防・日常生活支援

総合事業みなしサービス

終了年月 

数字 ６ 

介護予防・日常生活支援総合事業みなし

サ ー ビ ス の 終 了 年 月 （ 西 暦 年 月

(YYYYMM)）を設定する 

※３ 

※５ 

※６ 

※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※４ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定する。 

※５ 処理年月が平成 28 年 5 月以降の場合、設定する。 

※６ 処理年月が平成 28 年 5 月以降に項目出力される。 
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レコード構成図 

保険者台帳情報 
 

保険者台帳情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
訂正年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
保険者名（カナ） 
保険者名 

有効開始日 

有効終了日 

  ： 

  ： 

 

保険者台帳情報レコード 
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１．３．１６ 市町村固有情報 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 市町村固有情報の識別番号を設定する 

“5541”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

保険者の支給限度額等に変更が生じた

年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

※１ 

３ 訂正年月日 数字 ８ 
市町村固有情報に訂正が生じた日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

４ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 
※２ 

５ 異動事由 数字 ２ 市町村固有情報の異動事由を設定する 
※２ 

６ 保険者番号 数字 ６ 保険者コードを設定する 
 

７ 有効開始日 数字 ８ 
有効開始日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

８ 有効終了日 数字 ８ 
有効終了日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

９ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
区
分
支
給
限
度
基
準
額 

訪問通所要介護

１ 
数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※Ｓ 

１０ 
訪問通所要介護

２ 
数字 ６ 同上 

※Ｓ 

１１ 
訪問通所要介護

３ 
数字 ６ 同上 

※Ｓ 

１２ 
訪問通所要介護

４ 
数字 ６ 同上 

※Ｓ 

１３ 
訪問通所要介護

５ 
数字 ６ 同上 

※Ｓ 

１４ 
短期入所要介護

１ 
数字 ３ ６月間の限度額を日数で設定する 

※３ 

※Ｓ 

１５ 
短期入所要介護

２ 
数字 ３ 同上 

※３ 

※Ｓ 

１６ 
短期入所要介護

３ 
数字 ３ 同上 

※３ 

※Ｓ 

１７ 
短期入所要介護

４ 
数字 ３ 同上 

※３ 

※Ｓ 

１８ 
短期入所要介護

５ 
数字 ３ 同上 

※３ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１９ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

訪
問
介
護 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

２０ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２１ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２２ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２３ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２４ 
訪
問
入
浴
介
護 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

２５ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２６ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２７ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２８ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

２９ 

訪
問
看
護 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

３０ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３１ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３２ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３３ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３４ 
訪
問
リ
ハ
ビ
リ 

テ
ー
シ
ョ
ン 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

３５ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３６ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３７ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３８ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

３９ 

通
所
介
護 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

４０ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４１ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４２ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４３ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４４ 
通
所
リ
ハ
ビ
リ 

テ
ー
シ
ョ
ン 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

４５ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４６ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４７ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４８ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

４９ 
福
祉
用
具
貸
与 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する ※Ｓ 

５０ 要介護２ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

５１ 要介護３ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

５２ 要介護４ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 

５３ 要介護５ 数字 ６ 同上 ※Ｓ 



 

- ５４ - 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

５４ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

短
期
入
所
生
活
介
護 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※４ 

※Ｓ 

５５ 要介護２ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

５６ 要介護３ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

５７ 要介護４ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

５８ 要介護５ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

５９ 

短
期
入
所
療
養
介
護 

要介護１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※４ 

※Ｓ 

６０ 要介護２ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

６１ 要介護３ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

６２ 要介護４ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

６３ 要介護５ 数字 ６ 同上 
※４ 

※Ｓ 

６４ 
居
宅
支
援
サ
ー
ビ
ス
費 

区
分
支
給
限
度
基
準
額 

訪問通所 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※６ 

※Ｓ 

６５ 短期入所 数字 ３ ６月間の限度額を日数で設定する 

※３ 

※Ｓ 

６６ 

居
宅
支
援
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

訪問介護 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※６ 

※Ｓ 

６７ 訪問入浴介護 数字 ６ 同上 
※６ 

※Ｓ 

６８ 訪問看護 数字 ６ 同上 
※６ 

※Ｓ 

６９ 
訪問リハビリテ

ーション 
数字 ６ 同上 

※６ 

※Ｓ 

７０ 通所介護 数字 ６ 同上 
※６ 

※Ｓ 

７１ 
通所リハビリテ

ーション 
数字 ６ 同上 

※６ 

※Ｓ 

７２ 福祉用具貸与 数字 ６ 同上 
※６ 

※Ｓ 

７３ 
短期入所生活介

護 
数字 ６ 同上 

※４ 

※６ 

※Ｓ 

７４ 
短期入所療養介

護 
数字 ６ 同上 

※４ 

※６ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

７５ 
基準該当訪問介護サービ

ス費比率 
数字 ３ 

指定訪問介護サービス費支給限度基準

額に対する基準該当サービス費の比率

を設定する 

 

７６ 
基準該当訪問入浴サービ

ス費比率 
数字 ３ 

指定訪問入浴サービス費支給限度基準

額に対する基準該当サービス費の比率

を設定する 

 

７７ 
基準該当通所介護サービ

ス費比率 
数字 ３ 

指定通所介護サービス費支給限度基準

額に対する基準該当サービス費の比率

を設定する 

 

７８ 
基準該当短期入所生活介

護サービス費比率 
数字 ３ 

指定短期入所生活介護サービス費支給

限度基準額に対する基準該当サービス

費の比率を設定する 

 

７９ 
基準該当福祉用具貸与サ

ービス費比率 
数字 ３ 

指定福祉用具貸与サービス費支給限度

基準額に対する基準該当サービス費の

比率を設定する 

 

８０ 
基準該当居宅支援サービ

ス費比率 
数字 ３ 

指定居宅支援サービス費支給限度基準

額に対する基準該当サービス費の比率

を設定する 

 

８１ 

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

夜
間
対
応
型
訪
問
介
護 

経過的要

介護 
数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

８２ 要介護１ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

８３ 要介護２ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

８４ 要介護３ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

８５ 要介護４ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

８６ 要介護５ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

８７ 

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護 

経過的要

介護 
数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

８８ 要介護１ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

８９ 要介護２ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

９０ 要介護３ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

９１ 要介護４ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

９２ 要介護５ 数字 ６ 同上 
※５ 

※Ｓ 

９３ 

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
費

区
分
支
給
限
度
基
準
額 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

９４ 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

９５ 

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
費
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

介
護
予
防
訪
問 

入
浴
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

９６ 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

９７ 
介
護
予
防 

訪
問
看
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

９８ 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

９９ 介
護
予
防
訪
問 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

100 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

101 介
護
予
防
福
祉 

用
具
貸
与 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

102 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

103 
介
護
予
防
短
期 

入
所
生
活
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

104 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

105 介
護
予
防
短
期 

入
所
療
養
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

106 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

107 
介
護
予
防
認
知
症 

対
応
型
通
所
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※５ 

※Ｓ 

108 要支援２ 数字 ６ 同上 

※５ 

※Ｓ 

109 
基準該当介護予防訪問介

護サービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防訪問介護ｻｰﾋﾞｽ費支給限度

基準額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率

を設定する 

※５ 

110 
基準該当介護予防訪問入

浴サービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防訪問入浴ｻｰﾋﾞｽ費支給限度

基準額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率

を設定する 

※５ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

111 
基準該当介護予防通所介

護サービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防通所介護ｻｰﾋﾞｽ費支給限度

基準額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率

を設定する 

※５ 

112 

基準該当介護予防短期入

所生活介護サービス費比

率 

数字 ３ 

指定介護予防短期入所生活介護ｻｰﾋﾞｽ費

支給限度基準額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ

費の比率を設定する 

※５ 

113 
基準該当介護予防福祉用

具貸与サービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防福祉用具貸与ｻｰﾋﾞｽ費支給

限度基準額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の

比率を設定する 

※５ 

114 
基準該当介護予防支援サ

ービス費比率 
数字 ３ 

指定介護予防支援ｻｰﾋﾞｽ費支給限度基準

額に対する基準該当ｻｰﾋﾞｽ費の比率を設

定する 

※５ 

115 
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費 

（
経
過
措
置
）
区
分
支
給
限
度
基
準
額 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

116 要支援１ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

117 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

118 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費
（
経
過
措
置
） 

種
類
支
給
限
度
基
準
額 

訪
問
型
予
防 

サ
ー
ビ
ス 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

119 要支援１ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

120 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

121 
通
所
型
予
防 

サ
ー
ビ
ス 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

122 要支援１ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

123 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

124 生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス

（
配
食
） 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

125 要支援１ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

126 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

127 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費
（
経
過
措
置
）
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス

（
見
守
り
） 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

128 要支援１ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

129 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

130 生
活
支
援
サ
ー
ビ

ス
（
そ
の
他
） 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

131 要支援１ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

132 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

133 ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

二次予防 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

134 要支援１ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

135 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

136 
介
護
予
防
訪
問

入
浴
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

137 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

138 介
護
予
防

訪
問
看
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 
※７ 

※Ｓ 

139 要支援２ 数字 ６ 同上 
※７ 

※Ｓ 

140 
介
護
予
防
訪
問
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

141 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

142 
介
護
予
防
通
所
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

143 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

144 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費
（
経
過
措
置
）
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

介
護
予
防
福
祉 

用
具
貸
与 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

145 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

146 介
護
予
防
短
期 

入
所
生
活
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

147 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

148 

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護

（
介
護
老
人
保
健
施
設
） 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

149 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

150 

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護

（
介
護
療
養
型
医
療
施
設
等
） 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

151 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

152 
介
護
予
防
居
宅
療
養

管
理
指
導 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

153 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

154 
介
護
予
防
特
定
施
設

入
居
者
生
活
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

155 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

156 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
費
（
経
過
措
置
）
種
類
支
給
限
度
基
準
額 

介
護
予
防
認
知
症 

対
応
型
通
所
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

157 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

158 
介
護
予
防
小
規
模 

多
機
能
型
居
宅
介
護 

要支援１ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

159 要支援２ 数字 ６ 同上 

※７ 

※Ｓ 

160 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同

生
活
介
護
（
短
期
利
用
型
以
外
） 

要支援２ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

161 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同

生
活
介
護
（
短
期
利
用
型
） 

要支援２ 数字 ６ １月間の限度額を単位数で設定する 

※７ 

※Ｓ 

 
※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※３ 有効開始日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。なお、有効開始

日が平成 13 年 12 月 31 日以前の場合、従来通り区分支給限度基準額が設定される。 

※４ 有効開始日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、本項目に種類支給限度基準額が設定される。なお、有効開始

日が平成 13 年 12 月 31 日以前の場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。 

※５ 有効開始日が平成 18 年 4 月 1 日以降の場合、本項目に種類支給限度基準額が設定される。なお、有効開始

日が平成 18 年 3 月 31 日以前の場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。 

※６ 有効開始日が平成 18 年 4 月 1 日以降の場合、経過的要介護における額を設定する。 

※７ 有効開始日が平成 24 年 4 月 1 日以降の場合、設定される。なお、有効開始日が平成 24 年 3 月 31 日以前の

場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

市町村固有情報 
 

市町村固有情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
訂正年月日 

異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
有効開始日 
有効終了日 

訪問通所区分支給限度額要介護

１ 
訪問通所区分支給限度額要介護

２ 

  ： 

  ： 

 

市町村固有情報レコード 

加
除
第
１
１
号 
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１．３．１７ 広域連合情報（行政区情報） 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
広域連合情報（行政区情報）の識別番号

を設定する 

“5641”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

広域連合の市町村（政令市の行政区）が

追加または変更等が生じた年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３ 訂正年月日 数字 ８ 
広域連合（行政区）情報に訂正が生じた

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

４ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

５ 異動事由 数字 ２ 広域連合情報の異動事由を設定する ※２ 

６ 保険者番号 数字 ６ 
政令市又は広域連合の保険者番号を設

定する 
 

７ 市
町
村
（
行
政
区
）

情
報 

市町村番号（行

政区番号） 
数字 ６ 

自治省にて定める市町村の番号を設定

する 

※２ 

８ 有効開始日 数字 ８ 
有効開始日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

９ 有効終了日 数字 ８ 
有効終了日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

 
※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 
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レコード構成図 

広域連合情報（行政区情報） 
 

広域連合情報（行政区情報） 

レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
訂正年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
市町村番号（行政区番号） 
有効開始日 
有効終了日 

 

広域連合情報（行政区情報）レコード 
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保険者台帳情報 ファイル構成図 

レコードの編綴（ファイル内の格納順序） 

 

保
険
者
単
位
で
１
フ
ァ
イ
ル 

 

保険者台帳情報ファイル 

保険者台帳情報レコード 

保
険
者
単
位
で
１
フ
ァ
イ
ル 

 

保険者台帳情報ファイル 

保険者台帳情報レコード 

広域連合情報（行政区情報）レコード 
広域連合情報（行政区情報）レコード 

広域連合情報（行政区情報）レコード 

： 

単独保険者のレコード編綴 

広域連合（政令市）のレコード編綴 

加
除
第
１
１
号 
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１．３．１７－１ 地域密着型サービスコード情報 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
地域密着型サービスコード情報の識別

番号を設定する 

“5F41”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

地域密着型サービスコード情報に変更

が 生 じ た 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３ 訂正年月日 数字 ８ 

地域密着型サービスコード情報に訂正

が生じた日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

４ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

５ 異動事由 数字 ２ 
地域密着型サービスコード情報の異動

事由を設定する 

※２ 

６ 保険者番号 数字 ６ 保険者コードを設定する 
 

７ サービス種類コード 英数 ２ サービス種類コードを設定する 
※２ 

８ サービス項目コード 英数 ４ サービス項目コードを設定する 
※２ 

９ 有効開始日 数字 ８ 
有効開始日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

 

１０ 有効終了日 数字 ８ 
有効終了日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

 

１１ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する 
※Ｓ 

 
※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

地域密着型サービスコード情報 
 

 

地域密着型サービスコード情報レ

コード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
訂正年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
サービス種類コード 
  ： 

  ： 
 

地域密着サービスコード情報レコード 

加
除
第
１
１
号 
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１．３．１７－２ 介護予防・日常生活支援総合事業(経過措置)サービスコード情報 

項番 項目名 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過

措置)サービスコード情報の識別番号を

設定する 

“5G41”固定 

２ 異動年月日 数字 ８ 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過

措置)サービスコード情報に変更が生じ

た年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

※１ 

３ 訂正年月日 数字 ８ 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過

措置)サービスコード情報に訂正が生じ

た日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

※１ 

４ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

５ 異動事由 数字 ２ 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過

措置)サービスコード情報の異動事由を

設定する 

※２ 

６ 保険者番号 数字 ６ 保険者コードを設定する 
 

７ サービス種類コード 英数 ２ サービス種類コードを設定する ※２ 

８ サービス項目コード 英数 ４ サービス項目コードを設定する 
※２ 

９ 適用開始年月 数字 ６ 
適用開始年月（西暦年月 (YYYYMM)）を

設定する 
 

１０ 適用終了年月 数字 ６ 
適用終了年月（西暦年月 (YYYYMM)）を

設定する 
 

１１ サービス名称 漢字 ４８ サービス名称を設定する  

１２ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する ※Ｓ 

１３ 算定単位 数字 ２ 算定単位を設定する ※２ 

１４ 制限日数・回数 数字 ２ 制限日数・回数を設定する  

１５ 算定回数制限期間 数字 ２ 
制限日数・回数がある場合において、期

間を設定する 

※２ 

１６ 支給限度額対象区分 数字 １ 支給限度額対象区分を設定する ※２ 

１７ 
利用者負担定率／定額区

分 
数字 １ 利用者負担定率／定額区分を設定する 

※２ 

１８ 給付率 数字 ３ 給付率を設定する  

１９ 利用者負担額 数字 ５ 利用者負担額を金額で設定する ※Ｓ 

２０ 
二次予防事業対象者実施

区分 
数字 １ 

二次予防事業対象者実施区分を設定す

る 

※２ 

２１ 
要支援１受給者 

実施区分 
数字 １ 要支援１受給者実施区分を設定する 

※２ 

２２ 
要支援２受給者 

実施区分 
数字 １ 要支援２受給者実施区分を設定する 

※２ 
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※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

介護予防・日常生活支援総合事業(経過措置)サービスコード情報 
 

 

介護予防・日常生活支援総合事業

(経過措置)サービスコード情報 

レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
訂正年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
  ： 

  ： 
 

介護予防・日常生活支援総合事業 
(経過措置)サービスコード情報レコード 
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１．３．１７－３ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 

介護予防・日常生活支援総合事業サービ

スコード異動連絡票情報の識別番号を

設定する 

“5H41”固定 

 

２ 異動年月日 数字 ８ 

介護予防・日常生活支援総合事業サービ

スコード情報に変更が生じた年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

３ 訂正年月日 数字 ８ 

介護予防・日常生活支援総合事業サービ

スコード情報に訂正が生じた日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

４ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

５ 異動事由 数字 ２ 
介護予防・日常生活支援総合事業サービ

スコード情報の異動事由を設定する 

※３ 

６ 証記載保険者番号 数字 ６ 
被保険者証記載の保険者番号を設定す

る 

※３ 

７ サービス種類コード 英数 ２ サービス種類コードを設定する 
※３ 

８ サービス項目コード 英数 ４ サービス項目コードを設定する  

９ 適用開始年月 数字 ６ 
適用開始年月（西暦年月 (YYYYMM)）を

設定する 

※２ 

１０ 適用終了年月 数字 ６ 
適用終了年月（西暦年月 (YYYYMM)）を

設定する 

※２ 

１１ サービス名称 漢字 ６４ サービス名称を設定する 
 

１２ 単位数 数字 ５ 単位数を設定する 
※Ｓ 

１３ 算定単位 数字 ２ 算定単位を設定する 
※３ 

１４ 制限日数・回数 数字 ２ 制限日数・回数を設定する 
 

１５ 算定回数制限期間 数字 ２ 
制限日数・回数がある場合において、期

間を設定する 

※３ 

１６ 支給限度額対象区分 数字 １ 支給限度額対象区分を設定する 
※３ 

１７ 給付率 数字 ３ 給付率を設定する 
 

 

１８ 利用者負担額 数字 ５ 利用者負担額を金額で設定する 
※Ｓ 

１９ 事業対象者実施区分 数字 １ 事業対象者実施区分を設定する 
※３ 

２０ 
要支援１受給者 

実施区分 
数字 １ 要支援１受給者実施区分を設定する 

※３ 

２１ 
要支援２受給者 

実施区分 
数字 １ 要支援２受給者実施区分を設定する 

※３ 

２２ 運動器機能向上体制 数字 １ 運動器機能向上体制を設定する 
※３ 

２３ 
栄養マネジメント（改善）

体制 
数字 １ 

栄養マネジメント（改善）体制を設定す

る 

※３ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

２４ 口腔機能向上体制 数字 １ 口腔機能向上体制を設定する 
※３ 

２５ 事業所評価加算 数字 １ 事業所評価加算を設定する 
※３ 

※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42)  

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード情報 
 

介護予防・日常生活支援総合事業

サービスコード情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
証記載保険者番号 
サービス種類コード 
  ： 

  ： 
 

介護予防・日常生活支援総合事業 
サービスコード情報レコード 
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１．３．１７－４ 個人番号情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 個人番号情報の識別番号を設定する 
“5J41”固定 

 

２ 異動年月日 数字 ８ 

個人番号情報の登録または変更が生じ

た年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

※１ 

３ 訂正年月日 数字 ８ 
個人番号情報に訂正が生じた日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※１ 

４ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する 

1:新規 

2:変更 

3:終了 

５ 異動事由 数字 ２ 個人番号情報の異動事由を設定する 
※２ 

６ 証記載保険者番号 数字 ６ 
被保険者証記載の保険者番号を設定す

る 

※２ 

７ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する 
※２ 

８ 個人番号 数字 １２ 個人番号を設定する 
※３ 

※４ 

※１ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(P.42) 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.41-12) 

※４ 保険者番号単位に出力する場合は、個人番号を設定しない。 
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レコード構成図 

個人番号情報 
 

 

個人番号情報レコード 

交換情報識別番号 
異動年月日 
訂正年月日 
異動区分コード 
異動事由 

証記載保険者番号 
被保険者番号 
個人番号 

 

個人番号情報レコード 
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１．３．１８ 受給者情報突合情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
受給者情報突合情報の識別

番号を設定する 
○ 

“5361”固定 

２ 突合区分 数字 １ 

1:認定期間内の最新情報 

2:認定期間内の全情報 

3:一定期間内の最新情報 

4:一定期間内の全情報 

○ 

 

３ 認定有効年月 数字 ６ 
認定有効年月（西暦年月

(YYYYMM)）を設定する 
 

※１ 

４ 突合開始年月 数字 ６ 
突合開始年月（西暦年月

(YYYYMM)）を設定する 
 

※２ 

５ 突合終了年月 数字 ６ 
突合終了年月（西暦年月

(YYYYMM)）を設定する 
 

※２ 

６ 異動年月日 数字 ８ 

受給者の資格を取得または

変更等が生じた年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

○ 

 

７ 異動区分コード 数字 １ 異動区分コードを設定する ○  

８ 異動事由 数字 ２ 
受給者情報の異動事由を設

定する 
○ 

 

９ 証記載保険者番号 数字 ６ 
被保険者証記載の保険者番

号を設定する 
○ 

 

１０ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する ○  

１１ 被保険者氏名（カナ） 英数 ２５ 
被保険者氏名をカナ文字で

設定する 
○ 

 

１２ 生年月日 数字 ８ 
生 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○ 

 

１３ 性別コード 数字 １ 性別コードを設定する ○  

１４ 資格取得年月日 数字 ８ 
資格取得年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○ 

 

１５ 資格喪失年月日 数字 ８ 
資格喪失年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
○ 

 

１６ 老人保健市町村番号 数字 ８ 
老人保健市町村番号を設定

する 
○ 

 

１７ 老人保健受給者番号 数字 ７ 
老人保健受給者番号を設定

する 
○ 

 

１８ 公費負担者番号 数字 ８ 

福祉事務所番号を設定する 

福祉事務所からの異動情報

提出時のみ設定する 

○ 

 

１９ 
広域連合（政令市）保険

者番号 
数字 ６ 

受給者が広域連合又は政令

市の市町村（行政区）に属す

る場合にのみ広域連合又は

政令市の保険者番号を設定

する 

○ 

 

２０ 申請種別コード 数字 １ 申請種別コードを設定する ○  

２１ 変更申請中区分コード 数字 １ 
変更申請中区分コードを設

定する 
○  

加
除
第
１
１
号 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

２２ 申請年月日 数字 ８ 

要介護状態区分の変更を申

請した年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

○  

２３ みなし要介護区分コード 数字 １ 
みなし要介護区分コードを

設定する 
○ 

 

２４ 要介護状態区分コード 数字 ２ 
要介護状態区分コードを設

定する 
○ 

 

２５ 
認定有効期間（開始年月

日） 
数字 ８ 

認定有効期間の開始年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

○ 

 

２６ 
認定有効期間（終了年月

日） 
数字 ８ 

認定有効期間の終了年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

○ 

 

２７ 
居宅サービス計画作成区

分コード 
数字 １ 

居宅サービス計画作成区分

コードを設定する 
○ 

 

２８ 居宅介護支援事業所番号 英数 １０ 
居宅介護支援事業所の番号

を設定する 
○ 

 

２９ 
居宅サービス計画適用開

始年月日 
数字 ８ 

居宅サービス計画の適用開

始 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

○ 

 

３０ 
居宅サービス計画適用終

了年月日 
数字 ８ 

居宅サービス計画の適用終

了 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

○ 

 

３１ 

訪
問
通
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 数字 ６ 

被保険者証記載の訪問通所

サービス支給限度基準額を

単位数で設定する 

○ 

※Ｓ 

３２ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８ 

訪問通所支給限度基準額管

理期間の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○ 

 

３３ 
上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８ 

訪問通所支給限度基準額管

理期間の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○ 

 

３４ 

短
期
入
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 数字 ３ 

被保険者証記載の短期入所

サービス支給限度基準額を

日数で設定する 

 

※３ 

※Ｓ 

３５ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８ 

短期入所支給限度基準額管

理期間の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

 

※３ 

３６ 
上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８ 

短期入所支給限度基準額管

理期間の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

 

※３ 

３７ 
公費負担上限額減額の有

無 
数字 １ 

公費負担上限額減額の有無

を設定する 
○  
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

３８ 償還払化開始年月日 数字 ８ 
償還払化開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 
○  

３９ 償還払化終了年月日 数字 ８ 
償還払化終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 
○  

４０ 給付率引下げ開始年月日 数字 ８ 
給付率引下げ開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○  

４１ 給付率引下げ終了年月日 数字 ８ 
給付率引下げ終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○  

４２ 減免申請中区分コード 数字 １ 
減免申請中区分コードを設

定する 
○  

４３ 利
用
者
負
担
減
免
・
旧
措
置
入
所
者 

利用者負担区分コ

ード 
数字 １ 

利用者負担区分コードを設

定する 
○  

４４ 給付率 数字 ３ 

利用者負担減免等により給

付率が変更された場合に１

００分の○○○で設定する 

○  

４５ 適用開始年月日 数字 ８ 

給付率の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○  

４６ 適用終了年月日 数字 ８ 

給付率の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○  

４７ 標
準
負
担
・
特
定
標
準
負
担 

標準負担区分コー

ド 
数字 １ 

標準負担区分コードを設定

する 
○ 

※４ 

４８ 負担額 数字 ５ 負担額を設定する ○ 
※４ 

※Ｓ 

４９ 
負担額適用開始年

月日 
数字 ８ 

負担額適用開始年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

○ 

※４ 

５０ 
負担額適用終了年

月日 
数字 ８ 

負担額適用終了年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定す

る 

○ 

※４ 

５１ 

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス 

特定入所者認定申

請中区分コード 
数字 １ 

特定入所者認定申請中区分

コードを設定する 
○ 

※５ 

５２ 
特定入所者介護サ

ービス区分コード 
数字 １ 

特定入所者介護サービス区

分コードを設定する 
○ 

※５ 

５３ 
課税層の特例減額

措置対象 
数字 １ 

利用者負担第４段階の者で

当該措置該当の有無をコー

ドで設定する 

○ 

※５ 

５４ 食費負担限度額 数字 ４ 食費負担限度額を設定する ○ 
※５ 

※Ｓ 

５５ 

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額 

数字 ４ 
居住費（ユニット型個室）負

担限度額を設定する 
○ 

※５ 

※Ｓ 

５６ 

居住費（ユニット

型個室的多床室）

負担限度額 

数字 ４ 
居住費（ユニット型個室的多

床室）負担限度額を設定する 
○ 

※５ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

５７ 

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス 

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額 

数字 ４ 
居住費（従来型個室（特養

等））負担限度額を設定する 
○ 

※５ 

※Ｓ 

５８ 

居住費（従来型個

室（老健、療養等））

負担限度額 

数字 ４ 

居住費（従来型個室（老健、

療養等））負担限度額を設定

する 

○ 

※５ 

※Ｓ 

５９ 
居住費（多床室）

負担限度額 
数字 ４ 

居住費（多床室）負担限度額

を設定する 
○ 

※５ 

※Ｓ 

６０ 
負担限度額適用開

始年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用開始年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

○ 

※５ 

６１ 
負担限度額適用終

了年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用終了年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

○ 

※５ 

６２ 
社
会
福
祉
法
人
軽
減
情
報 

軽減率 数字 ４ 
社会福祉法人軽減の軽減率

を設定する 
○ 

※５ 

※６ 

６３ 
軽減率適用開始年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○ 

※５ 

６４ 
軽減率適用終了年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○ 

※５ 

６５ 

小規模多機能型居宅介護

の利用開始月における居

宅サービス等の利用の有

無 

数字 １ 

小規模多機能型居宅介護、及

び、複合型サービス（看護小

規模多機能型居宅介護）の利

用開始月における居宅サー

ビス等の利用の有無コード

を設定する 

○ 

※７ 

６６ 
後
期
高
齢
者 

医
療
資
格 

保険者番号（後

期） 
英数 ８ 

保険者番号（後期）を設定す

る 
 

 

６７ 
被保険者番号（後

期） 
英数 ８ 

被保険者番号（後期）を設定

する 
 

 

６８ 
国
民
健
康 

保
険
資
格 

保険者番号（国

保） 
数字 ８ 

保険者番号（国保）を設定す

る 
 

 

６９ 被保険者証番号

（国保） 
英数 ２０ 

被保険者証番号（国保）を設

定する 
 

 

７０ 宛名番号 数字 １０ 宛名番号を設定する   

７１ 二次予防事業区分コード 数字 １ 
二次予防事業区分コードを

設定する 
 

※８ 

７２ 
二次予防事業有効期間開

始年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の開

始 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 
※８ 

 

 

 

７３ 
二次予防事業有効期間終

了年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の終

了 年 月 日 （ 西 暦 年 月 日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

※８ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

７４ 

住
所
地
特
例 

住所地特例対象者

区分コード 
数字 １ 

住所地特例対象者区分コー

ドを設定する 

 ※９ 

７５ 
施設所在保険者番

号 
数字 ６ 

住所地特例対象者が入所

（居）する施設の所在する市

町村の証記載保険者番号を

設定する 

広域連合（政令市）の場合は

市町村コード（行政区番号）

を設定する 

 

※９ 

７６ 
住所地特例適用開

始年月日 
数字 ８ 

住所地特例の適用開始年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

 

※９ 

７７ 
住所地特例適用終

了年月日 
数字 ８ 

住所地特例の適用終了年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

 

※９ 

７８ 
特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス 

居住費（新１） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定  

 

７９ 
居住費（新２） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定  

 

８０ 
居住費（新３） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定  

 

８１ 二
割
負
担 

適用開始年月日 数字 ８ 

二割負担の適用開始年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

 

※９ 

８２ 適用終了年月日 数字 ８ 

二割負担の適用終了年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

 

※９ 

８３ 三
割
負
担 

適用開始年月日 数字 ８ 

三割負担の適用開始年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

 

※１０ 

８４ 適用終了年月日 数字 ８ 

三割負担の適用終了年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

 

※１０ 

８５ 住所地郵便番号 数字 ７ 
被保険者の住所の郵便番号

を設定する 
 

※１０ 

※１ 認定期間内で突合する場合（突合区分が１又は２）に有効期間の基準となる年月を設定する。 

突合区分が１又は２の場合には必須。 

※２ 一定の期間を指定して突合する場合（突合区分が３又は４）に突合対象とする情報の開始年月と終了年月を

設定する。突合区分が３又は４の場合には必須。 

※３ 認定有効期間開始年月日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、本項目の設定は不要（省略可能）とする。設定さ

れた場合、属性及び桁数等のシステムチェックは行わず、省略されたものとみなす。なお、認定有効期間開始

年月日が平成 13 年 12 月 31 日以前の場合、従来通り（必須入力）とする。 

※４ 異動年月日が平成 17 年 10 月 1 日以降の場合、本項目の設定は不要（省略可能）とする。設定された場合は

エラーとし突合を行わない。なお、異動年月日が平成 17 年 9 月 30 日以前の場合、従来通り（必須入力）とす

る。 

※５ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定される。 

※６ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「軽減率」欄」参照。(P.42) 
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※７ 処理年月が平成 18 年 12 月以降の場合、設定される。 

※８ 処理年月が平成 24 年 5 月以降の場合、設定される。 

※９ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定される。 

※１０ 処理年月が平成 30 年 5 月以降の場合、設定される。 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 



 

- ６３ - 

 

レコード構成図 

受給者情報突合情報 
 

受給者情報突合情報レコード 

交換情報識別番号 
突合区分 
認定有効年月 
突合開始年月 
突合終了年月 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
被保険者番号 

  ： 

  ： 

 

受給者情報突合情報レコード 
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１．３．１９ 受給者情報突合結果情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
受給者情報突合結果情報の識別番号を設
定する 

“5371”固定 

２ 突合結果区分 数字 １ 突合結果の区分をコードで設定する 

1:保険者情

報のみ存在 

2:国保連合

会情報のみ

存在 

3:内容不一

致 

３ 突合情報区分 数字 １ 突合情報の区分をコードで設定する 

1:保険者保

有受給者情

報 

2:国保連合

会保有受給

者情報 

４ 異動年月日 英数 ８ 

受給者の資格を取得または変更等が生じ

た年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

 

５ 異動区分コード 英数 １ 異動区分コードを設定する  

６ 異動事由 英数 ２ 受給者情報の異動事由を設定する  

７ 証記載保険者番号 英数 ６ 被保険者証記載の保険者番号を設定する  

８ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する  

９ 被保険者氏名（カナ） 英数 ２５ 被保険者氏名をカナ文字で設定する  

１０ 生年月日 英数 ８ 
生年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

 

１１ 性別コード 英数 １ 性別コードを設定する  

１２ 資格取得年月日 英数 ８ 
資格取得年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

 

１３ 資格喪失年月日 英数 ８ 
資格喪失年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

 

１４ 老人保健市町村番号 英数 ８ 老人保健市町村番号を設定する  

１５ 老人保健受給者番号 英数 ７ 老人保健受給者番号を設定する  

１６ 公費負担者番号 英数 ８ 

福祉事務所番号を設定する 

福祉事務所からの異動情報提出時のみ設

定する 

 

１７ 
広域連合（政令市）保険

者番号 
英数 ６ 

受給者が広域連合又は政令市の市町村

（行政区）に属する場合にのみ広域連合

又は政令市の保険者番号を設定する 

 

１８ 申請種別コード 英数 １ 申請種別コードを設定する  

１９ 変更申請中区分コード 英数 １ 変更申請中区分コードを設定する  

２０ 申請年月日 英数 ８ 
要介護状態区分の変更を申請した年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

２１ みなし要介護区分コード 英数 １ みなし要介護区分コードを設定する 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

２２ 要介護状態区分コード 英数 ２ 要介護状態区分コードを設定する 
 

２３ 
認定有効期間（開始年月

日） 
英数 ８ 

認定有効期間の開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

２４ 
認定有効期間（終了年月

日） 
英数 ８ 

認定有効期間の終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

 

２５ 
居宅サービス計画作成区

分コード 
英数 １ 

居宅サービス計画作成区分コードを設定

する 

 

２６ 居宅介護支援事業所番号 英数 １０ 居宅介護支援事業所の番号を設定する 
 

２７ 
居宅サービス計画適用開

始年月日 
英数 ８ 

居宅サービス計画の適用開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

 

２８ 
居宅サービス計画適用終

了年月日 
英数 ８ 

居宅サービス計画の適用終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

 

２９ 訪
問
通
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 英数 ６ 
被保険者証記載の訪問通所サービス支給

限度基準額を単位数で設定する 

※Ｓ 

３０ 
上限管理適用期間

開始年月日 
英数 ８ 

訪問通所支給限度基準額管理期間の適用

開始年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

 

３１ 
上限管理適用期間

終了年月日 
英数 ８ 

訪問通所支給限度基準額管理期間の適用

終了年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

 

３２ 短
期
入
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 英数 ３ 
被保険者証記載の短期入所サービス支給

限度基準額を日数で設定する 

※１ 

※Ｓ 

３３ 
上限管理適用期間

開始年月日 
英数 ８ 

短期入所支給限度基準額管理期間の適用

開始年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

３４ 
上限管理適用期間

終了年月日 
英数 ８ 

短期入所支給限度基準額管理期間の適用

終了年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を

設定する 

※１ 

３５ 
公費負担上限額減額の有

無 
英数 １ 公費負担上限額減額の有無を設定する  

３６ 償還払化開始年月日 英数 ８ 
償還払化開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

３７ 償還払化終了年月日 英数 ８ 
償還払化終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

３８ 給付率引下げ開始年月日 英数 ８ 
給付率引下げ開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

３９ 給付率引下げ終了年月日 英数 ８ 
給付率引下げ終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

４０ 減免申請中区分コード 英数 １ 減免申請中区分コードを設定する  

４１ 
利
用
者
負
担
減
免
・ 

旧
措
置
入
所
者 

利用者負担区分コ

ード 
英数 １ 利用者負担区分コードを設定する  

４２ 給付率 英数 ３ 
利用者負担減免等により給付率が変更さ

れた場合に１００分の○○○で設定する 
 

４３ 適用開始年月日 英数 ８ 
給付率の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

４４ 適用終了年月日 英数 ８ 
給付率の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

４５ 
標
準
負
担
・
特
定
標
準
負
担 

標準負担区分コー

ド 
英数 １ 標準負担区分コードを設定する 

※２ 

４６ 負担額 英数 ５ 負担額を設定する 
※２ 

※Ｓ 

４７ 
負担額適用開始年

月日 
英数 ８ 

負担額適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※２ 

４８ 
負担額適用終了年

月日 
英数 ８ 

負担額適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※２ 

４９ 

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス 

特定入所者認定申

請中区分コード 
数字 １ 

特定入所者認定申請中区分コードを設定

する 

※３ 

５０ 
特定入所者介護サ

ービス区分コード 
数字 １ 

特定入所者介護サービス区分コードを設

定する 

※３ 

５１ 
課税層の特例減額

措置対象 
数字 １ 

利用者負担第４段階の者で当該措置該当

の有無をコードで設定する 

※３ 

５２ 食費負担限度額 数字 ４ 食費負担限度額を設定する 
※３ 

※Ｓ 

５３ 

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額 

数字 ４ 
居住費（ユニット型個室）負担限度額を

設定する 

※３ 

※Ｓ 

５４ 

居住費（ユニット

型個室的多床室）

負担限度額 

数字 ４ 
居住費（ユニット型個室的多床室）負担

限度額を設定する 

※３ 

※Ｓ 

５５ 

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額 

数字 ４ 
居住費（従来型個室（特養等））負担限度

額を設定する 

※３ 

※Ｓ 

５６ 

居住費（従来型個

室（老健、療養等））

負担限度額 

数字 ４ 
居住費（従来型個室（老健、療養等））負

担限度額を設定する 

※３ 

※Ｓ 

５７ 
居住費（多床室）

負担限度額 
数字 ４ 居住費（多床室）負担限度額を設定する 

※３ 

※Ｓ 

５８ 
負担限度額適用開

始年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※３ 

５９ 
負担限度額適用終

了年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※３ 

６０ 社
会
福
祉
法
人 

軽
減
情
報 

軽減率 数字 ４ 社会福祉法人軽減の軽減率を設定する 
※３ 

※４ 

６１ 
軽減率適用開始年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※３ 

６２ 
軽減率適用終了年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※３ 

６３ 

小規模多機能型居宅介護

の利用開始月における居

宅サービス等の利用の有

無 

数字 １ 

小規模多機能型居宅介護、及び、複合型

サービス（看護小規模多機能型居宅介護）

の利用開始月における居宅サービス等の

利用の有無コードを設定する 

※５ 

６４ 後
期
高
齢
者

医
療
資
格 

保険者番号（後

期） 
英数 ８ 保険者番号（後期）を設定する  

６５ 被保険者番号（後

期） 
英数 ８ 被保険者番号（後期）を設定する  
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

６６ 
国
民
健
康 

保
険
資
格 

保険者番号（国

保） 
数字 ８ 保険者番号（国保）を設定する  

６７ 
被保険者証番号

（国保） 
英数 ２０ 被保険者証番号（国保）を設定する  

６８ 宛名番号 数字 １０ 宛名番号を設定する  

６９ 二次予防事業区分コード 数字 １ 二次予防事業区分コードを設定する ※６ 

７０ 
二次予防事業有効期間開

始年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※６ 

７１ 
二次予防事業有効期間終

了年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

※６ 

７２ 

住
所
地
特
例 

住所地特例対象者

区分コード 
数字 １ 住所地特例対象者区分コードを設定する 

※７ 

７３ 
施設所在保険者番

号 
数字 ６ 

住所地特例対象者が入所（居）する施設

の所在する市町村の証記載保険者番号を

設定する 

広域連合（政令市）の場合は市町村コー

ド（行政区番号）を設定する 

※７ 

７４ 
住所地特例適用開

始年月日 
数字 ８ 

住所地特例の適用開始年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 

※７ 

７５ 
住所地特例適用終

了年月日 
数字 ８ 

住所地特例の適用終了年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 

※７ 

７６ 特
定
入
所
者
介
護 

サ
ー
ビ
ス 

居住費（新１） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定 

 

７７ 
居住費（新２） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定 

 

７８ 
居住費（新３） 

負担限度額 
数字 ４ 未設定 

 

７９ 二
割
負
担 

適用開始年月日 数字 ８ 
二割負担の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※７ 

８０ 適用終了年月日 数字 ８ 
二割負担の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※７ 

８１ 三
割
負
担 

適用開始年月日 数字 ８ 
三割負担の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※８ 

８２ 適用終了年月日 数字 ８ 
三割負担の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

※８ 

８３ 住所地郵便番号 数字 ７ 被保険者の住所の郵便番号を設定する 
※８ 

※１ 認定有効期間開始年月日が平成 14 年 1 月 1 日以降の場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。な

お、認定有効期間開始年月日が平成 13 年 12 月 31 日以前の場合、従来通り支給限度基準額、上限管理適用

期間開始年月日、上限管理適用期間終了年月日が設定される。 

※２ 異動年月日が平成 17 年 10 月 1 日以降の場合、本項目には”0”若しくは NULL が設定される。なお、異動年月

日が平成 17 年 9 月 30 日以前の場合、従来通り標準負担区分コード、負担額、負担額適用期間開始年月日、

負担額適用期間終了年月日が設定される。 

※３ 処理年月が平成 17 年 11 月以降の場合、設定される。 

※４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「軽減率」欄」参照。(P.42) 

※５ 処理年月が平成 18 年 12 月以降の場合、設定される。 

※６ 処理年月が平成 24 年 5 月以降の場合、設定される。 

※７ 処理年月が平成 27 年 5 月以降の場合、設定される。 

※８ 処理年月が平成 30 年 5 月以降の場合、設定される。 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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レコード構成図 

受給者情報突合結果情報 
 

受給者情報突合結果情報レコード 

交換情報識別番号 
突合結果区分 
突合情報区分 
異動年月日 
異動区分コード 
異動事由 
保険者番号 
被保険者番号 

  ： 

  ： 

 

受給者情報突合結果情報レコード 
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１．４ 異動情報と訂正連絡票の作成方法 

 異動情報は、国保連合会が介護給付費請求の審査支払を行うために必要な情報である。国保

連合会は、保険者から提供された異動情報を異動年月日の順番に積み上げることにより、審査支

払処理において、サービス提供月の受給者の資格や支給限度額等を参照する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  また、訂正連絡票は、既に国保連合会に提供した異動情報を訂正する場合に作成する。 

  異動情報と訂正連絡票提出後の国保連合会におけるデータの状態は以下のようになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

異動 

年月日 

異動 

区分 

異動

事由 

保険者

番号 
被保険者番号 ．． 被保険者氏名 ．． 

4/1 1:新規 01 141003 0000000010 ．． ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ ．． 

6/1 2:変更 99 141003 0000000010 ．． ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ ．． 

7/3 2:変更 99 141003 0000000010 ．． ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ ．． 

9/15 2:変更 99 141003 0000000010 ．． ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ ．． 

 

４月、５月の情報として取扱う 

６月の情報として取扱う 

７月、８月の情報として取扱う 

９月以降の情報として取扱う 

① 

② 

③ 

④ 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 

保険者にて作成された異

動情報 
①  ② ③  ④  

国保連合会における 

異動情報の状態 
 ①  ② ③  ④ 

パ
タ
ー
ン
１ 

５月に 

①→Ⅰに訂正 
 Ⅰ      

国保連合会における 

異動情報の状態 
 ①→Ⅰ      

パ
タ
ー
ン
２ 

７月に 

①→Ⅰ、②→Ⅱに 

訂正 

   
Ⅰ 

Ⅱ 
   

国保連合会における 

異動情報の状態 
 ①→Ⅰ  ②→Ⅱ    

パ
タ
ー
ン
３ 

８月に 

①→Ⅰ、②→Ⅱ 

③→Ⅲに訂正 

    

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

  

国保連合会における 

異動情報の状態 
 ①→Ⅰ  ②→Ⅱ ③→Ⅲ   

パ
タ
ー
ン
４ 

１０月に６月の 

異動情報を追加 
      ⑤ 

国保連合会における 

異動情報の状態 
 ① ⑤ ② ③  ④ 
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１．４．１  異動情報の作成方法 
 （１） 異動情報作成のタイミング 

 異動情報は、被保険者の新規認定等により新たにデータを登録した場合または保険者や

受給者の情報に追加・変更等が生じた場合に作成し、国保連合会に提出する。 
 なお、１保険者や１受給者の情報について、同一月内に２回以上の変更があり、変更する

項目が異なる場合は、複数の変更を１つの異動情報とすることも可能とする。（異動情報の情報

交換媒体については「１．２ インタフェース一覧」を参照） 
 

 
・９月１０日に利用者負担額の減額が適用され、９月２５日に適用が終了した受給者の例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 また、同一日に複数回変更を行った場合には、複数の変更を１つの異動情報にまとめるこ

ととする。１保険者や１受給者で同一異動年月日のデータが複数存在する場合、２番目以降の

データはエラーとなり国保連合会のシステムには取り込まれない。 
 

・９月１０日に要介護状態区分を変更し、同日に支援事業者を変更した受給者の例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                                      ①、②の変更を１つにまとめた異動情報を作成する。 
                                （別々に作成した場合、②の変更による異動情報はエラーとなる。） 
 

 

変更日 
保険者 

番号 

被保険者 

番号 
被保険者氏名 

．． 利用者負担 

適用開始日 

利用者負担 

適用終了日 
．． 

9/10 141003 0000000010 ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ ．． 9/10  ．． 

 

異動 

年月日 

異動 

区分 

異動

事由 

保険者 

番号 

被保険者 

番号 
．． 被保険者氏名 

利用者負担 

適用開始日 

利用者負担 

適用終了日 
．． 

9/30 2:変更 99 141003 0000000010 ．． ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ 9/10 9/25 ．． 

月末に異動情報を一括作成 

保険者の 
受給者情報 

異動情報 

変更日 保険者番号 被保険者番号 
要介護 

状態区分 
．． 居宅介護支援

事業者番号 
．． 

9/10 141003 0000000010 12 ．． 1470000010 ．． 

 

異動 

年月日 

異動 

区分 

異動

事由 
保険者番号 被保険者番号 ．． 被保険者氏名 

要介護 

状態区分 

居宅介護支援

事業者番号 
．． 

9/10 2:変更 99 141003 0000000010 ．． ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ 12 1470012340 ．． 

月末に異動情報を一括作成 

保険者の 
受給者情報 

① 

② 

変更日 
保険者 

番号 

被保険者 

番号 
被保険者氏名 

．． 利用者負担 

適用開始日 

利用者負担 

適用終了日 
．． 

9/25 141003 0000000010 ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ ．．  9/25 ．． 

 

登録日 保険者番号 被保険者番号 
要介護 

状態区分 
．． 居宅介護支援

事業者番号 
．． 

9/10 141003 0000000010 12 ．． 1470012340 ．． 
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 （２） 異動情報の作成例 
 
 
 
 
 
 
 

①受給者異動情報新規作成 
・ 保険者にて３月１０日に新規認定された受給者について異動情報を作成 

・ ４月１日に国保連合会へ送付 

 
 
 
 
 

②受給者情報の変更 
・ 支援事業者の変更により、保険者の受給者情報を変更 

 
 
 
 
 

③変更分の受給者異動情報作成 
・ 保険者にて６月１０日に変更された内容について異動情報を作成 

・ ７月１日に国保連合会へ送付 
・ 変更がない受給者の情報については異動情報を作成しない 

 

 

 
 
 

④要介護認定更新に伴う受給者情報の変更 
・ 要介護認定更新により、保険者の受給者情報を変更 

 

 

 

 

 

⑤変更分の受給者異動情報作成 
・ 保険者にて９月１０日に更新認定された受給者について異動情報を作成 

・ １０月１日に国保連合会へ送付 
・変更がない受給者の情報については異動情報を作成しない 

 

 
 

４月 ７月 ５月 
① 4/1 新規受給者 

    情報送付 

②6/10 支援事業者 

    の変更 
④9/10 要介護認定更新

６月 ８月 ９月 10 月 
⑤10/1 認定更新 

    情報送付 
③7/1 変更分の 

    異動情報送付 

異動 

年月日 

保険者 

番号 

異動 

区分 

異動 

事由 
被保険者番号 ．． 

要介護 

状態区分 

資格 

取得日 

居宅介護支援 

事業者番号 

認定有効 

開始日 

認定有効 

終了日 
．． 

3/10 141003 1:新規 01:取得 0000000010 ．． 11 3/10 1470100010 3/10 9/30 ．． 

 

異動 

年月日 

保険者 

番号 

異動 

区分 

異動 

事由 

被保険者番

号 
．． 

要介護 

状態区分 

資格 

取得日 

支援事業者 

番号 

認定有効 

開始日 

認定有効 

終了日 
．． 

6/10 141003 2:変更 99:その他 0000000010 ．． 11 3/10 1470212345 3/10 9/30 ．． 

 

変更日 
保険者 

番号 
被保険者番号 ．． 

要介護 

区分 

資格 

取得日 

認定有効 

開始日 

認定有効 

終了日 
．． 

9/10 141003 0000000010 ．． 11 3/10 10/1 3/31 ．． 

 

変更日 
保険者 

番号 

被保険者番

号 
．． 

要介護 

状態区分 

資格 

取得日 

支援事業者 

番号 
．． 

6/10 141003 0000000010 ．． 11 3/10 1470212345 ．． 

 

異動 

年月日 

保険者 

番号 

異動 

区分 

異動 

事由 

被保険者番

号 
．． 

要介護 

状態区分 

資格 

取得日 

支援事業者 

番号 

認定有効 

開始日 

認定有効 

終了日 
．． 

9/10 141003 2:変更 99:その他 0000000010 ．． 11 3/10 1470212345 10/1 3/31 ．． 
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１．４．２  訂正連絡票の作成例 
 （１） 訂正連絡票作成のタイミング 

 訂正連絡票は、過去に遡り既に国保連合会に提出したものと同一異動年月日のデータを

置き換えまたは削除する場合に作成し、提出する。 
 なお、対象となるデータが複数存在する場合には、対象データ全ての訂正連絡票を作成す

る。（訂正連絡票の情報交換媒体については「１．２ インタフェース一覧」を参照） 
 

・４月１日に認定された被保険者の要介護状態区分を２２：要介護２から２１：要介護１に訂正し

た場合の例 
 
 

訂正連絡票を作成 

訂正連絡票 

登録日 保険者番号 被保険者番号 ．． 被保険者氏名 
要介護 

状態区分 
．． 

4/1 141003 0000000010 ．． ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ 22 ．． 

 

変更前の情報 

変更後の情報 

保険者番号 被保険者番号 
訂正 

区分 

異動 

年月日 

訂正 

年月日 

141003 0000000010 修正 4/1 5/15 

 

登録日 保険者番号 被保険者番号 ．． 被保険者氏名 
要介護 

状態区分 
．． 

5/15 141003 0000000010 ．． ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ 21 ．． 

 

被保険者氏名 生年月日 性別 

   

 

要介護区分 資格取得年月日 ．． 

21  ．． 
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 （２） 訂正連絡票の作成例 
 
 
 
 
 
 
 

① 受給者情報の訂正 
・ ４月１日に送付した異動情報について被保険者氏名に誤りがあり、１０月２０日に保険者にて被

保険者氏名を訂正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
② 提出済みの異動情報に対する訂正連絡票を作成 

・ ４月１日、７月１日および１０月１日に提出した異動情報に対して、訂正連絡票を作成 

・ １０月２５日に国保連合会へ送付 

・ 当該変更に関係する送付済み異動情報すべてに対し訂正連絡票を作成 

・訂正連絡票には訂正する項目のみを記入するが、キー項目（保険者番号・被保険者番号・異動

年月日・訂正区分・訂正年月日）については省略せずに必ず記入する 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

保険者番号 被保険者番号 
訂正 

区分 

異動 

年月日 

訂正 

年月日 

141003 0000000010 修正 3/10 10/20 

 
被保険者氏名 生年月日 性別 

○○○ ○○○   

 

要介護区分 資格取得年月日 ．． 

  ．． 

 

４月 ７月 ５月 

4/1 新規受給者 

   情報送付 

6/10 被保険者氏名 

   の変更 
9/10 要介護 

   認定更新 

６月 ８月 ９月 10 月 

10/1 認定更新 

   情報送付 
7/1 変更分の 

   異動情報送付 
②10/25 訂正連絡

     票送付 

保険者番号 被保険者番号 
訂正 

修正 

異動 

年月日 

訂正 

年月日 

141003 0000000010 訂正 6/10 10/20 

 
被保険者氏名 生年月日 性別 

○○○ ○○○   

 

要介護区分 資格取得年月日 ．． 

  ．． 

 

保険者 

番号 
被保険者番号 

訂正 

修正 

異動 

年月日 

訂正 

年月日 

141003 0000000010 訂正 9/10 10/20 

 
被保険者氏名 生年月日 性別 

○○○ ○○○   

 

要介護区分 資格取得年月日 ．． 

  ．． 

 

①10/20 被保険者 

     氏名訂正 

登録日 保険者番号 被保険者番号 ．． 被保険者氏名 
要介護 

状態区分 
．． 

4/1 141003 0000000010 ．． △△△ △△△ 22 ．． 

 

変更日 保険者番号 被保険者番号 ．． 被保険者氏名 
要介護 

状態区分 
．． 

10/20 141003 0000000010 ．． ○○○ ○○○ 22 ．． 
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１．５ 保険者から国保連合会への各種台帳交換情報の作成方法 
 

１．５．１ 交換情報の作成方法 
 国保連合会へ提供する情報は、異動が発生した情報についてのみ作成する。 

 作成する情報のデータ項目については、交換する媒体を問わず、項目の全てを満たした情報また

は変更のあった項目のみを記入した情報の何れの作成方法でも良いものとする。但し、変更のあっ

た項目のみを記入した情報についてはキー項目（当該情報を一意に定めることのできる項目）が必

ず情報に含まれることとし、変更のなかった項目（未設定の項目）については異動年月日をキーとし

て直近の情報より未設定項目を充当する。 

  

データの充当例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

異動年月日が２００１年４月２日の情報は、受給者台帳情報に存在する異動年月日２００１年４月１日

の情報を直前履歴として未設定項目のデータ充当を行なう。異動年月日が２００１年１１月１日の情

報は、受給者台帳情報に存在する異動年月日２００１年１０月１日の情報を直前履歴として未設定項

目のデータ充当を行なう。異動年月日が２００１年１１月２日の情報は、受給者異動連絡票情報に存

在する異動年月日２００１年１１月１日の情報を直前履歴として未設定項目のデータ充当を行なう。 

 

データの充当を行なわない項目とその条件 

項目 引き継がない条件 

償還払化開始年月日 

償還払化終了年月日 

・ 開始年月日と終了年月日が共に設定さ

れてなく且つ、直前履歴の終了年月日が

設定されていて且つ、直前履歴の終了年

月日＜当該認定有効開始年月日の場合

は、開始年月日と終了年月日ともに引き

継がない 

・ 開始年月日のみが設定されていて且つ、

直前履歴の終了年月日が設定されてい

て且つ、直前履歴の終了年月日＜当該

開始年月日の場合は、終了年月日を引き

継がない 

給付率引下げ開始年月日 

給付率引下げ終了年月日 

利用者負担減免・旧措置入所者適用開始年月日 

利用者負担減免・旧措置入所者適用終了年月日 

標準負担・特定標準負担負担額適用開始年月日 

標準負担・特定標準負担負担額適用終了年月日 

居宅サービス計画適用開始年月日 

居宅サービス計画適用終了年月日 

・ 当該履歴の居宅介護支援事業所番号が

直前履歴と異なる場合は、居宅サービス

計画適用終了年月日のみ引き継がない 

 

①異動年月日：2001/4/2 

 

②異動年月日：2001/11/1 

        

③異動年月日：2001/11/2 

受給者異動連絡票情報 

異動年月日：2001/4/1 

 

異動年月日：2001/10/1 

受給者台帳情報 

充当 

充当 

充当 

加
除
第
１
１
号 
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項目 引き継がない条件 

特定入所者介護サービス負担限度額適用開始年月

日 

特定入所者介護サービス負担限度額適用終了年月

日 

・ 開始年月日と終了年月日が共に設定さ

れてなく且つ、直前履歴の終了年月日が

設定されていて且つ、直前履歴の終了年

月日＜当該認定有効開始年月日の場合

は、開始年月日と終了年月日ともに引き

継がない 

・ 開始年月日のみが設定されていて且つ、

直前履歴の終了年月日が設定されてい

て且つ、直前履歴の終了年月日＜当該

開始年月日の場合は、終了年月日を引き

継がない 

社会福祉法人軽減情報軽減率適用開始年月日 

社会福祉法人軽減情報軽減率適用終了年月日 

特定入所者認定申請中区分コード、特定入所者介

護サービス区分コード、課税層の特例減額措置対

象、食費負担限度額、居住費（ユニット型個室）負担

限度額、居住費（ユニット型準個室）負担限度額、居

住費（従来型個室（特養等））負担限度額、居住費

（従来型個室（老健、療養等））負担限度額、居住費

（多床室）負担限度額 

・ 特定入所者介護サービス負担限度額適

用開始年月日と特定入所者介護サービ

ス負担限度額適用終了年月日を引き継

がなかった場合は、全項目ともに引き継

がない 

標準負担・特定標準負担（標準負担区分コード、負

担額、負担額適用開始年月日、負担額適用終了年

月日） 

・ 異動年月日が 2005 年 10 月 1 日以降は、

全項目ともに引き継がない 

居宅サービス計画作成区分コード 

居宅介護支援事業所（介護予防支援事業所）番号 

居宅サービス計画適用開始年月日 

居宅サービス計画適用終了年月日 

・ 要介護状態区分コードが“12：要支援 1”も

しくは“13：要支援 2”で居宅サービス計画

作成区分コード・居宅介護支援事業所

（介護予防支援事業所）番号の設定がな

く且つ、前履歴の居宅サービス計画作成

区分コードが“1：居宅介護支援事業所作

成”の場合は、全項目ともに引き継がない 

・ 要介護状態区分コードが“21：要介護 1”、

“22：要介護 2”、“23：要介護 3”、“24：要

介護 4”、“25：要介護 5”で居宅サービス

計画作成区分コード・居宅介護支援事業

所（介護予防支援事業所）番号の設定が

なく且つ、前履歴の居宅サービス計画作

成区分コードが“3：介護予防支援事業

所・地域包括支援センター作成”の場合

は、全項目ともに引き継がない 

小規模多機能型居宅介護の利用開始月における居

宅サービス等の利用の有無 

・ 前履歴の居宅サービス計画作成区分コ

ード、作成事業所、居宅サービス計画適

用開始年月日のいずれかが異なる場合

は、前履歴の「小規模多機能型居宅介護

の利用開始月における居宅サービス等の

利用の有無」の設定内容を引き継がない 

二次予防事業有効期間終了年月日 

・ 開始年月日のみが設定されていて且つ、

直前履歴の終了年月日が設定されてい

て且つ、直前履歴の終了年月日＜当該

開始年月日の場合は、終了年月日を引き

継がない 
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項目 引き継がない条件 

住所地特例適用終了年月日 

・ 受給者異動連絡票情報に設定された住

所地特例適用開始年月日が、直前履歴

の住所地特例適用年月日から住所地特

例適用終了年月日の期間に含まれない

場合は、終了年月日を引き継がない 

二割負担適用開始年月日 
二割負担適用終了年月日 

・ 二割負担適用開始年月日と二割負担適

用終了年月日が共に設定されてなく且

つ、直前履歴の二割負担適用終了年月

日が設定されていて且つ、直前履歴の二

割負担適用終了年月日＜当該認定有効

適用開始年月日の場合、二割負担適用

開始年月日と二割負担適用終了年月日

ともに引き継がない 

・ 二割負担適用終了年月日のみが未設定

且つ、直前履歴の二割負担適用終了年

月日が設定されていて且つ、直前履歴の

二割負担適用終了年月日＜当該二割負

担適用開始年月日の場合、二割負担適

用終了年月日を引き継がない 

三割負担適用開始年月日 
三割負担適用終了年月日 

・ 三割負担適用開始年月日と三割負担適

用終了年月日が共に設定されてなく且

つ、直前履歴の三割負担適用終了年月

日が設定されていて且つ、直前履歴の三

割負担適用終了年月日＜当該認定有効

適用開始年月日の場合、三割負担適用

開始年月日と三割負担適用終了年月日

ともに引き継がない 

・ 三割負担適用終了年月日のみが未設定

且つ、直前履歴の三割負担適用終了年

月日が設定されていて且つ、直前履歴の

三割負担適用終了年月日＜当該三割負

担適用開始年月日の場合、三割負担適

用終了年月日を引き継がない 
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 受給者異動情報の作成例 

 

 

 

 

 

被保険者番号 
要介護 

状態区分 

認定有効 

開始日 

認定有効 

終了日 
．． 

居宅介護支援

事業者番号 

計画作成 

届出年月日 

0000000010 ２１ 20000401 20000930 ．． 1400000090 20000601 

0000000020 ２２ 20000401 20000930 ．． 1400000020 20000401 

0000000030 ２２ 20000401 20000930 ．． 1400000030 20000401 

0000000040 ２３ 20000401 20000930 ．． 1400000040 20000401 

0000000050 ２３ 20000601 20001130 ．． 1400000050 20000401 

0000000060 ２４ 20000401 20000930 ．． 1400000060 20000401 

0000000070 ２４ 20000401 20000930 ．． 1400000010 20000401 

0000000080 ２２ 20000401 20000930 ．． 1400000020 20000401 

0000000090 ２１ 20000601 20001130 ．． 1400000030 20000601 

 

 

 

 

                     

 

 

 

 

 異動情報（磁気媒体） 

保険者 

番号 

異動 

区分 
被保険者番号 

要介護 

状態区分 

認定有効 

開始日 

認定有効 

終了日 
．． 

居宅介護支援

事業者番号 

計画作成 

届出年月日 

141003 2:変更 0000000010 ２１ 20000401 20000930 ．． 1400000090 20000601 

141003 2:変更 0000000050 ２３ 20000601 20001130 ．． 1400000050 20000401 

141003 1:新規 0000000090 ２１ 20000601 20001130 ．． 1400000030 20000601 

 
 
 

異動処理 

異動情報作成処理 

網掛けは更新

された項目 

加
除
第
４
号 
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 異動情報（紙） 

介護保険受給者異動連絡票（ＸＸ年ＸＸ月処理分） 

 

 

保険者

番号 

異動 

区分 
被保険者番号 

141003 2:変更 0000000010 

 
要介護 

状態区分 
認定有効開始日 認定有効終了日 

… 

居宅介護支援 

事業者番号 
計画作成届出年月日 

   1400000010 20000701 

 

訪問通所ｻｰﾋﾞｽ区分支給限度額 短期入所ｻｰﾋﾞｽ区分支給限度額 

  

 

 

 
 

 

 

１．５．２ 受給者異動情報作成のタイミングについて 

 保険者において受給者異動情報を作成するタイミングは、原則月 1 回と考えているが、同一月に２

回以上の異動が発生した場合については、異動の都度情報を作成するものとする。 

 

 （１） 情報作成方法 

 同一受給者における審査支払に関係する項目の異動が一月の中で複数回発生した場合は、異動

年月日によって異動時点の情報を作成する。 

 

 

 

 

 

        新規認定             居宅介護支援事業者変更 

          (4/15 届出、5/10 認定)                         (5/25) 

 
保険者 

番号 

異動 

年月日 

異動 

区分 

異動 

事由 
被保険者番号 

要介護 

状態区分 

資格 

取得日 

居宅介護支援

事業者番号 

認定有効 

開始日 

認定有効 

終了日 
．． 

141003 20000415 1:新規 01:取得 0000000010 ２１ 20000401 20045678 20000415 20001031 ．． 

141003 20000525 2:変更 99:その他 0000000010 ２１ 20000401 10012345 20000415 20001031 ．． 

 

      キー項目は必ず入力 

変更項目のみ記入 

記入しなくてもよい 

記入しなくてもよい 

５月 

キー項目は必ず記入 
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１．６ 広域連合及び政令市から国保連合会への台帳交換情報の作成方法 
 

１．６．１ 広域連合及び政令市における被保険者管理方法 
広域連合及び政令市が被保険者を管理するための前提条件を以下に示す。 

・ 被保険者番号は、広域連合及び政令市内においてユニークな番号とする。 

・ 被保険者が移転した場合は、同一の広域連合及び政令市内であれば被保険者番号の変更は

行わない。 

・ 被保険者証等に印字される保険者番号及び受給者異動情報で交換される保険者番号等は、

市町村又は行政区の番号とする。 

なお、ここでいう広域連合とは、複数の市町村で構成され、かつ、介護保険財政が一本化された

保険者を意味する。 

 

１．６．２ 広域連合及び政令市と国保連合会間における情報交換の想定ケース 

 
  情報交換のケースには以下の場合が想定される 

（１） ケース１ 

   制度施行時から、広域連合を組む場合。（政令市においては制度施行時に存在する政令市） 

（２） ケース２ 

   制度施行後に、広域連合を組む場合。（政令市においては制度施行後に指定される政令市） 

（３） ケース３ 

   広域連合に市町村が加わる場合。（政令市においては政令市に新たに行政区が 

できた場合） 

（４） ケース４ 

   広域連合から市町村が脱退する場合。 

（５） ケース５ 

   広域連合を解散する場合。 

（６） ケース６ 

   広域連合内の市町村が合併する場合。（政令市においては行政区が統合される 

場合） 

（７） ケース７ 

   広域連合同士が合併する場合。 

（８） ケース８ 

   受給者が広域連合内の市町村間で異動する場合。（政令市においては受給者が 

行政区間で異動する場合） 
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１．６．３ ケース１における交換情報作成方法 

  制度施行時より、広域連合を組む場合。（制度施行時に存在する政令市） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１） 広域連合（政令市）が作成する情報 

① 保険者異動情報 
② 市町村固有異動情報 
③ 市町村特別給付異動情報 
④ 広域連合異動情報（行政区異動情報） 
⑤ 受給者異動情報 
⑥ 地域密着型サービスコード異動情報 
⑦ 介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 
⑧ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 
⑨ 個人番号異動連絡票情報 

 
（２） 各市町村が作成する情報 

   各市町村からの情報は不要。 

A 市(142018) B 町(143014) 

D 市(142034) 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

C 町(143219) 

（）内は各市町村の保険者番号 
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（３）  広域連合（政令市）で作成する情報のイメージ 

①保険者異動情報 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 保険者名 保険者区分 ．． 

新規 登録 １４１００３ XX 県 XX 広域連合 ３：広域保険者 ．． 

 注）保険者区分の説明 
   １：単独保険者 ２：政令市 ３：広域連合の保険者 
   以降、同様とする。 
 

②市町村固有異動情報 

 

 

 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 区分支給限度基準額 種類支給限度基準額 ．． 

新規 登録 １４１００３ XXXXX XXXXX XXXXX …… XXXXX ．． 

 
③ 市町村特別給付異動情報 

 

 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 

市町村特別給付の

サービス 
報酬単位数 ．． 

新規 登録 １４１００３ XXXXX XXXXX ．． 

 
④広域連合異動情報（行政区異動情報） 

 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 

市町村

番号 

有効 

開始日 

市町村

番号 

有効 

開始日 

市町村

番号 

有効 

開始日 

市町村

番号 

有効 

開始日 
．． 

新規 登録 １４１００３ 142018 XXXX/XX/XX 143014 XXXX/XX/XX 143219 XXXX/XX/XX 142034 XXXX/XX/XX ．． 

 
⑤受給者異動情報 

 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
証記載保険者番号 被保険者番号 要介護状態区分 ．． 

新規 取得 １４２０１８ 1400000010 21：要介護度１ ．． 

新規 取得 １４３０１４ 1400000020 22：要介護度２ ．． 

新規 取得 １４３２１９ 1400000030 23：要介護度３ ．． 

新規 取得 １４２０３４ 1400000040 24：要介護度４ ．． 

 

広域保険者の番号 保険者の種別 

広域連合の保険者番号 
広域連合が設定する区分別、種

類別の支給限度基準額等 

広域連合の保険者番号 
広域連合が設定するサービスの

種類及び報酬単位数等 

広域連合の保険者番号 広域連合内の各市町村番号及び有効開始日 

保険者番号は各市町村毎の

市町村番号 
被保険者番号は広域連合

で一意な番号 

加
除
第
１
１
号 
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⑥地域密着型サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
有効開始日 ．． 

新規 ０１（固定値） １４２０１８ XX XXXX XXXX/XX/XX ．． 

新規 ０１（固定値） １４３０１４ XX XXXX XXXX/XX/XX ．． 

 
⑦介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
適用開始年月 ．． 

新規 ０１（固定値） １４２０１８ XX XXXX XXXX/XX ．． 

新規 ０１（固定値） １４３０１４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

 
⑧ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
適用開始年月 ．． 

新規 ０１（固定値） １４２０１８ XX XXXX XXXX/XX ．． 

新規 ０１（固定値） １４３０１４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

 
⑨ 個人番号異動連絡票情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 
被保険者番号 個人番号 

新規 ０１（受給者異動） １４２０１８ 1400000010 XXXXXXXXXXXX 

新規 ０１（受給者異動） １４３０１４ 1400000020 XXXXXXXXXXXX 

新規 ０１（受給者異動） １４３２１９ 1400000030 XXXXXXXXXXXX 

新規 ０１（受給者異動） １４２０３４ 1400000040 XXXXXXXXXXXX 

 
 

広域連合の保険者番号 

広域連合の保険者番号 

広域連合の証記載保険者 
番号 

広域連合の証記載保険者 
番号 
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このページは空白です。 
 

加
除
第
１
１
号 
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（４）  被保険者証のイメージ 
 
 
 
 
 
     XX 広域連合 Ａ市被保険者       XX 広域連合 Ｂ町被保険者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     XX 広域連合 Ｃ町被保険者       XX 広域連合 Ｄ市被保険者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 被保険者証の保険者番号は、それぞれの市町村番号（行政区番号）を記入する。 
 

 
 
 
 
 
 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000010 

氏名：ＸＸＸ ＸＸＸ  男 女 

 

住所：ＸＸ県Ａ市ＸＸ町ＸＸＸ 

 

保険者番号：１４２０１８ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000020 

氏名：○○○ ○○○ 男 女 

 

住所：ＸＸ県○郡Ｂ町○○○ 

 

保険者番号：１４３０１４ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000030 

氏名：△△△ △△△ 男 女 

 

住所：ＸＸ県△△郡Ｃ町△△△ 

 

保険者番号：１４３２１９ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000040 

氏名：□□□ □□□ 男 女 

 

住所：ＸＸ県Ｄ市□□町□□□ 

 

保険者番号：１４２０３４ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

加
除
第
１
１
号 
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１．６．４ ケース２における交換情報作成方法 

  制度施行後に、広域連合を組む場合。（制度施行後に指定される政令市） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１） 広域連合（政令市）が作成する情報 

① 保険者異動情報 
② 市町村固有異動情報 
③ 市町村特別給付異動情報 
④ 広域連合異動情報（行政区異動情報） 
⑤ 受給者異動情報 
⑥ 地域密着型サービスコード異動情報 
⑦ 介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 
⑧ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 
⑨ 個人番号異動連絡票情報 

 
（２） 各市町村が作成する情報 

① 保険者異動情報 

② 市町村固有異動情報 

③ 市町村特別給付異動情報 

④ 受給者異動情報 

⑤ 地域密着型サービスコード異動情報 

⑥ 介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 

⑦ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 

⑧ 個人番号異動連絡票 

A 市(142018) B 町(143014) 

D 市(142034) 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

C 町(143219) 
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（３）   広域連合（政令市）で作成する情報のイメージ 

ケース１に同様。 

 

（４）   各市町村が作成する情報のイメージ 

①保険者異動情報 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 保険者名 有効終了日 ．． 

終了 終了 １４２０１８ ＸＸ県Ａ市 XXXX/XX/XX ．． 

終了 終了 １４３０１４ ＸＸ県○郡Ｂ町 XXXX/XX/XX ．． 

終了 終了 １４３２１９ ＸＸ県△△郡Ｃ町 XXXX/XX/XX ．． 

終了 終了 １４２０３４ ＸＸ県Ｄ市 XXXX/XX/XX ．． 

 
 

②市町村固有異動情報 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 有効終了日 ．． 

終了 終了 １４２０１８ XXXX/XX/XX ．． 

終了 終了 １４３０１４ XXXX/XX/XX  

終了 終了 １４３２１９ XXXX/XX/XX  

終了 終了 １４２０３４ XXXX/XX/XX  

 
③市町村特別給付異動情報 

 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 有効終了日 

．． 

終了 終了 １４２０１８ XXXX/XX/XX ．． 

 
④受給者異動情報 

 
 

異動

区分 

異動

事由 
証記載保険者番号 被保険者番号 資格喪失年月日 ．． 

終了 喪失 １４２０１８ 1400000010 XXXX/XX/XX ．． 

終了 喪失 １４３０１４ 1400000020 XXXX/XX/XX  

終了 喪失 １４３２１９ 1400000030 XXXX/XX/XX  

終了 喪失 １４２０３４ 1400000040 XXXX/XX/XX  

 
 

各市町村の保険者番号 保険者情報の終了 

各市町村毎に作成 

各市町村毎に作成 

各市町村の保険者番号 

各市町村の保険者番号 

各市町村毎に作成 

各市町村の保険者番号 各市町村毎に作成 

市町村情報の終了 

市町村特別給付情報の終了 

受給者情報の終了 

加
除
第
１
１
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⑤地域密着型サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
有効終了日 ．． 

終了 ０１（固定値） １４２０１８ XX XXXX XXXX/XX/XX ．． 

終了 ０１（固定値） １４３０１４ XX XXXX XXXX/XX/XX ．． 

終了 ０１（固定値） １４３２１９ XX XXXX XXXX/XX/XX  

終了 ０１（固定値） １４２０３４ XX XXXX XXXX/XX/XX  

 
⑥介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
適用終了年月 ．． 

終了 ０１（固定値） １４２０１８ XX XXXX XXXX/XX ．． 

終了 ０１（固定値） １４３０１４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

終了 ０１（固定値） １４３２１９ XX XXXX XXXX/XX ．． 

終了 ０１（固定値） １４２０３４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

 
⑦ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 証記載保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
適用終了年月 ．． 

終了 ０１（固定値） １４２０１８ XX XXXX XXXX/XX ．． 

終了 ０１（固定値） １４３０１４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

終了 ０１（固定値） １４３２１９ XX XXXX XXXX/XX ．． 

終了 ０１（固定値） １４２０３４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

 
⑧ 個人番号異動連絡票情報 

 
異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 
被保険者番号 個人番号 

終了 ０１（受給者異動） １４２０１８ 1400000010 XXXXXXXXXXXX 

終了 ０１（受給者異動） １４３０１４ 1400000020 XXXXXXXXXXXX 

終了 ０１（受給者異動） １４３２１９ 1400000030 XXXXXXXXXXXX 

終了 ０１（受給者異動） １４２０３４ 1400000040 XXXXXXXXXXXX 

 
 
 

各市町村の保険者番号 

各市町村の保険者番号 

各市町村の証記載保険

者番号 

各市町村の保険者番号 

各市町村毎に作成 
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このページは空白です。 

加
除
第
４
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（５） 被保険者証のイメージ 
     被保険者証は広域連合にて再発行 
 
 
 
 
 
     XX 広域連合 Ａ市被保険者       XX 広域連合 Ｂ町被保険者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     XX 広域連合 Ｃ町被保険者      XX 広域連合 Ｄ市被保険者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 被保険者証の保険者番号は、それぞれの市町村番号（行政区番号）を記入する。 
 

 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000010 

氏名：ＸＸＸ ＸＸＸ  男 女 

 

住所：ＸＸ県Ａ市ＸＸ町ＸＸＸ 

 

保険者番号：１４２０１８ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000020 

氏名：○○○ ○○○ 男 女 

 

住所：ＸＸ県○郡Ｂ町○○○ 

 

保険者番号：１４３０１４ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000030 

氏名：△△△ △△△ 男 女 

 

住所：ＸＸ県△△郡Ｃ町△△△ 

 

保険者番号：１４３２１９ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000040 

氏名：□□□ □□□ 男 女 

 

住所：ＸＸ県Ｄ市□□町□□□ 

 

保険者番号：１４２０３４ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

加
除
第
４
号 
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１．６．５ ケース３における交換情報作成 

  広域連合に市町村が加わる場合。（政令市に新たに行政区ができた場合） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１） 広域連合（政令市）が作成する情報 

① 広域連合異動情報（行政区異動情報） 
② 受給者異動情報 
③ 個人番号異動連絡票情報 

 
（２） 新たに広域連合に加わる市町村が作成する情報 

① 保険者異動情報 
② 市町村固有異動情報 
③ 市町村特別給付異動情報 
④ 受給者異動情報 
⑤ 地域密着型サービスコード異動情報 
⑥ 介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 
⑦ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 
⑧ 個人番号異動連絡票情報 
 

B 町が広域連合に加入 

A 市(142018) 
B 町(143014) 

D 市(142034) 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

C 町(143219) 
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（３）  広域連合（政令市）で作成する情報のイメージ 
① 広域連合異動情報（行政区異動情報） 

 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 

市町村

番号 

有効 

開始日 
     ．． 

新規 加盟 １４１００３ 143014 XXXX/XX/XX      ．． 

 
② 受給者異動情報 

 
 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
証記載保険者番号 被保険者番号 要介護状態区分 ．． 

新規 取得 １４３０１４ 1400000020 22：要介護度２ ．． 

 

③ 個人番号異動連絡票情報 
 
 
 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 
被保険者番号 個人番号 

新規 ０１（受給者異動） １４３０１４ 1400000020 XXXXXXXXXXXX 

 

（４）  新たに広域連合に加わる市町村が作成する情報のイメージ 

①保険者異動情報 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 保険者名 有効終了日 ．． 

終了 終了 １４３０１４ ＸＸ県○郡Ｂ町 XXXX/XX/XX ．． 

 
②市町村固有異動情報 

 
異動

区分 

異動

事由 
証記載保険者番号 有効終了日 ．． 

終了 終了 １４３０１４ XXXX/XX/XX ．． 

広域連合の保険者番号 新たに加わった市町村の番号及び有効開始日 

保険者番号は B 町

の市町村番号 
被保険者番号は広域連合

で一意な番号を付番 

B 町の保険者番号 保険者情報の終了 

B 町の保険者番号 市町村情報の終了 

保険者番号は B 町

の市町村番号 
被保険者番号は広域連合

で一意な番号を付番 
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③市町村特別給付異動情報 

 
異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 有効終了日 ．． 

終了 終了 １４３０１４ XXXX/XX/XX ．． 

 
④受給者異動情報 

 
異動

区分 

異動

事由 
証記載保険者番号 被保険者番号 資格喪失年月日 ．． 

終了 喪失 １４３０１４ 1400000021 XXXX/XX/XX ．． 

 
⑤地域密着型サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
有効終了日 ．． 

終了 ０１（固定値） １４３０１４ XX XXXX XXXX/XX/XX ．． 

 
⑥介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
適用終了年月 ．． 

終了 ０１（固定値） １４３０１４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

 
⑦介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者 

番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
適用終了年月 ．． 

終了 ０１（固定値） １４３０１４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

 
⑧個人番号異動連絡票情報 

 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 
被保険者番号 個人番号 

終了 ０１（受給者異動） １４３０１４ 1400000021 XXXXXXXXXXXX 

 

 

市町村特別給付情報の終了 B 町の保険者番号 

B 町の保険者番号 受給者情報の終了 

B 町の保険者番号 

B 町の保険者番号 

B 町の証記載保険者 
番号 

B 町の保険者番号 
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このページは空白です。 
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（５）被保険者証のイメージ 
 被保険者証は広域連合にて再発行 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 被保険者証の保険者番号は、市町村番号（行政区番号）を記入する。 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000021 

氏名：○○○ ○○○ 男 女 

 

住所：ＸＸ県○郡Ｂ町○○○ 

 

保険者番号：１４３０１４ 

保険者名称：ＸＸ県○郡Ｂ町 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000020 

氏名：○○○ ○○○ 男 女 

 

住所：ＸＸ県○郡Ｂ町○○○ 

 

保険者番号：１４３０１４ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

広域連合にて再発行 

ＸＸ県○郡Ｂ町 

保険者番号:143014 

加
除
第
１
１
号 
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１．６．６ ケース４における交換情報作成 

   広域連合から市町村が脱退する場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１） 広域連合が作成する情報 

① 広域連合異動情報 
② 受給者異動情報 
③ 個人番号異動連絡票情報 

 
（２） 広域連合から脱退した市町村が作成する情報 

① 保険者異動情報 
② 市町村固有異動情報 
③ 市町村特別給付異動情報 
④ 受給者異動情報 
⑤ 地域密着型サービスコード異動情報 
⑥ 介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 
⑦ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 
⑧ 個人番号異動連絡票情報 
 

D 市(142034) 
ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

広域連合から脱退 
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（３）  広域連合で作成する情報のイメージ 
① 広域連合異動情報 

 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 

市町村

番号 

有効 

終了日 
     ．． 

終了 脱退 １４１００３ 142034 XXXX/XX/XX      ．． 

 
② 受給者異動情報 

 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 被保険者番号 資格喪失年月日 ．． 

終了 喪失 １４２０３４ 1400000040 XXXX/XX/XX ．． 

 

③ 個人番号異動連絡票情報 
 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 
被保険者番号 個人番号 

終了 ０１（受給者異動） １４２０３４ 1400000040 XXXXXXXXXXXX 

 

（４）  広域連合から脱退した市町村が作成する情報のイメージ 

① 保険者異動情報 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 保険者名 保険者区分 ．． 

新規 登録 １４２０３４ XX 県 D 市 １：単独保険者 ．． 

 

② 市町村固有異動情報 

 

 

 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 区分支給限度基準額 種類支給限度基準額 ．． 

新規 登録 １４２０３４ XXXXX XXXXX XXXXX …… XXXXX ．． 

 

③ 市町村特別給付異動情報 
 

 

 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 

市町村特別給付の

サービス 
報酬単位数 ．． 

新規 登録 １４２０３４ XXXXX XXXXX ．． 

広域連合の保険者番号 脱退した市町村の番号及び有効終了日 

Ｄ市の保険者番号 保険者の種別 

Ｄ市の保険者番号 

保険者毎に設定される区分別、

種類別の支給限度額等 

Ｄ市の保険者番号

保険者毎に設定されるサービス

の種類及び報酬単位数等 

脱退した市町村の保険者番号 受給者情報の終了 脱退した市町村の保険者番号 

脱退した市町村の保険者番号 
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④ 受給者異動情報 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
証記載保険者番号 被保険者番号 要介護状態区分 ．． 

新規 取得 １４２０３４ 1400000041 24：要介護度４ ．． 

 
⑤地域密着型サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
有効開始日 ．． 

新規 ０１（固定値） １４２０３４ XX XXXX XXXX/XX/XX ．． 

 
⑥介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
適用開始年月 ．． 

新規 ０１（固定値） １４２０３４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

 
⑦介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
適用開始年月 ．． 

新規 ０１（固定値） １４２０３４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

 
⑧個人番号異動連絡票情報 

 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 
被保険者番号 個人番号 

新規 ０１（受給者異動） １４２０３４ 1400000041 XXXXXXXXXXXX 

 
 
 

Ｄ市の保険者番号 
被保険者番号はＤ市の保険者

にて新たに付番 

Ｄ市の保険者番号 

Ｄ市の保険者番号 

Ｄ市の証記載保険者 
番号 

Ｄ市の保険者番号 
被保険者番号はＤ市の保険者

にて新たに付番 
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（５）被保険者証のイメージ 
     被保険者証は各市町村にて再発行 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000040 

氏名：□□□ □□□ 男 女 

 

住所：ＸＸ県Ｄ市□□町□□□ 

 

保険者番号：１４２０３４ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000041 

氏名：□□□ □□□ 男 女 

 

住所：ＸＸ県Ｄ市□□町□□□ 

 

保険者番号：１４２０３４ 

保険者名称：ＸＸ県Ｄ市 

Ｄ市保険者にて再発行 

ＸＸ県Ｄ市 

保険者番号:142034 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

加
除
第
４
号 
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１．６．７ ケース５における交換情報作成 
  広域連合を解散する場合 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１） 広域連合が作成する情報 

①    保険者異動情報 
②    市町村固有異動情報 
③    市町村特別給付異動情報 
④    広域連合異動情報（行政区異動情報） 
⑤    受給者異動情報 
⑥    地域密着型サービスコード異動情報 
⑦    介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 
⑧    介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 
⑨    個人番号異動連絡票情報 

 
（２） 各市町村が作成する情報 

① 保険者異動情報 
② 市町村固有異動情報 
③ 市町村特別給付異動情報 
④ 受給者異動情報 
⑤ 地域密着型サービスコード異動情報 
⑥ 介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 
⑦ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 
⑧ 個人番号異動連絡票情報 
 

A 市(142018) B 町(143014) 

D 市(142034) 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

C 町(143219) 
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（３）    広域連合で作成する情報のイメージ 

① 保険者異動情報 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 保険者名 有効終了日 ．． 

終了 終了 １４１００３ ＸＸ県ＸＸ広域連合 XXXX/XX/XX ．． 

 
② 市町村固有異動情報 

 
  

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 有効終了日 ．． 

終了 終了 １４１００３ XXXX/XX/XX ．． 

 
③ 市町村特別給付異動情報 
 
 
異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 有効終了日 ．． 

終了 終了 １４１００３ XXXX/XX/XX ．． 

 
④ 広域連合異動情報（行政区異動情報） 
 
 
 
異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 

市町村

番号 

有効 

終了日 

市町村

番号 

有効 

終了日 

市町村

番号 

有効 

終了日 

市町村

番号 

有効 

終了日 
．． 

終了 終了 １４１００３ 142018 XXXX/XX/XX 143014 XXXX/XX/XX 143219 XXXX/XX/XX 142034 XXXX/XX/XX ．． 

 
⑤ 受給者異動情報 

 
 

異動

区分 

異動

事由 
証記載保険者番号 被保険者番号 資格喪失年月日 ．． 

終了 喪失 １４２０１８ 1400000010 XXXX/XX/XX ．． 

終了 喪失 １４３０１４ 1400000020 XXXX/XX/XX ．． 

終了 喪失 １４３２１９ 1400000030 XXXX/XX/XX ．． 

終了 喪失 １４２０３４ 1400000040 XXXX/XX/XX ．． 

 

⑥ 地域密着型サービスコード異動情報 
 

異動

区分 
異動事由 保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
有効終了日 ．． 

終了 ０１（固定値） １４１００３ XX XXXX XXXX/XX/XX ．． 

広域連合の保険者番号 保険者情報の終了 

市町村特別給付情報の終了 広域連合の保険者番号 

各市町村の保険者番号 受給者情報の終了 

広域連合の保険者番号 保険者情報の終了 

広域連合内の各市町村番号

及び有効終了日 
広域連合の保険者番号 

広域連合の保険者番号 

加
除
第
１
１
号 
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⑦ 介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 

 
 

異動

区分 
異動事由 保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
適用終了年月 ．． 

終了 ０１（固定値） １４１００３ XX XXXX XXXX/XX ．． 

 
⑧ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 

 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
適用終了年月 ．． 

終了 ０１（固定値） １４１００３ XX XXXX XXXX/XX ．． 

 
⑨ 個人番号異動連絡票情報 

 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 
被保険者番号 個人番号 

終了 ０１（受給者異動） １４２０１８ 1400000010 XXXXXXXXXXXX 

終了 ０１（受給者異動） １４３０１４ 1400000020 XXXXXXXXXXXX 

終了 ０１（受給者異動） １４３２１９ 1400000030 XXXXXXXXXXXX 

終了 ０１（受給者異動） １４２０３４ 1400000040 XXXXXXXXXXXX 

 
 

広域連合の保険者番号 

広域連合の証記載保険者番号 

各市町村の保険者番号 
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- ９１ - 

（４）    各市町村が作成する情報のイメージ 

① 保険者異動情報 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 保険者名 保険者区分 ．． 

新規 登録 １４２０１８ XX 県Ａ市 １：単独保険者 ．． 

新規 登録 １４３０１４ ＸＸ県○郡Ｂ町 １：単独保険者 ．． 

新規 登録 １４３２１９ ＸＸ県△△郡Ｃ町 １：単独保険者 ．． 

新規 登録 １４２０３４ XX 県Ｄ市 １：単独保険者 ．． 

 
② 市町村固有異動情報 

 

 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 区分支給限度基準額 種類支給限度基準額 ．． 

新規 登録 １４２０１８ XXXXX XXXXX XXXXX …… XXXXX ．． 

新規 登録 １４３０１４ XXXXX XXXXX XXXXX …… XXXXX ．． 

新規 登録 １４３２１９ XXXXX XXXXX XXXXX …… XXXXX ．． 

新規 登録 １４２０３４ XXXXX XXXXX XXXXX …… XXXXX ．． 

 
 

③ 市町村特別給付異動情報 

 

 

 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 

市町村特別給付の

サービス 
報酬単位数 ．． 

新規 登録 １４２０１８ XXXXX XXXXX ．． 

新規 登録 １４３０１４ XXXXX XXXXX ．． 

新規 登録 １４３２１９ XXXXX XXXXX ．． 

新規 登録 １４２０３４ XXXXX XXXXX ．． 

 
④ 受給者異動情報 

 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
証記載保険者番号 被保険者番号 要介護状態区分 ．． 

新規 取得 １４２０１８ 1400000011 21：要介護度１ ．． 

新規 取得 １４３０１４ 1400000021 22：要介護度２ ．． 

新規 取得 １４３２１９ 1400000031 23：要介護度３ ．． 

新規 取得 １４２０３４ 1400000041 24：要介護度４ ．． 

 
 

被保険者番号は各市町村

で新たに付番 
保険者番号は各市町村毎の

市町村番号 

各市町村毎に作成 

各市町村の保険者番号 保険者毎に設定されるサービス

の種類及び報酬単位数等 

各市町村毎に作成 

各市町村の保険者番号 
保険者毎に設定される区分

別、種類別の支給限度額等 

各市町村毎に作成 

各市町村の保険者番号 保険者の種別 

各市町村毎に作成 

加
除
第
１
１
号 
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⑤ 地域密着型サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
有効開始日 ．． 

新規 ０１（固定値） １４２０１８ XX XXXX XXXX/XX/XX ．． 

新規 ０１（固定値） １４３０１４ XX XXXX XXXX/XX/XX ．． 

新規 ０１（固定値） １４３２１９ XX XXXX XXXX/XX/XX ．． 

新規 ０１（固定値） １４２０３４ XX XXXX XXXX/XX/XX ．． 

 
⑥ 介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 保険者番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
適用開始年月 ．． 

新規 ０１（固定値） １４２０１８ XX XXXX XXXX/XX ．． 

新規 ０１（固定値） １４３０１４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

新規 ０１（固定値） １４３２１９ XX XXXX XXXX/XX ．． 

新規 ０１（固定値） １４２０３４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

 
⑦ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 

 
 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者 

番号 

サービス種類

コード 

サービス項目

コード 
適用開始年月 ．． 

新規 ０１（固定値） １４２０１８ XX XXXX XXXX/XX ．． 

新規 ０１（固定値） １４３０１４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

新規 ０１（固定値） １４３２１９ XX XXXX XXXX/XX ．． 

新規 ０１（固定値） １４２０３４ XX XXXX XXXX/XX ．． 

 
⑧ 個人番号異動連絡票情報 

 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 
被保険者番号 個人番号 

新規 ０１（受給者異動） １４２０１８ 1400000011 XXXXXXXXXXXX 

新規 ０１（受給者異動） １４３０１４ 1400000021 XXXXXXXXXXXX 

新規 ０１（受給者異動） １４３２１９ 1400000031 XXXXXXXXXXXX 

新規 ０１（受給者異動） １４２０３４ 1400000041 XXXXXXXXXXXX 

各市町村の保険者番号 

各市町村の保険者番号 

各市町村の証記載保険

者番号 

保険者番号は各市町村毎の

市町村番号 
被保険者番号は各市町村

で新たに付番 
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このページは空白です。 
 

加
除
第
４
号 
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（５）   被保険者証のイメージ 
     被保険者証は各市町村にて再発行 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000011 

氏名：ＸＸＸ ＸＸＸ  男 女 

 

住所：ＸＸ県Ａ市ＸＸ町ＸＸＸ 

 

保険者番号：１４２０１８ 

保険者名称：ＸＸ県Ａ市 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000021 

氏名：○○○ ○○○ 男 女 

 

住所：ＸＸ県○郡Ｂ町○○○ 

 

保険者番号：１４３０１４ 

保険者名称：ＸＸ県○郡Ｂ町 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000031 

氏名：△△△ △△△ 男 女 

 

住所：ＸＸ県△△郡Ｃ町△△△ 

 

保険者番号：１４３２１９ 

保険者名称：ＸＸ県△△郡Ｃ町 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000041 

氏名：□□□ □□□ 男 女 

 

住所：ＸＸ県Ｄ市□□町□□□ 

 

保険者番号：１４２０３４ 

保険者名称：ＸＸ県Ｄ市 

ＸＸ県Ａ市 

保険者番号:142018 

ＸＸ県△△郡Ｃ町 

保険者番号:143219 

ＸＸ県○郡Ｂ町 

保険者番号:143014 

ＸＸ県Ｄ市 

保険者番号:142034 

加
除
第
３
号 
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１．６．８ ケース６における交換情報作成 

  広域連合内の市町村が合併する場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１） 広域連合が作成する情報 

① 広域連合異動情報 
② 受給者異動情報 
③ 個人番号異動連絡票情報 

 
（２） 各市町村が作成する情報 

   各市町村からの情報は不要。 

D 市(142034) 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

C 町(143219) 

D 市(142034) 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

Ｃ町がＤ市に吸収合併 
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 （３）    広域連合で作成する情報のイメージ 

① 広域連合異動情報 
 

 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 

市町村

番号 

有効 

終了日 
     ．． 

終了 終了 １４１００３ 143219 XXXX/XX/XX      ．． 

 
② 受給者異動情報 

 
 
 
 

異動

区分 

異動 

事由 
証記載保険者番号 被保険者番号 要介護状態区分 ．． 

変更 その他 １４２０３４ 1400000030 23：要介護度３ ．． 

 

③ 個人番号異動連絡票情報 
 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 
被保険者番号 個人番号 

変更 ０１（受給者異動） １４２０３４ 1400000030 XXXXXXXXXXXX 

 

広域連合の保険者番号 合併により廃止しとなったＣ町の

市町村番号及び有効終了日 

保険者番号は D 市の

市町村番号 被保険者番号は変更しない。 

保険者番号は D 市の

市町村番号 
被保険者番号は変更しない。 
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 （４）    被保険者証のイメージ 
     被保険者証の保険者番号をＤ市に変更して再発行 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 被保険者証の保険者番号は、市町村番号（行政区番号）を記入する。 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000030 

氏名：△△△ △△△ 男 女 

 

住所：ＸＸ県Ｄ市□□町□□□ 

 

保険者番号：１４２０３４ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

Ｄ市の保険者番号に

て再発行 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000030 

氏名：△△△ △△△ 男 女 

 

住所：ＸＸ県△△郡Ｃ町△△△ 

 

保険者番号：１４３２１９ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

加
除
第
３
号 
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１．６．９ ケース７における交換情報作成 
  広域連合同士が合併する場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１） 合併後の広域連合が作成する情報 
① 広域連合異動情報 
② 受給者異動情報 
③ 個人番号異動連絡票情報 

 
（２） 新たに広域連合に加わる元の広域連合が作成する情報 

① 保険者異動情報 
② 市町村固有異動情報 
③ 市町村特別給付異動情報 
④ 広域連合異動情報（行政区異動情報） 
⑤ 受給者異動情報 
⑥ 地域密着型サービスコード異動情報 
⑦ 介護予防・日常生活支援総合事業（経過措置）サービスコード異動情報 
⑧ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動情報 
⑨ 個人番号異動連絡票情報 

A 市(142018) B 町(143014) 

D 市(142034) 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

C 町(143219) 

E 町(143421) 

ＸＸ県○○広域連合 

広域保険者番号:141305 

F 町(143413) 

A 市(142018) B 町(143014) 

D 市(142034) 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

C 町(143219) 

E 町(143421) F 町(143413) 
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（３）   広域連合で作成する情報のイメージ 
① 広域連合異動情報 

 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
保険者番号 

市町村

番号 

有効 

開始日 

市町村

番号 

有効 

開始日 
   ．． 

新規 加盟 １４１００３ 143421 XXXX/XX/XX 143413 XXXX/XX/XX    ．． 

 
② 受給者異動情報 

 
 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
証記載保険者番号 被保険者番号 要介護状態区分 ．． 

新規 取得 １４３４２１ 1400000050 21：要介護度１ ．． 

新規 取得 １４３４１３ 1400000060 22：要介護度２ ．． 

 

③ 個人番号異動連絡票情報 
 
 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 
被保険者番号 個人番号 

新規 ０１（受給者異動） １４３４２１ 1400000050 XXXXXXXXXXXX 

新規 ０１（受給者異動） １４３４１３ 1400000060 XXXXXXXXXXXX 

 

 

（４）   新たに広域連合に加わる元の広域連合が作成する情報のイメージ 

ケース５の広域連合で作成する情報に同様。 

 
 

 

広域連合の保険者番号 新たに加わった市町村の番号及び有効開始日 

保険者番号はE町、F町の

市町村番号 
被保険者番号は広域連合

で一意な番号を付番 

保険者番号はE町、F町の

市町村番号 
被保険者番号は広域連合

で一意な番号を付番 
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（５）   被保険者証のイメージ 
     被保険者証は合併後の広域連合で新たに付番 
 
 
 
 
    ○○広域連合 Ｅ町被保険者       ○○広域連合 Ｆ町被保険者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     XX 広域連合 Ｅ町被保険者      XX 広域連合 Ｆ町被保険者 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 被保険者証の保険者番号は、それぞれの市町村番号（行政区番号）を記入する。 
 
 
 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000051 

氏名：ＸＸＸ ＸＸＸ  男 女 

 

住所：ＸＸ県○郡Ｅ町○○○ 

 

保険者番号：１４３４１３ 

保険者名称：ＸＸ県○○広域連合 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000061 

氏名：○○○ ○○○ 男 女 

 

住所：ＸＸ県○郡Ｆ町○○○ 

 

保険者番号：１４３４２１ 

保険者名称：ＸＸ県○○広域連合 

ＸＸ県○○広域連合 

広域保険者番号:141305 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000050 

氏名：ＸＸＸ ＸＸＸ 男 女 

 

住所：ＸＸ県○郡Ｅ町○○○ 

 

保険者番号：１４３４１３ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000060 

氏名：○○○ ○○○ 男 女 

 

住所：ＸＸ県○郡Ｆ町○○○ 

 

保険者番号：１４３４２１ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 
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１．６．１０ ケース８における交換情報作成 
   受給者が広域連合内の市町村間で異動する場合。（行政区間で異動する場合） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
（１） 広域連合（政令市）が作成する情報 

① 受給者異動情報 
② 個人番号異動連絡票情報 

 
 

（２） 各市町村が作成する情報 
   各市町村からの情報は不要。 

D 市(142034) 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

C 町(143219) 

市町村間で転居 
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（３）   広域連合（政令市）で作成する情報のイメージ 

① 受給者異動情報 
 
 
 

異動

区分 

異動

事由 
証記載保険者番号 被保険者番号 要介護状態区分 ．． 

変更 
区間

異動 
１４２０３４ 1400000030 23：要介護度３ ．． 

 

② 個人番号異動連絡票情報 
 
 
 

異動

区分 
異動事由 

証記載保険者

番号 
被保険者番号 個人番号 

変更 ０１（受給者異動） １４２０３４ 1400000030 XXXXXXXXXXXX 

 

 

（４）   被保険者証のイメージ 
     被保険者証の保険者番号をＤ市に変更して再発行 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※ 被保険者証の保険者番号は、それぞれの市町村番号（行政区番号）を記入する。 

 

保険者番号は D 市の

市町村番号 
被保険者番号は変更しな

い。（Ｃ町の被保険者番号） 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000030 

氏名：△△△ △△△ 男 女 

 

住所：ＸＸ県Ｄ市□□町□□□ 

 

保険者番号：１４２０３４ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

Ｄ市の保険者番号に

て再発行 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

ＸＸ県ＸＸ広域連合 

広域保険者番号:141003 

介護保険被保険者証 
被保険者番号：1400000030 

氏名：△△△ △△△ 男 女 

 

住所：ＸＸ県△△郡Ｃ町△△△ 

 

保険者番号：１４３２１９ 

保険者名称：ＸＸ県ＸＸ広域連合 

保険者番号は D 市の

市町村番号 
被保険者番号は変更しな

い。（Ｃ町の被保険者番号） 
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１．６．１１ 交換する情報と想定ケースとの対応表 

 

交換情報 
ケース１ ケース２ ケース３ ケース４ 

広域 

連合 
市町村 

広域 

連合 
市町村 

広域 

連合 
市町村 

広域 

連合 
市町村 

保険者異動情報 新規 × 新規 終了 × 終了 × 新規 

市町村固有異動情報 新規 × 新規 終了 × 終了 × 新規 

市町村特別給付異動情報 新規 × 新規 終了 × 終了 × 新規 

広域連合異動情報 

（行政区異動情報） 
新規  新規  新規  終了  

受給者異動情報 新規 × 新規 終了 新規 終了 終了 新規 

地域密着型サービスコー

ド異動情報 
新規 × 新規 終了 × 終了 × 新規 

介護予防・日常生活支援

総合事業（経過措置） 
サービスコード異動情報 

新規 × 新規 終了 × 終了 × 新規 

介護予防・日常生活支援

総合事業サービスコード

異動情報 
新規 × 新規 終了 × 終了 × 新規 

個人番号異動連絡票情報 新規 × 新規 終了 新規 終了 終了 新規 
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交換情報 
ケース５ ケース６ ケース７ ケース８ 

広域 

連合 
市町村 

広域 

連合 
市町村 

広域連合 

(統合先) 

広域連合 

(廃止) 

広域 

連合 
市町村 

保険者異動情報 終了 新規 × × × 終了 × × 

市町村固有異動情報 終了 新規 × × × 終了 × × 

市町村特別給付異動情報 終了 新規 × × × 終了 × × 

広域連合異動情報 

（行政区異動情報） 
終了  終了  新規 終了 ×  

受給者異動情報 終了 新規 変更 × 新規 終了 変更 × 

地域密着型サービスコー

ド異動情報 
終了 新規 × × × 終了 × × 

介護予防・日常生活支援

総合事業（経過措置） 
サービスコード異動情報 

終了 新規 × × × 終了 × × 

介護予防・日常生活支援

総合事業サービスコード

異動情報 
終了 新規 × × × 終了 × × 

個人番号異動連絡票情報 終了 新規 変更 × 新規 終了 変更 × 

 

加
除
第
１
１
号 
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１．７ 帳票イメージ 

加
除
第
１
１
号 



 

 

-
 
１

０
２

 - 

異動年月日
年号 年 月 日

[資格]
資格取得年月日 資格喪失年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日
1:男
2:女

[要介護認定] [支給限度基準額]
みなし
区分 年号 年 月 日 年号 年 月 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[居宅サービス計画届出] [利用者負担減免 ・旧措置入所者]

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[標準負担・特定標準負担] [償還払化] [給付上の措置]

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年 月 日 年 月 日

[特定入所者介護サービス]

年号 年 月 日 年号 年 月 日

[老人保健受給者] [社会福祉法人軽減情報] [二次予防事業]

年号 年 月 日 年号 年 月

[申請情報] [国民健康保険資格] [後期高齢者医療資格]

[住所地特例] [二割負担] [三割負担]

保険者→国保連

介護保険　受給者情報異動連絡票（イメージ）
　　　　年　　　月　　　日　（　　　　　頁）

保険者名

証記載保険者
番号

被保険者番号 異動区分

1:新規　2:変更　3:終了

異動事由 被保険者氏名（カナ）
生年月日

性別
年号 年 月 日

-

要介護
状態区分

有効期間開始年月日 有効期間終了年月日 公費負担

上限額減額
区分

支給限度
基準額

上限管理適用開始年月日 上限管理適用終了年月日

日

1
支給限度基準額

(旧訪問通所)

(旧短期入所)

計画作
成区分

居宅介護
支援事業所番号

適用開始年月日 適用終了年月日 減免
中区分

利用者
負担区分

給付率
適用開始年月日 適用終了年月日

標準負
担区分

負担額
適用開始年月日 適用終了年月日 償還払化開始年月日 償還払化終了年月日 給付率引下げ開始年月日 給付率引下げ終了年月日

年号 年号

認定申請

中区分

サービス

区分

特例減額

措置対象

食費負担
限度額

居住費負担限度額 適用開始年月日 適用終了年月日
ﾕﾆｯﾄ型個室 ﾕﾆｯﾄ型個室的多床室 従来型個室（特） 従来型個室(老・療) 多床室 新１ 新２ 新３

広域(政令市)
保険者番号

老人保健
市町村番号

老人保健
受給者番号

軽減率
軽減率適用開始年月日 軽減率適用終了年月日 小規模居宅

サービス利用

事業

区分

有効期間開始年月日 有効期間終了年月日

日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

適用開始年月日 適用終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 日 日

5311

月 年 月 日 年号 年 月年号

被保険者番号
(後期)

申請

種別

変更申請中

区分

申請年月日
年

保険者番号
(後期)月年号 日

月 日

保険者番号
(国保)

被保険者証番号
(国保)

宛名番号

適用開始年月日 適用終了年月日

年号 年 月 日 年号 年
対象者

区分

施設所在

保険者番号

適用開始年月日 適用終了年月日

住所地郵便番号



 

 

-
 
１

０
３

 - 

異動年月日 訂正年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日

[資格]
資格取得年月日 資格喪失年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日
1:男
2:女

[要介護認定] [支給限度基準額]
みなし
区分 年号 年 月 日 年号 年 月 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[居宅サービス計画届出] [利用者負担減免 ・旧措置入所者]

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[標準負担・特定標準負担] [償還払化] [給付上の措置]

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年 月 日 年 月 日

[特定入所者介護サービス]

年号 年 月 日 年号 年 月 日

[老人保健受給者] [社会福祉法人軽減情報] [二次予防事業]

年号 年 月 日 年号 年 月

[申請情報] [国民健康保険資格] [後期高齢者医療資格]

[住所地特例] [二割負担] [三割負担]

保険者→国保連

介護保険　受給者情報訂正連絡票（イメージ）
　　　　年　　　月　　　日　（　　　　　頁）

保険者名

証記載保険者
番号

被保険者番号 訂正区分

2:修正　3:削除

異動事由 被保険者氏名（カナ）
生年月日

性別
年号 年 月 日

上限管理適用開始年月日上限管理適用終了年月日

日

-

要介護
状態区分

有効期間開始年月日 有効期間終了年月日 公費負担
上限額減額

区分
支給限度
基準額

支給限度基準額

(旧訪問通所)

(旧短期入所)

計画作
成区分

居宅介護
支援事業所番号

適用開始年月日 適用終了年月日 減免
中区分

利用者
負担区分

給付率
適用開始年月日 適用終了年月日

標準負
担区分

負担額
適用開始年月日 適用終了年月日 償還払化開始年月日

軽減率適用終了年月日 小規模居宅

サービス利用

給付率引下げ開始年月日給付率引下げ終了年月日

年号 年号
償還払化終了年月日

事業
区分

有効期間開始年月日 有効期間終了年月日広域(政令市)
保険者番号

老人保健
市町村番号

老人保健
受給者番号

軽減率
軽減率適用開始年月日

日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

年号 年号 年

5321

適用開始年月日 適用終了年月日 適用開始年月日 適用終了年月日

月年号 年 月 日 年号年号 年 月 日

認定申請

中区分

サービス

区分

特例減額

措置対象

食費負担
限度額

居住費負担限度額 適用開始年月日 適用終了年月日

新２ 新３ﾕﾆｯﾄ型個室 ﾕﾆｯﾄ型個室的多床室 従来型個室（特） 従来型個室(老・療) 多床室 新１

申請

種別

変更申請中

区分

申請年月日 保険者番号
(国保)

被保険者証番号
(国保)

宛名番号
保険者番号

(後期)
被保険者番号

(後期)年号 年 月 日

年 年 月 日日
対象者
区分

施設所在
保険者番号

適用開始年月日 適用終了年月日

年号 年 月 日 月 日

住所地郵便番号



 

 

-
 
１

０
４

 - 

9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9
X XX/XX/XX

99999999 9
9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9999999

9 X XX/XX/XX 9
ZZ,ZZ9 X XX/XX/XX

999999
9

9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX

XXXXXXXXXX X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX

9999

9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

9X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9999999999

X XX/XX/XX

99999999 9
9999999

X XX/XX/XX
Z,ZZ9 Z,ZZ9 X XX/XX/XX

X XX/XX/XX9

X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9999999999

X XX/XX/XX
9 X XX/XX/XX

XXXXXXXXXX

X XX/XX/XX 99

Z,ZZ9
9999999999

X XX/XX/XX X XX/XX/XX

9
9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

XXXXXXXX XXXXXXXX 99999999 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXX X XX/XX/XX

X XX/XX/XX 9
X XX/XX/XX

Z,ZZ9
Z,ZZ9

X XX/XX/XX

X XX/XX/XX

X XX/XX/XX
XXXXXXXXXX X XX/XX/XX X XX/XX/XX

9 X XX/XX/XX ZZZ,ZZ9

9

X XX/XX/XX 9
99 X XX/XX/XX 99999999

999999

9
ZZ,ZZ9 X XX/XX/XX

Z,ZZ9 X XX/XX/XX

X XX/XX/XX 99 9 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9 X XX/XX/XX

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9999999999 9
X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX

9
ZZ,ZZ9 X XX/XX/XX

9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX

9 X XX/XX/XX

99999999 9

X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9999999999 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9

居住費(多床室)負担限度額 居住費(新2)負担限度額 負担限度額適用開始年月日
負担限度額適用終了年月日

二次予防有効期間開始年月日二次予防有効期間終了年月日
住所地特例適用開始年月日 住所地特例適用終了年月日

保険者番号(後期) 被保険者番号(後期) 保険者番号(国保) 被保険者証番号(国保) 宛名番号 二次予防事業区分

広域（政令市）保険者番号

介護ｻｰﾋﾞｽ区分 食費負担限度額 居住費(ﾕ･個多)負担限度額 居住費(従・老)負担限度額 居住費(新1)負担限度額 居住費(新3)負担限度額

老人保健市町村番号 小規模居宅ｻｰﾋﾞｽ利用
上限管理適用終了年月日 負担額 適用終了年月日

給付率 適用終了年月日 変更申請中区分 償還払化終了年月日

有効期間終了年月日 公費負担者番号
標準負担区分 適用開始年月日 減免中区分

X XX/XX/XX X XX/XX/XX

計画作成区分 適用開始年月日 訪問通所支給限度基準額 上限管理適用開始年月日 短期入所支給限度基準額 上限管理適用開始年月日

老人保健受給者番号 有料老人ﾎｰﾑ同意書

XXXXXXXX XXXXXXXX 99999999 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9999999999 9

Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9
X XX/XX/XX

Z,ZZ9
X XX/XX/XX X XX/XX/XX

X XX/XX/XX

X XX/XX/XX 99999999

XXXXXXXX XXXXXXXX 99999999 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9999999999 9

9 9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX
9 X XX/XX/XX

9 X XX/XX/XX ZZZ,ZZ9 X XX/XX/XX ZZ9

999999

99 9 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9 X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX

9
9 9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 X XX/XX/XX

9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX

9

9999999
X XX/XX/XX 9 99999999

ZZ9

X XX/XX/XX9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX

9999999

X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9999999999 X XX/XX/XX X XX/XX/XX

XXXXXXXX XXXXXXXX 99999999

X XX/XX/XX

9
9 9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

X XX/XX/XX X XX/XX/XX

XXXXXXXXXX X XX/XX/XX X XX/XX/XX

9 X XX/XX/XX 9
9 X XX/XX/XX

居宅介護支援事業所番号 適用終了年月日

認定申請中区分 特例減額措置対象

利用者負担区分 適用開始年月日 申請種別 申請年月日

異動区分 訂正年月日 被保険者番号 生年月日 資格取得年月日

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

異動年月日

999999 ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ ＮＮZ9年Z9月

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ZZZZ9頁

ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

保険者名 証記載保険者番号 保険者名（市町村名） 処理年月

介護保険 受給者情報更新結果（イメージ）
国保連→保険者

DGCL02(5331)

9 X XX/XX/XX ZZZ,ZZ9 X XX/XX/XX ZZ9 X XX/XX/XX

9 9 Z,ZZ9

X XX/XX/XX 99 9 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9

999999

9 X XX/XX/XX ZZZ,ZZ9 X XX/XX/XX

X XX/XX/XX 9X XX/XX/XX
ZZ,ZZ9

9 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9 X XX/XX/XX

9

99999999

X XX/XX/XX X XX/XX/XX

99999999X XX/XX/XX 99

X XX/XX/XX

ZZ9 X XX/XX/XX

999999

公費負担上限額減額
受付年月日 異動事由 訂正区分 被保険者氏名（カナ） 性別

みなし区分 有効期間開始年月日
資格喪失年月日 要介護状態区分

住所地特例対象者区分施設所在保険者番号
住所地郵便番号

居住費(ﾕ･個)負担限度額 居住費(従・特)負担限度額

上限管理適用終了年月日
償還払化開始年月日 給付率引下げ開始年月日

給付率引下げ終了年月日

X XX/XX/XX
999-9999

二割適用開始年月日二割適用終了年月日
三割適用開始年月日三割適用終了年月日
軽減率軽減率適用開始年月日 軽減率適用終了年月日

X XX/XX/XX X XX/XX/XX
ZZ9.9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9

ZZ9.9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9

X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9 999999

X XX/XX/XX X XX/XX/XX

ZZ9.9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX

X XX/XX/XX

999999

X XX/XX/XX

9999999

X XX/XX/XX

99

X XX/XX/XX

X XX/XX/XX
9

X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX
X XX/XX/XX X XX/XX/XX

ZZ9.9 X XX/XX/XX

9
X XX/XX/XX

X XX/XX/XX

X XX/XX/XX

999-9999

999-9999

999-9999
X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX

X XX/XX/XX

X XX/XX/XX
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[資格]

[要介護認定] [支給限度基準額]
みなし
区分

[居宅サービス計画届出] [利用者負担減免・旧措置入所者]

[標準負担額減免] [二次予防事業]

[申請情報] [老人保健] [償還払化] [給付上の措置]

[特定入所者介護サービス]

[社会福祉法人軽減情報] [国民健康保険資格] [後期高齢者医療資格]

[住所地特例] [二割負担] [三割負担]

9

対象者区分

ZZ9.9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日 DGEL01(5341)

 施設所在保険者番号 適用開始年月日 適用終了年月日

99999999

国保連→保険者

介護保険 受給者台帳（単票）（イメージ）
ＮＮZ9年Z9月Z9日 ZZZZ9頁

ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日Z,ZZ99 9

宛名番号

Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

多床室

軽減率
軽減率適用

開始年月日
保険者番号

(国保)
被保険者証番号

(国保)

認定申請

中区分

サービス

区分

特例減額

措置対象

食費負担
限度額

9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

ユニット型個室 ﾕﾆｯﾄ型個室的多床室

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

新１ 新２ 新３

負担限度額適用
終了年月日

居住費負担限度額
従来型個室(特) 従来型個室(老・療)

償還払化
開始年月日

償還払化
終了年月日

給付率引下げ
開始年月日

負担限度額適用
開始年月日

給付率引下げ
終了年月日

9 9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99999999 9999999

標準負
担区分

負担額 適用開始年月日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

申請種別
変更申請
中区分

申請年月日
老人保健

市町村番号
老人保健

受給者番号

適用開始年月日

広域(政令市)
保険者番号

適用終了年月日

9

有効期間終了年月日

ZZ,ZZ9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

999 ＮＮZ9年Z9月Z9日9

適用終了年月日 事業区分 有効期間開始年月日

利用者
負担区分

給付率
計画作
成区分

居宅介護支援事業所番号 適用開始年月日 適用終了年月日
減免

中区分

9 XXXXXXXXXX ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日 9

ZZZ,ZZ9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

(旧短期入所) ZZ9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9 99 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日
支給限度基準額

(旧訪問通所)

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

要介護
状態区分

有効期間開始年月日 有効期間終了年月日
公費負担

上限額減額
支給限度
基準額

支給限度基準額
上限管理

適用開始年月日
上限管理

適用終了年月日

異動事由 被保険者氏名（カナ） 生年月日 性別

99 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX ＮＮZ9年Z9月Z9日 9

異動年月日 訂正年月日

999999 9999999999 99999999 9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

保険者名

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

証記載
保険者番号

被保険者番号 公費負担者番号 異動区分

小規模居宅
ｻｰﾋﾞｽ利用

9

軽減率適用

終了年月日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日 999999

有料老人
ﾎｰﾑ同意書

9

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

保険者番号
(後期)

9999999999

適用開始年月日 適用終了年月日

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

被保険者番号
(後期)

XXXXXXXX XXXXXXXX

住所地郵便番号

999-9999

資格取得年月日 資格喪失年月日

999999 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

適用開始年月日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

適用終了年月日

 



 

 

-
 
１

０
６

 - 

DGEL02(5342)

X XX/XX/XX
X XX/XX/XX X XX/XX/XX

999999
X XX/XX/XX X XX/XX/XX9

9
XXXXXXXX XXXXXXXX 99999999 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9999999999

Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

9
X XX/XX/XX
X XX/XX/XX

9 9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

99999999 9
9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9999999

ZZ,ZZ9 X XX/XX/XX
9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX 999999
XXXXXXXXXX X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX

99999999
9 X XX/XX/XX ZZZ,ZZ9 X XX/XX/XX ZZ9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9

9 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9 X XX/XX/XX 99 X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX
9

X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9999999999 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9

XXXXXXXX XXXXXXXX 99999999 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9999999999 9
Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

9
X XX/XX/XX
X XX/XX/XX

9999999
9 9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

999999 99999999 9
9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX
9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX ZZ,ZZ9 X XX/XX/XX

99999999
9 X XX/XX/XX ZZZ,ZZ9 X XX/XX/XX ZZ9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9

X XX/XX/XX 9
X XX/XX/XX 99 9 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9 X XX/XX/XX 99 X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX
9

X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9999999999 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9

XXXXXXXX XXXXXXXX 99999999 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9999999999 9
Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

9
X XX/XX/XX
X XX/XX/XX

9 9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

99999999 9
9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9999999

ZZ,ZZ9 X XX/XX/XX
9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX 999999
XXXXXXXXXX X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX

99999999
9 X XX/XX/XX ZZZ,ZZ9 X XX/XX/XX ZZ9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9

X XX/XX/XX 9
X XX/XX/XX 99 9 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9 X XX/XX/XX 99 X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX
9

X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9999999999 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9

XXXXXXXX XXXXXXXX 99999999 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9999999999 9
Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

9
X XX/XX/XX
X XX/XX/XX

9 9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9 Z,ZZ9

99999999 9
9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9999999

ZZ,ZZ9 X XX/XX/XX
9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX 999999
XXXXXXXXXX X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX

99999999
9 X XX/XX/XX ZZZ,ZZ9 X XX/XX/XX ZZ9 X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9

X XX/XX/XX 9
X XX/XX/XX 99 9 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX 9 X XX/XX/XX 99 X XX/XX/XX

二次予防有効期間開始年月日二次予防有効期間終了年月日
介護ｻｰﾋﾞｽ区分

X XX/XX/XX 9 X XX/XX/XX 9999999999 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9

保険者番号(後期) 被保険者番号(後期) 保険者番号(国保) 被保険者証番号(国保) 宛名番号 二次予防事業区分
食費負担限度額 居住費(ﾕ･個多)負担限度額 居住費(従・老)負担限度額 居住費(新1)負担限度額 居住費(新3)負担限度額

老人保健受給者番号

負担限度額適用終了年月日

有料老人ﾎｰﾑ同意書
負担限度額適用開始年月日認定申請中区分 特例減額措置対象 居住費(ﾕ･個)負担限度額 居住費(従・特)負担限度額 居住費(多床室)負担限度額 居住費(新2)負担限度額

広域（政令市）保険者番号 老人保健市町村番号 小規模居宅ｻｰﾋﾞｽ利用
給付率 適用終了年月日 変更申請中区分 償還払化終了年月日 給付率引下げ終了年月日

利用者負担区分 適用開始年月日 申請種別 申請年月日 償還払化開始年月日 給付率引下げ開始年月日

減免中区分
居宅介護支援事業所番号 適用終了年月日 上限管理適用終了年月日 上限管理適用終了年月日 負担額 適用終了年月日

有効期間終了年月日 公費負担者番号
標準負担区分 適用開始年月日計画作成区分 適用開始年月日 訪問通所支給限度基準額 上限管理適用開始年月日 短期入所支給限度基準額 上限管理適用開始年月日

みなし区分 有効期間開始年月日 公費負担上限額減額
受付年月日 異動事由 訂正区分 被保険者氏名（カナ） 性別 資格喪失年月日 要介護状態区分
異動年月日 異動区分 訂正年月日 被保険者番号 生年月日 資格取得年月日

ZZZZ9頁

ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

保険者名 証記載保険者番号 保険者名（市町村名） 処理年月

住所地特例対象者区分施設所在保険者番号 住所地特例適用開始年月日

国保連→保険者

介護保険 受給者台帳（一覧）（イメージ）
ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ 999999 ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ ＮＮZ9年Z9月

999999 X XX/XX/XX

住所地特例適用終了年月日 二割適用開始年月日二割適用終了年月日
三割適用開始年月日三割適用終了年月日
軽減率軽減率適用開始年月日 軽減率適用終了年月日

X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX
X XX/XX/XX X XX/XX/XX

ZZ9.9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9

9 999999

ZZ9.9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9 999999

XXXXXXXXXX X XX/XX/XX

X XX/XX/XX
X XX/XX/XX X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XX
X XX/XX/XX X XX/XX/XX

ZZ9.9 X XX/XX/XX

9
X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XXZZ9.9 X XX/XX/XX X XX/XX/XX 9

99

住所地郵便番号

999-9999

999-9999

999-9999

999-9999

X XX/XX/XX

X XX/XX/XX X XX/XX/XX X XX/XX/XXX XX/XX/XX



 

 

-
 
１

０
７

 - 

 

国保連→保険者

5343

介護保険 受給者台帳索引簿（イメージ）

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日ZZZZZ9 9999999999

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ZZZZZ99999999999 ＮＮZ9年Z9月Z9日

保険者名（市町村名）

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ZZZZZ9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ZZZZZ9 XXＮ

9999999999 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ZZZZZ9 9999999999XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

9999999999

ＮＮZ9年Z9月Z9日9999999999

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

9999999999

9999999999

9999999999

ZZZZZ9

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日

ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日

ZZZZZ9

9999999999 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ZZZZZ9XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

ZZZZZ99999999999

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

ZZZZZ99999999999 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999999999 ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

9999999999 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ZZZZZ9 ＮＮZ9年Z9月Z9日XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

ＮＮZ9年Z9月Z9日

被保険者番号

ZZZZZ9

ＮＮZ9年Z9月Z9日

生年月日性別

XXＮ

XXＮ

出力頁

ZZZZZ99999999999

被保険者番号

ＮＮZ9年Z9月Z9日

被保険者名

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

生年月日

9999999999 ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日

出力頁

ZZZZZ99999999999 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ZZZZZ9

9999999999

9999999999

9999999999 ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999999999 ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日

ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

9999999999 ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

9999999999 ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999999999

9999999999 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ZZZZZ9

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXＮ

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

9999999999 ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999999999 ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXＮ

ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999999999 ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999999999

9999999999 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ZZZZZ9

ZZZZZ9XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXＮ

ZZZZZ9

9999999999

ＮＮZ9年Z9月Z9日9999999999

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ZZZZZ9

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

XXＮXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

ZZZZZ9

9999999999 ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999999999

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

ZZZZZ9

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ZZZZZ9

9999999999

9999999999 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ZZZZZ9

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

ZZZZZ9

9999999999 ZZZZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999999999 XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

性別

XXＮ

XXＮ

XXＮ

XXＮ

XXＮ

XXＮ

XXＮ

XXＮ

XXＮ

被保険者名

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXＮ

XXＮ

XXＮ

XXＮ

XXＮ

XXＮ

XXＮ

9999999999

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ZZZZ9頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

XXＮ

XXＮ

XXＮ

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

保険者名

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

証記載保険者番号

999999

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX XXＮ

9999999999



 

 

-
 
１

０
８

 - 

異動年月日

年号 年 月 日

有効開始年月日 有効終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日

年号 年 月 年号 年 月 年号 年 月

介護予防・日常生活支援総合事業みなしサービス終了年月

5411

住所

保険者名 郵便番号 電話番号

介護予防訪問介護・介護予防通所介護終了年月 介護予防・日常生活支援総合事業開始年月

1:新規　2:変更　3:終了

異動事由
保険者
区分

保険者→国保連

介護保険　保険者情報異動連絡票（例）
　　　　年　　　月　　　日　（　　　　　頁）

保険者名

保険者番号 異動区分



 

 

-
 
１

０
９

 - 

異動年月日 訂正年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日

有効開始年月日 有効終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日

年号 年 月 年号 年 月 年号 年 月

介護予防・日常生活支援総合事業みなしサービス終了年月

5421

住所

保険者名 郵便番号 電話番号

介護予防訪問介護・介護予防通所介護終了年月 介護予防・日常生活支援総合事業開始年月

2:修正　3:削除

異動事由
保険者
区分

保険者→国保連

介護保険　保険者情報訂正連絡票（例）
　　　　年　　　月　　　日　（　　　　　頁）

保険者名

保険者番号 訂正区分



 

 

-
 
１

１
０

 - 



 

 

-
 
１

１
１

 - 



 

 

-
 
１

１
２

 - 

加 除 第 １ １ 号  

異動年月日 有効開始年月日 有効終了年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[サービス費区分支給限度基準額]

[サービス費種類支給限度基準額] [基準該当サービス費比率]

 

予防福祉貸与

予防支援

5511

予防訪問介護

予防訪問入浴

予防通所介護

短期入所生活

予防短期生活

福祉用具貸与

居宅支援

訪問介護

訪問入浴介護 訪問入浴介護

通所介護

要介護５ 要支援１ 要支援２

訪問介護

介護予防
種類居宅支援 比率

要支援１ 要支援２

支給限度基準額
(旧訪問通所)

(旧短期入所)

居宅支援
介護予防

認知症通所介護

短期入所生活

短期入所療養

　　　　年　　　月　　　日　（　　　　　頁）

保険者名

1:新規　2:変更　3:終了

異動区分 異動事由

介護保険　市町村固有情報異動連絡票（１／２）（イメージ）
（居宅介護サービス費等）

居宅介護

要介護１

夜間訪問介護

福祉用具貸与

種類
居宅介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

通所リハビリ

通所介護

訪問看護

保険者→国保連

訪問リハビリ

保険者番号

区分



 

 

-
 
１

１
２
－

１
 
- 

異動年月日 有効開始年月日 有効終了年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[総合事業費（経過措置）区分支給限度基準額]

[総合事業費（経過措置）種類支給限度基準額]

5511

予防認知短期予防通所リハ

予防認知症型予防訪問リハ

予防多機能型予防訪問看護

予防認知通所予防訪問入浴

予防特定施設ケアマネジメント

予防療養管理生活支援（その他）

予防短期医療生活支援（見守り）

予防短期老健生活支援（配食）

予防短期生活通所型予防

予防福祉貸与訪問型予防

二次予防
介護予防

要支援１ 要支援２ 要支援１ 要支援２

種類 二次予防
介護予防

種類

区分 二次予防
介護予防

要支援１ 要支援２

支給限度基準額

(総合事業費)

1:新規　2:変更　3:終了

保険者→国保連
介護保険　市町村固有情報異動連絡票（２／２）（イメージ）

（総合事業費）

年  月  日　（　　　 頁）

保険者名

保険者番号 異動区分 異動事由



 

 

-
 
１

１
３

 - 

加 除 第 １ １ 号  

異動年月日 訂正年月日 有効開始年月日 有効終了年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[サービス費区分支給限度基準額]

[サービス費種類支給限度基準額] [基準該当サービス費比率]

 

居宅支援

通所リハビリ

通所介護

訪問看護

要介護１

支給限度基準額
(旧訪問通所)

(旧短期入所)

保険者→国保連

訪問リハビリ

要介護２ 要介護３

保険者番号

区分
居宅介護

訂正区分

2:修正　3:削除

夜間訪問介護

福祉用具貸与

認知症通所介護

短期入所生活

短期入所療養

　　　　年　　　月　　　日　（　　　　　頁）

保険者名

要支援１ 要支援２

介護予防

介護保険　市町村固有情報訂正連絡票（１／２）（イメージ）
（居宅介護サービス費等）

要介護４ 要介護５

異動事由

種類
居宅介護 介護予防

種類居宅支援 比率
要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 要支援１ 要支援２

訪問介護 訪問介護

訪問入浴介護 訪問入浴介護

通所介護

短期入所生活

予防短期生活

福祉用具貸与

居宅支援

予防福祉貸与

予防支援

5521

予防訪問介護

予防訪問入浴

予防通所介護



 

 

-
 
１

１
３
－

１
 
- 

異動年月日 訂正年月日 有効開始年月日 有効終了年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[総合事業費（経過措置）区分支給限度基準額]

[総合事業費（経過措置）種類支給限度基準額]

保険者→国保連
介護保険　市町村固有情報訂正連絡票（２／２）（イメージ）

（総合事業費）

年  月  日　（　　　 頁）

保険者名

保険者番号 訂正区分 異動事由

2:修正　3:削除

区分 二次予防
介護予防

要支援１ 要支援２

支給限度基準額

(総合事業費)

種類 二次予防
介護予防

種類 二次予防
介護予防

要支援１ 要支援２ 要支援１ 要支援２

訪問型予防 予防福祉貸与

通所型予防 予防短期生活

生活支援（配食） 予防短期老健

生活支援（見守り） 予防短期医療

生活支援（その他） 予防療養管理

ケアマネジメント 予防特定施設

予防訪問入浴 予防認知通所

予防訪問看護 予防多機能型

予防訪問リハ 予防認知症型

予防通所リハ 予防認知短期

5521



 

 

-
 
１

１
４

 - 

加 除 第 １ １ 号  

[サービス費区分支給限度基準額] [介護予防サービス費区分支給限度基準額]

[サービス費種類支給限度基準額] [基準該当サービス費比率]

ZZZ,ZZ9

夜間訪問介護

認知症通所介護 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

保険者番号

異動事由

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

訂正区分 訂正年月日

ZZZ,ZZ9

訪問看護

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

訪問リハビリ

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

通所リハビリ ZZZ,ZZ9

通所介護 ZZZ,ZZ9

短期入所療養

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

福祉用具貸与

短期入所生活

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

居宅介護

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

ZZ9 ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZ,ZZ9

ZZZZ9頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

ZZ9 ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

処理年月 受付年月日

999999

ＮＮZ9年Z9月Z9日

国保連→保険者 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月Z9日

有効開始年月日 有効終了年月日

99 ＮＮZ9年Z9月Z9日

保険者名

ＮＮZ9年Z9月Z9日

異動区分 異動年月日

区分 居宅支援
居宅介護 要支援１

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 9

ZZZ,ZZ9

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 要支援２ ZZZ,ZZ9

種類 居宅支援

ZZZ,ZZ9

ZZ9

訪問通所 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

短期入所 ZZ9

種類 比率
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

介護予防

ZZZ,ZZ9訪問介護 ZZZ,ZZ9 訪問介護 ZZ9

訪問入浴介護 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 訪問入浴介護 ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

通所介護 ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 短期入所生活 ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 福祉用具貸与 ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 居宅支援 ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 予防訪問介護 ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 予防訪問入浴 ZZ9

予防短期生活 ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 予防通所介護 ZZ9

介護保険 市町村固有情報更新結果　（１／２）（イメージ）
（居宅介護サービス費等）

予防支援 ZZ9

5531

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 予防福祉貸与 ZZ9

ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

DHFL01(5531)



 

 

-
 
１

１
４
－

１
 
- 

DHFL02(5531)



 

  

-
 
１

１
５

 - 

加 除 第 １ １ 号  

[サービス費区分支給限度基準額] [介護予防サービス費区分支給限度基準額]

[サービス費種類支給限度基準額] [基準該当サービス費比率]

要支援１ ZZZ,ZZ9

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 要支援２ ZZZ,ZZ9
区分 居宅支援

居宅介護

有効開始年月日 有効終了年月日

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99 ＮＮZ9年Z9月Z9日

国保連→保険者 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ZZZZ9頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会介護保険 市町村固有情報　（１／２）（イメージ）

（居宅介護サービス費等）

保険者名 保険者番号

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ 999999

ＮＮZ9年Z9月Z9日

異動区分 異動年月日 訂正年月日 異動事由

訪問通所 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

短期入所 ZZ9 ZZ9 ZZ9 ZZ9 ZZ9 ZZ9

種類 居宅支援
介護予防 居宅介護

種類 比率
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

訪問介護 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 訪問介護 ZZ9

訪問入浴介護 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 訪問入浴介護 ZZ9

訪問看護 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 通所介護 ZZ9

訪問リハビリ ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 短期入所生活 ZZ9

通所介護 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 福祉用具貸与 ZZ9

通所リハビリ ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 居宅支援 ZZ9

福祉用具貸与 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 予防訪問介護 ZZ9

短期入所生活 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 予防訪問入浴 ZZ9

短期入所療養 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 予防通所介護 ZZ9

夜間訪問介護 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 予防短期生活 ZZ9

認知症通所介護 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9 ZZZ,ZZ9

5541

ZZZ,ZZ9 予防福祉貸与 ZZ9

予防支援 ZZ9

DHKL03(5541)



 

 

-
 
１

１
５
－

１
 
- 

DHKL07(5541)



 

 

-
 
１

１
６

 - 

異動年月日
年号 年 月 日

[構成市町村情報]
有効開始年月日 有効終了年月日 有効開始年月日 有効終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

介護保険　広域連合情報異動連絡票（例）
保険者→国保連

5611

保険者番号

異動事由

　　　　年　　　月　　　日　（　　　　　頁）

保険者名

異動区分

1:新規　2:変更　3:終了

市町村名市町村番号 市町村番号市町村名

加 除 第 １ １ 号  



 

 

-
 
１

１
７

 - 

異動年月日 訂正年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日

[構成市町村情報]
有効開始年月日 有効終了年月日 有効開始年月日 有効終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日
市町村名

保険者→国保連

5621

市町村名市町村番号市町村番号

保険者番号

　　　　年　　　月　　　日　（　　　　　頁）

保険者名

異動事由

訂正区分

2:修正　3:削除

介護保険　広域連合情報訂正連絡票（例）



 

 

-
 
１

１
８

 - 

異動年月日
年号 年 月 日

[行政区情報]
有効開始年月日 有効終了年月日 有効開始年月日 有効終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日
行政区番号

保険者→国保連

5611

行政区名

保険者名

行政区番号

保険者番号

異動事由

行政区名

異動区分

1:新規　2:変更　3:終了

　　　　年　　　月　　　日　（　　　　　頁）

介護保険　行政区情報異動連絡票（例）



 

 

-
 
１

１
９

 - 

異動年月日 訂正年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日

[行政区情報]
有効開始年月日 有効終了年月日 有効開始年月日 有効終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

　　　　年　　　月　　　日　（　　　　　頁）

介護保険　行政区情報訂正連絡票（例）
保険者→国保連

5621

行政区名行政区番号

保険者番号

異動事由

行政区名 行政区番号

訂正区分

2:修正　3:削除

保険者名



 

 

-
 
１

２
０

 - 

DHCL02(5631)



 

 

-
 
１

２
１

 - 

DHKL02(5641)



 

 

-
 
１

２
１
－

１
 
- 

加 除 第 ４ 号  

[サービスコード情報]

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

異動年月日

1:新規　2:変更　3:終了

異動事由
有効開始年月日

単位数

5F11

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

有効終了年月日

保険者名保険者番号

介護保険　地域密着型サービスコード異動連絡票情報　(イメージ）
　　　　年　　　月　　　日　（　　　　　頁）

異動区分
ｻｰﾋﾞｽ種
類ｺｰﾄﾞ

ｻｰﾋﾞｽ項目ｺｰﾄﾞ

保険者→国保連

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了



 

 

-
 
１

２
１
－

２
 
- 

加 除 第 ４ 号  

[サービスコード情報]

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

　2:修正　3:削除

ｻｰﾋﾞｽ種
類ｺｰﾄﾞ

ｻｰﾋﾞｽ項目ｺｰﾄﾞ

保険者→国保連

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

異動年月日
訂正区分

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

保険者名保険者番号

介護保険　地域密着型サービスコード訂正連絡票情報　(イメージ）
　　　　年　　　月　　　日　（　　　　　頁）

5F21

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

有効開始年月日 有効終了年月日

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

異動事由 単位数



 

 

-
 
１

２
１
－

３
 
- 

 

9999
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

DHCL03(5F31)

9999
ＮＮZ9年Z9月Z9日

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999

9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ 999999

異動事由

9999

9999

9999
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

9

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9

保険者名 保険者番号 サービス種類

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

99

有効開始年月日

99
9

訂正区分

ＮＮZ9年Z9月

ZZZZ9頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

単位数

介護保険 地域密着型サービス情報更新結果（イメージ）
ＮＮZ9年Z9月Z9日

サービス
項目コード

国保連→保険者

9999

異動区分 異動年月日

訂正年月日

9

ＮＮZ9年Z9月

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

99

99

99 99,999

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月

ＮＮZ9年Z9月

ＮＮZ9年Z9月

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月

99,999

99,999

99,999

99,999

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月99

99

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月9999

9999

99

99

99,999

99,999

99,999

ＮＮZ9年Z9月

99,999

99,999

99

99

ＮＮZ9年Z9月Z9日

有効終了年月日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

受付年月日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

処理年月

ＮＮZ9年Z9月

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日



 

 

-
 
１

２
１
－

４
 
- 

 

ＮＮZ9年Z9月Z9日

DHKL05(5F41)

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ZZZZ9頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

国保連→保険者

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

介護保険 地域密着型サービスコード台帳（イメージ）

サービス
項目コード

異動区分 異動年月日

99,999

ＮＮZ9年Z9月Z9日 99,999

訂正年月日 単位数 有効開始年月日

保険者名 保険者番号 サービス種類

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ 999999 99

有効終了年月日

9999 9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99,999 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

異動事由

9999 9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99,999 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999 9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99,999 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999 9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99

9999 9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99

9999 9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99 99,999 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999 9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99,999 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999 9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99 99,999 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999 9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99,999 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9999 9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99,999 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月Z9日



 

 

-
 
１

２
１
－

５
 
- 

加 除 第 １ １ 号  

[サービスコード情報]

年号 年 月

年号 年 月

5G11

二次
予防

要支
援１

要支
援２

給付率 負担額 実施区分

年号 年 月 日 異動事由
適用終了年月

サービス名称

日数回数 制限期間
限度額
区分

定率定額
種類
ｺｰﾄﾞ

項目
ｺｰﾄﾞ

異動年月日 異動区分
適用開始年月

単位数 算定単位

保険者→国保連
介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報　(イメージ）

       年　 月　 日　（　　 　 頁）

保険者番号 保険者名



 

 

-
 
１

２
１
－

６
 
- 

[サービスコード情報]

年号 年 月

5H11

運動器機能向上 栄養マネ（改善） 口腔機能向上 事業所評価加算

適用終了年月
サービス名称

事業

対象

要支

援１

要支

援２年号 年 月

制限期間
限度額

区分
給付率 負担額 実施区分

年号 年 月 日 異動事由
種類

ｺｰﾄﾞ

項目

ｺｰﾄﾞ

異動年月日 異動区分
適用開始年月

単位数 算定単位 日数回数

保険者→国保連
介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報　(イメージ）

    年　 月　 日　（　　 　 頁）

証記載保険者
番号

保険者名



 

 

-
 
１

２
１
－

７
 
- 

 

加 除 第 １ １ 号  

[サービスコード情報]

年号 年 月 日 年号 年 月

年号 年 月 日 年号 年 月

保険者→国保連
介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード訂正連絡票情報　(イメージ）

       年　 月　 日　（　　 　 頁）

保険者番号 保険者名

種類
ｺｰﾄﾞ

項目
ｺｰﾄﾞ

訂正区分
適用開始年月異動年月日

訂正年月日

給付率 負担額単位数 算定単位 日数回数 制限期間 実施区分

異動事由
適用終了年月

サービス名称
二次
予防

要支
援１

要支
援２

限度額
区分

定率定額

5G21



 

 

-
 
１

２
１
－

８
 
- 

[サービスコード情報]

年号 年 月 日 年号 年 月

年号 年 月 日 年号 年 月

5H21

事業

対象

要支

援１

要支

援２

運動器機能向上 栄養マネ（改善） 口腔機能向上 事業所評価加算

制限期間
限度額

区分
給付率 負担額 実施区分

訂正年月日
異動事由

適用終了年月
サービス名称

種類

ｺｰﾄﾞ

項目

ｺｰﾄﾞ

異動年月日
訂正区分

適用開始年月
単位数 算定単位 日数回数

保険者→国保連
介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード訂正連絡票情報　(イメージ）

     年　 月　 日　（　　 　 頁）

証記載保険者
番号

保険者名



 

 

-
 
１

２
１
－

９
 
- 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

DHCL04

介護予防・日常生活支援
総合事業サービスコード情報更新結果（イメージ）

9999
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

99
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

Z9 99 9

9 9
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99 ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

9 9

ZZ9 ZZ,ZZ9

9999
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

99
ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9 Z9

9ＮＮZ9年Z9月

ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ZZ,ZZ9

999

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月

実施区分

二次予防 要支援１ 要支援２受付年月日

給付率 負担額

サービス名称訂正区分

異動年月日

訂正年月日

適用開始年月

適用終了年月

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

サービス種類

99

異動区分 処理年月

9
ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

9999
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

99
ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9 Z9

9 9

99 9 9 ZZ9 ZZ,ZZ9
9 9 9

国保連→保険者

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月

保険者番号

9999 99
9

999999

保険者名

ＮＮZ9年Z9月Z9日 99 ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

99

9999
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

99
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

9

ZZ,ZZ9
9

ZZ,ZZ9 Z9 99 9

ZZ9 ZZ,ZZ9

9
ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

9
ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99

9 ZZ9ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月

9999
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

99
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9 Z9 ZZ,ZZ9
9 9 9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

99 9 9 ZZ9

9999
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

99

ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99

ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9
9

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99

ZZ9 ZZ,ZZ9
9 9

9999
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

99
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9 Z9
9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

99 9 9 ZZ9
99

ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99

9999
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

99
ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9

9
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月Z9日 99

ZZ9 ZZ,ZZ9
9 9

ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9
9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

99 9 9 ZZ9Z9

9999
9 ＮＮZ9年Z9月Z9日

99

ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月Z9日

定率定額

99

99

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

Z9 9 9

ZZ,ZZ9

9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

Z9 99

ZZ,ZZ9

9 9

99 ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

ZZ,ZZ9

9

ZZ9Z9 99 9 9
9

9 ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月Z9日

ZZ,ZZ9
9

ＮＮZ9年Z9月 ＮＮZ9年Z9月
9

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ZZZZ9頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

サービス
項目コード

異動
事由

日数回数 制限期間 限度額区分

算定単位

単位数



 

 

-
 
１

２
１
－

１
０

 - 



 

 

-
 
１

２
１
－

１
１

 - 

 

 

DHKL06

9

9

9

9

9 9 9
ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月 99 ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

9 9 ZZ9 ZZ,ZZ9ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9 Z9 99
9999

ＮＮZ9年Z9月Z9日
999

ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9 Z9
9

ＮＮZ9年Z9月 99 ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ
9

ZZ9 ZZ,ZZ9
9999

ＮＮZ9年Z9月Z9日
99

ＮＮZ9年Z9月Z9日
9

定率定額

算定単位

サービス
項目コード

99 9 9

9999 99

単位数
異動
事由

9
ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月 99

ZZ9 ZZ,ZZ9
9 9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

Z9 99 9 9ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9

9999

9999
ＮＮZ9年Z9月Z9日

99

9

9

9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

99 9 9 ZZ9 ZZ,ZZ9
9 9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

ＮＮZ9年Z9月Z9日
99

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9 Z9

ＮＮZ9年Z9月 99

9
9

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月 99

ZZ9 ZZ,ZZ9
9 9

9

9999

Z9 99
9999

ＮＮZ9年Z9月Z9日
99

ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9ＮＮZ9年Z9月Z9日
99 9 9 9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

99 9 9 ZZ9Z9 ZZ,ZZ9

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月 99

ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9

9
ＮＮZ9年Z9月 99

9 ZZ9ＮＮZ9年Z9月

99

9
ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

ZZ,ZZ9
9

ZZ,ZZ9 Z9 99 9
9999

ＮＮZ9年Z9月Z9日
99

ＮＮZ9年Z9月Z9日

異動
区分

9

9
ＮＮZ9年Z9月

ＮＮZ9年Z9月Z9日

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮZ9年Z9月

9

9

99 9

9 9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

99 9 9 ZZ9 ZZ,ZZ9

ＮＮZ9年Z9月

ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ 999999

適用終了年月

ZZ,ZZ9

99

9999
ＮＮZ9年Z9月Z9日

99

9999
ＮＮZ9年Z9月Z9日

99
ＮＮZ9年Z9月 ZZ,ZZ9 Z9

異動年月日

訂正年月日

適用開始年月 給付率 負担額

サービス名称

実施区分

二次予防 要支援１ 要支援２

日数回数 制限期間 限度額区分

9

Z9 99 9 9 ZZ9 ZZ,ZZ9

ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

9 9

99
ＮＮZ9年Z9月Z9日 ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ

9 9 ZZ9Z9 99 ZZ,ZZ9

99

ＮＮZ9年Z9月Z9日 ZZZZ9頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

保険者名 保険者番号 サービス種類

介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード情報（イメージ）
国保連→保険者



 

 

-
 
１

２
１
－

１
２

 - 



 

 

-
 
１

２
２

 - 

異動年月日
年号 年 月 日

[資格]
資格取得年月日 資格喪失年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日
1:男
2:女

[要介護認定] [支給限度基準額]
みなし
区分 年号 年 月 日 年号 年 月 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[居宅サービス計画届出] [利用者負担減免 ・旧措置入所者]

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[標準負担・特定標準負担] [償還払化] [給付上の措置]

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年 月 日 年 月 日

[特定入所者介護サービス]

年号 年 月 日 年号 年 月 日

[老人保健受給者] [社会福祉法人軽減情報] [二次予防事業]

年号 年 月 日 年号 年 月

[申請情報] [国民健康保険資格] [後期高齢者医療資格]

[住所地特例] [二割負担] [三割負担]

53113 1 0 7 3 10 0 8 0 1 平成平成 31平成 3 0 0 8 0

年 月 日

2 1 2 3 4 X X

日 年号 年 月 日 年号年 月 日 年号 年 月
適用終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号

6 7 8

対象者

区分

施設所在

保険者番号

適用開始年月日 適用終了年月日 適用開始年月日 適用終了年月日 適用開始年月日

X 1 2 3 4 59 1 2 3 4 X3

宛名番号
保険者番号

(後期)
被保険者番号

(後期)年号 年 月 日

申請

種別

変更申請中

区分

申請年月日 保険者番号
(国保)

被保険者証番号
(国保)

日
有効期間開始年月日 有効期間終了年月日

日 年号 年 月 日 年号 年 月
広域(政令市)
保険者番号

老人保健
市町村番号

老人保健
受給者番号

軽減率
軽減率適用開始年月日 軽減率適用終了年月日 小規模居宅

サービス利用

事業

区分

適用終了年月日
ﾕﾆｯﾄ型個室 ﾕﾆｯﾄ型個室的多床室 従来型個室（特） 従来型個室(老・療) 多床室 新１ 新２ 新３

認定申請

中区分

サービス

区分

特例減額

措置対象

食費負担
限度額

居住費負担限度額 適用開始年月日

給付率引下げ終了年月日

年号 年号
標準負
担区分

負担額
適用開始年月日 適用終了年月日 償還払化開始年月日 償還払化終了年月日 給付率引下げ開始年月日

0 0 8 0 10 0 X X 平成 3

給付率
適用開始年月日 適用終了年月日

1 1 2 3 4 5 0

計画作
成区分

居宅介護
支援事業所番号

適用開始年月日 適用終了年月日 減免
中区分

利用者
負担区分

1

(旧短期入所)

平成 3 1 0 7 33 0 0 8 0 1○○○○○ 平成7 3 1 1
支給限度基準額

(旧訪問通所)
0 1 平成 3 1 0

上限管理適用終了年月日

日

1 2 5 平成 3 0 0 8

4 0 1

要介護
状態区分

有効期間開始年月日 有効期間終了年月日 公費負担

上限額減額
区分

支給限度
基準額

上限管理適用開始年月日

6 7 平成 1 2 00 0 7 - 4 5昭和 1 5 1ﾀ ﾛ ｳ

年 月 日

0 1 ｶ ｲ ｺ ﾞ

0 8 0 1 1:新規　2:変更　3:終了

異動事由 被保険者氏名（カナ）
生年月日

性別
年号

8 9 0 平成 3 02 3 4 5 6 72 3 4 X X 1

保険者→国保連

介護保険　受給者情報異動連絡票（例）
平成30年　9月　1日　（　　1　 頁）

保険者名

○○市

証記載保険者
番号

被保険者番号 異動区分

1

住所地郵便番号

1 2 3



 

 

-
 
１

２
３

 - 

異動年月日 訂正年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日

[資格]
資格取得年月日 資格喪失年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日
1:男
2:女

[要介護認定] [支給限度基準額]
みなし
区分 年号 年 月 日 年号 年 月 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[居宅サービス計画届出] [利用者負担減免 ・旧措置入所者]

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[標準負担・特定標準負担] [償還払化] [給付上の措置]

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年 月 日 年 月 日

[特定入所者介護サービス]

年号 年 月 日 年号 年 月 日

[老人保健受給者] [社会福祉法人軽減情報] [二次予防事業]

年号 年 月 日 年号 年 月

[申請情報] [国民健康保険資格] [後期高齢者医療資格]

[住所地特例] [二割負担] [三割負担]

5321

1 2 3 4 X X

1平成 3 0 0 8 0

年 月 日

2 4 3 2 1 X X

日 年号 年 月 日 年号年 月 日 年号 年 月
適用終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号
対象者
区分

施設所在
保険者番号

適用開始年月日 適用終了年月日 適用開始年月日 適用終了年月日 適用開始年月日

宛名番号
保険者番号

(後期)
被保険者番号

(後期)年号 年 月 日

申請

種別

変更申請中

区分

申請年月日 保険者番号
(国保)

被保険者証番号
(国保)

日
有効期間開始年月日 有効期間終了年月日

日 年号 年 月 日 年号 年 月
広域(政令市)
保険者番号

老人保健
市町村番号

老人保健
受給者番号

軽減率
軽減率適用開始年月日 軽減率適用終了年月日 小規模居宅

サービス利用

事業
区分

適用終了年月日
ﾕﾆｯﾄ型個室 ﾕﾆｯﾄ型個室的多床室 従来型個室（特） 従来型個室(老・療) 多床室 新１ 新２ 新３

認定申請

中区分

サービス

区分

特例減額

措置対象

食費負担
限度額

居住費負担限度額 適用開始年月日

給付率引下げ終了年月日

年号 年号
標準負
担区分

負担額
適用開始年月日 適用終了年月日 償還払化開始年月日 償還払化終了年月日 給付率引下げ開始年月日

給付率
適用開始年月日 適用終了年月日計画作

成区分
居宅介護

支援事業所番号

適用開始年月日 適用終了年月日 減免
中区分

利用者
負担区分

(旧短期入所)

支給限度基準額

(旧訪問通所)

上限管理適用終了年月日

日

-

要介護
状態区分

有効期間開始年月日 有効期間終了年月日 公費負担
上限額減額

区分
支給限度
基準額

上限管理適用開始年月日

2:修正　3:削除

異動事由 被保険者氏名（カナ）
生年月日

性別
年号 年 月 日

3 50 0 8 0 1平成 3 0 0 9 12 3 4 5 6 平成7 8 9 0

保険者→国保連

介護保険　受給者情報訂正連絡票（例）
平成30年　9月　20日　（　　1　 頁）

保険者名

○○市

証記載保険者
番号

被保険者番号 訂正区分

1

住所地郵便番号



 

 

-
 
１

２
４

 - 

DGCL02(5331)

4 30/08/01 4 31/07/31
2 1234XX 4 30/08/01

391234XX 12345678

12345000XX 4 31/07/31

4 31/07/31
1 4 30/08/01 ○○○○○ 4 30/08/01

1 4 30/08/01 1
1 ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ 1 25

二割適用開始年月日 二割適用終了年月日

三割適用開始年月日 三割適用終了年月日

4 30/08/01 1 1234567890 3 15/10/07 4 12/04/01

二次予防有効期間開始年月日二次予防有効期間終了年月日
介護ｻｰﾋﾞｽ区分

軽減率軽減率適用開始年月日 軽減率適用終了年月日住所地特例対象者区分施設所在保険者番号 住所地特例適用開始年月日 住所地特例適用終了年月日
保険者番号(後期) 被保険者番号(後期) 保険者番号(国保) 被保険者証番号(国保) 宛名番号 二次予防事業区分

食費負担限度額 居住費(ﾕ･個多)負担限度額 居住費(従・老)負担限度額 居住費(新1)負担限度額 居住費(新3)負担限度額

老人保健受給者番号

負担限度額適用終了年月日

有料老人ﾎｰﾑ同意書

負担限度額適用開始年月日認定申請中区分 特例減額措置対象 居住費(ﾕ･個)負担限度額 居住費(従・特)負担限度額 居住費(多床室)負担限度額 居住費(新2)負担限度額
給付率 適用終了年月日 変更申請中区分 償還払化終了年月日 給付率引下げ終了年月日

利用者負担区分 適用開始年月日 申請種別 申請年月日 償還払化開始年月日 給付率引下げ開始年月日 広域（政令市）保険者番号 老人保健市町村番号 小規模居宅ｻｰﾋﾞｽ利用

適用開始年月日 減免中区分
居宅介護支援事業所番号 適用終了年月日 上限管理適用終了年月日 上限管理適用終了年月日 負担額 適用終了年月日

要介護状態区分 有効期間終了年月日 公費負担者番号
計画作成区分 適用開始年月日 訪問通所支給限度基準額 上限管理適用開始年月日 短期入所支給限度基準額 上限管理適用開始年月日 標準負担区分

資格取得年月日 みなし区分 有効期間開始年月日 公費負担上限額減額
受付年月日 異動事由 訂正区分 被保険者氏名（カナ） 性別 資格喪失年月日

処理年月

ＸＸ県○○市　 1234XX ＸＸ県○○市　 平成30年 9月

異動年月日 異動区分 訂正年月日 被保険者番号 生年月日

住所地郵便番号

123-4567

国保連→保険者

介護保険 受給者情報更新結果（例）
平成30年 9月 1日 1頁

ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

保険者名 証記載保険者番号 保険者名



 

 

-
 
１

２
５

 - 

[資格]

[要介護認定] [支給限度基準額]
みなし

区分

[居宅サービス計画届出] [利用者負担減免・旧措置入所者]

[標準負担額減免] [二次予防事業]

[申請情報] [老人保健] [償還払化] [給付上の措置]

[特定入所者介護サービス]

[社会福祉法人軽減情報] [国民健康保険資格] [後期高齢者医療資格]

[住所地特例] [二割負担] [三割負担]

平成30年 8月 1日 平成31年 7月31日 DGEL01(5341)2 1234XX 平成30年 8月 1日

391234XX 12345678

対象者区分  施設所在保険者番号 適用開始年月日 適用終了年月日 適用開始年月日 適用終了年月日 適用開始年月日 適用終了年月日

軽減率
軽減率適用

開始年月日

軽減率適用

終了年月日

保険者番号
(国保)

被保険者証番号
(国保)

宛名番号
保険者番号

(後期)
被保険者番号

(後期)

負担限度額適用
終了年月日ユニット型個室 ﾕﾆｯﾄ型個室的多床室 従来型個室(特) 従来型個室(老・療) 多床室 新１ 新２ 新３

認定申請

中区分

サービス

区分

特例減額

措置対象

食費負担
限度額

居住費負担限度額 負担限度額適用
開始年月日

給付率引下げ
終了年月日

申請種別
変更申請
中区分

申請年月日
老人保健

市町村番号
老人保健

受給者番号
償還払化

開始年月日
償還払化

終了年月日
給付率引下げ
開始年月日

有料老人
ﾎｰﾑ同意書

小規模居宅
ｻｰﾋﾞｽ利用

標準負
担区分

負担額 適用開始年月日 適用終了年月日 事業区分 有効期間開始年月日 有効期間終了年月日
広域(政令市)
保険者番号

給付率 適用開始年月日 適用終了年月日

1 12345000XX 平成30年 8月 1日

計画作

成区分
居宅介護支援事業所番号 適用開始年月日 適用終了年月日

減免

中区分

利用者

負担区分

○○○○○ 平成30年 8月 1日 平成31年 7月31日

(旧短期入所)

1 25 平成30年 8月 1日 平成31年 7月31日 1
支給限度基準額

(旧訪問通所)

平成12年 4月 1日

要介護
状態区分

有効期間開始年月日 有効期間終了年月日
公費負担

上限額減額
支給限度
基準額

支給限度基準額
上限管理

適用開始年月日
上限管理

適用終了年月日

異動事由 被保険者氏名（カナ） 生年月日 性別

01 ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ 昭和15年10月 7日 1

訂正年月日

1234XX 1234567890 1 平成30年 8月 1日

ＸＸ県○○市　

証記載保険者
番号

被保険者番号 公費負担者番号 異動区分 異動年月日

住所地郵便番号

123-4567

資格取得年月日 資格喪失年月日

国保連→保険者

介護保険 受給者台帳（単票）（例）
平成30年 9月10日 1頁

ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

保険者名



 

 

-
 
１

２
６

 - 

DGEL02(5342)

4 30/08/01 4 31/07/31
2 1234XX 4 30/08/01

391234XX 12345678

12345000XX 4 31/07/31

4 31/07/31
1 4 30/08/01 ○○○○○ 4 30/08/01

1 4 30/08/01 1
1 ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ 1 25

二割適用開始年月日 二割適用終了年月日

三割適用開始年月日 三割適用終了年月日

4 30/08/01 1 1234567890 3 15/10/07 4 12/04/01

二次予防有効期間開始年月日二次予防有効期間終了年月日
介護ｻｰﾋﾞｽ区分

軽減率軽減率適用開始年月日 軽減率適用終了年月日住所地特例対象者区分施設所在保険者番号 住所地特例適用開始年月日 住所地特例適用終了年月日
保険者番号(後期) 被保険者番号(後期) 保険者番号(国保) 被保険者証番号(国保) 宛名番号 二次予防事業区分

食費負担限度額 居住費(ﾕ･個多)負担限度額 居住費(従・老)負担限度額 居住費(新1)負担限度額 居住費(新3)負担限度額

老人保健受給者番号

負担限度額適用終了年月日

有料老人ﾎｰﾑ同意書

負担限度額適用開始年月日認定申請中区分 特例減額措置対象 居住費(ﾕ･個)負担限度額 居住費(従・特)負担限度額 居住費(多床室)負担限度額 居住費(新2)負担限度額
給付率 適用終了年月日 変更申請中区分 償還払化終了年月日 給付率引下げ終了年月日

利用者負担区分 適用開始年月日 申請種別 申請年月日 償還払化開始年月日 給付率引下げ開始年月日 広域（政令市）保険者番号 老人保健市町村番号 小規模居宅ｻｰﾋﾞｽ利用

適用開始年月日 減免中区分
居宅介護支援事業所番号 適用終了年月日 上限管理適用終了年月日 上限管理適用終了年月日 負担額 適用終了年月日

要介護状態区分 有効期間終了年月日 公費負担者番号
計画作成区分 適用開始年月日 訪問通所支給限度基準額 上限管理適用開始年月日 短期入所支給限度基準額 上限管理適用開始年月日 標準負担区分

資格取得年月日 みなし区分 有効期間開始年月日 公費負担上限額減額
受付年月日 異動事由 訂正区分 被保険者氏名（カナ） 性別 資格喪失年月日

処理年月

ＸＸ県○○市　 1234XX ＸＸ県○○市　 平成30年 9月

異動年月日 異動区分 訂正年月日 被保険者番号 生年月日

住所地郵便番号

123-4567

国保連→保険者

介護保険 受給者台帳（一覧）（例）
平成30年 9月10日 1頁

ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

保険者名 証記載保険者番号 保険者名（市町村名）



 

 

-
 
１

２
７

 - 

保険者名（市町村名）

ＸＸ県○○市　

国保連→保険者

保険者名

ＸＸ県○○市　

証記載保険者番号

1234XX

1頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

性別

2:女

出力頁

11234568890 昭和10年 8月13日

出力頁

11234567890

被保険者番号

昭和 7年10月 7日

被保険者名

ｶｲｺﾞ ﾀﾛｳ

生年月日

1:男

被保険者番号 生年月日性別被保険者名

1234569010 昭和 7年15月 4日 1ﾎｹﾝｼｬ ｲﾁﾛｳ 1:男

ｼﾞｭｷｭｼｬ ﾊﾅｺ

5343

介護保険 受給者台帳索引簿（例）
平成14年 2月 15日



 

 

-
 
１

２
８

 - 

異動年月日

年号 年 月 日

有効開始年月日 有効終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日

年号 年 月 年号 年 月 年号 年 月

介護予防・日常生活支援総合事業みなしサービス終了年月

保険者→国保連

介護保険　保険者情報異動連絡票（例）
平成27年　5月　1日　（　　　　1頁）

保険者名

○○市

保険者番号 異動区分

1 2 3 4 X X 平成 2 7 0 4 0 1 1:新規　2:変更　3:終了

異動事由
保険者
区分

0 1 平成 1 3 0 4 0 1 1

介護予防訪問介護・介護予防通所介護終了年月 介護予防・日常生活支援総合事業開始年月

平成 2 8 0 3 平成 2 7 0 4

保険者名 郵便番号 電話番号

ﾏ ﾙ ﾏ ﾙ ｼ 9 99 9 99 9 9 - 9 9 9 9 - 99 9 － 9 9

○ ○ 市

住所

ﾊ ﾞ ﾂ ﾊ ﾞ ﾂ ｹ ﾝ ﾏ ﾙ ﾏ ﾙ ｼ ｻ ﾝ ｶ ｸ ｻ ﾝ ｶ ｸ 1 - 1 - 1

× × 県 ○ ○ 市 △ △ １ － １ － １

5411



 

 

-
 
１

２
９

 - 

異動年月日 訂正年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日

有効開始年月日 有効終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日

年号 年 月 年号 年 月 年号 年 月

介護予防・日常生活支援総合事業みなしサービス終了年月

2:修正　3:削除

5421

訂正区分

平成 2 7 0 5 2 0

住所

05 6 - 7－ 8 91 2 - 3 4

保険者名 郵便番号 電話番号

介護予防訪問介護・介護予防通所介護終了年月 介護予防・日常生活支援総合事業開始年月

7 1

異動事由
保険者
区分

2 3 4 X X 2平成 0

保険者→国保連

介護保険　保険者情報訂正連絡票（例）
平成27年　6月　1日　（　　　　1頁）

保険者名

××県○○市

保険者番号

4 01



 

 

-
 
１

３
０

 - 



 

 

-
 
１

３
１

 - 



 

 

-
 
１

３
２

 - 

加 除 第 １ １ 号  

異動年月日 有効開始年月日 有効終了年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[サービス費区分支給限度基準額]

[サービス費種類支給限度基準額] [基準該当サービス費比率]

 

 5511

○○

居宅支援
介護予防

種類 比率
要支援１ 要支援２

○

保険者→国保連 　平成24年　　5月　　1日　（　　　　1頁）

保険者名
介護保険　市町村固有情報異動連絡票（１／２）（例）

（居宅介護サービス費等）
ＸＸ県○○市

区分
居宅介護

0 4 0 1 044 1:新規　2:変更　3:終了

保険者番号 異動区分 異動事由

X X 平成 21 2 3

介護予防

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 要支援１ 要支援２
居宅支援

支給限度基準額
(旧訪問通所)

(旧短期入所)

種類
居宅介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

○

訪問介護 訪問介護○○ ○○○○

訪問入浴介護 ○○○○ ○○ 訪問入浴介護○○○○ ○○

訪問看護 通所介護

○○○○

○○○ ○

訪問リハビリ 短期入所生活

通所介護 福祉用具貸与○○○○

通所リハビリ 居宅支援○○○○ ○○

福祉用具貸与 予防訪問介護

短期入所生活 予防訪問入浴

○○○○

○○

短期入所療養 予防通所介護

夜間訪問介護 予防短期生活○○○○

認知症通所介護 予防福祉貸与

予防支援

○○○○ ○○○

1 平成 2 4 0 4 0 1

○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○ ○○○○ ○○○○○

○○○○ ○○○○ ○

○

○○○○

○○○

○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○

○○

○○

○○

○○

○○○○

○○

○○○○

○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○ ○○○○

8 5

8 5

8 5

8 5

8 5

8 5

8 5

8 5

1 0 0

1 0 0

1 0 0

1 0 0

○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○



 

 

-
 
１

３
２
－

１
 
- 

異動年月日 有効開始年月日 有効終了年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[総合事業費（経過措置）区分支給限度基準額]

[総合事業費（経過措置）種類支給限度基準額]

保険者→国保連
介護保険　市町村固有情報異動連絡票（２／２）（イメージ）

（総合事業費）

平成27年　5月　1日　（　　1　 頁）

保険者名

○○市

保険者番号 異動区分 異動事由

1 2 3 4 X X 平成 2 7 0 4 0 1 1:新規　2:変更　3:終了 0 1 平成 2 4 0 4 0 1 平成

区分 二次予防
介護予防

要支援１ 要支援２

支給限度基準額

(総合事業費)
○○ ○○○○ ○○ ○○

種類 二次予防
介護予防

種類

○○

二次予防
介護予防

要支援１ 要支援２ 要支援１ 要支援２

訪問型予防 ○○○ ○○○○ ○○○○ 予防福祉貸与 ○○○○ ○○○○

通所型予防 ○○○ ○○○○ ○○○○ 予防短期生活 ○○○○ ○○○○

生活支援（配食） ○○○ ○○○○ ○○○○ 予防短期老健 ○○○○ ○○○○

生活支援（見守り） ○○○ ○○○○ ○○○○ 予防短期医療 ○○○○ ○○○○

生活支援（その他） ○○○ ○○○○ ○○○○ 予防療養管理 ○○○○ ○○○○

ケアマネジメント ○○○ ○○○○ ○○○○ 予防特定施設 ○○○○ ○○○○

予防訪問入浴 ○○○○ ○○○○ 予防認知通所 ○○○○ ○○○○

予防訪問看護 ○○○○ ○○○○ 予防多機能型 ○○○○ ○○○○

予防訪問リハ ○○○○ ○○○○ 予防認知症型 ○○○○

予防通所リハ ○○○○ ○○○ ○○○○

5511

○ 予防認知短期



 

 

-
 
１

３
３

 - 

加 除 第 １ １ 号  

異動年月日 訂正年月日 有効開始年月日 有効終了年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[サービス費区分支給限度基準額]

[サービス費種類支給限度基準額] [基準該当サービス費比率]

 

認知症通所介護 予防福祉貸与

予防支援

5521

短期入所療養 予防通所介護

夜間訪問介護 予防短期生活

福祉用具貸与 予防訪問介護

短期入所生活 予防訪問入浴

通所リハビリ 居宅支援

訪問リハビリ 短期入所生活

通所介護 福祉用具貸与

訪問入浴介護 訪問入浴介護

訪問看護 通所介護

訪問介護 訪問介護

居宅支援
介護予防

種類 比率
要支援１ 要支援２

支給限度基準額
(旧訪問通所)

(旧短期入所)

種類
居宅介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

介護予防

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 要支援１ 要支援２
区分

居宅介護
居宅支援

1 2 3 4 X X

保険者番号 訂正区分 異動事由

2:修正　3:削除

保険者→国保連 　平成24年　　5月　　15日　（　　　　1頁）

保険者名
介護保険　市町村固有情報訂正連絡票（１／２）（例）

（居宅介護サービス費等）
ＸＸ県○○市

平成 2 4 0 4 0 1 平成 1 52 4 0 5

△△△△

△△△



 

 

-
 
１

３
３
－

１
 
- 

異動年月日 訂正年月日 有効開始年月日 有効終了年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

[総合事業費（経過措置）区分支給限度基準額]

[総合事業費（経過措置）種類支給限度基準額]

保険者→国保連
介護保険　市町村固有情報訂正連絡票（２／２）（例）

（総合事業費）

平成27年　5月　15日　（　　1　 頁）

保険者名

××県○○市

保険者番号

1 2 3 4 X X 平成 2 7 0 4 0 1 平成 2 7 0 5

区分 二次予防
介護予防

要支援１ 要支援２

支給限度基準額

(総合事業費)
△△△△

種類 二次予防
介護予防

種類 二次予防
介護予防

要支援１ 要支援２ 要支援１ 要支援２

訪問型予防 △△△△ 予防福祉貸与

通所型予防 予防短期生活

生活支援（配食） 予防短期老健

生活支援（見守り） 予防短期医療

生活支援（その他） 予防療養管理

ケアマネジメント 予防特定施設

予防訪問入浴 予防認知通所

予防訪問看護 予防多機能型

予防訪問リハ 予防認知症型

予防通所リハ 予防認知短期

5521

訂正区分 異動事由

0 1 2:修正　3:削除



 

 

-
 
１

３
４

 - 

加 除 第 １ １ 号  

[サービス費区分支給限度基準額] [介護予防サービス費区分支給限度基準額]

[サービス費種類支給限度基準額] [基準該当サービス費比率]

予防支援 100

5531

○○○○○ ○○○○○ 予防福祉貸与 85

○○○○○ ○○○○○ 予防短期生活 100

○○○○○ ○○○○○ 予防通所介護 85

○○○○○ ○○○○○ 予防訪問入浴 85

○○○○○ ○○○○○ 予防訪問介護 85

○○○○○ ○○○○○ 居宅支援 100

○○○○○ ○○○○○ 福祉用具貸与 85

通所介護 85

○○○○○ ○○○○○ 短期入所生活 100

訪問介護 85

訪問入浴介護 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ 訪問入浴介護 85

○○○○○ ○○○○○ ○○○○○訪問介護 ○○○○○

種類 比率
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

介護予防

○○○○○

種類 居宅支援

○○○○○訪問通所 ○○○○○ ○○○○○

短期入所

1 平成24年 4月 1日

○○○○○
区分 居宅支援

居宅介護 要支援１

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 要支援２

国保連→保険者 平成24年 5月 6日

平成24年 5月 平成24年 5月 6日

有効開始年月日 有効終了年月日

01 平成24年 4月 1日

1頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

処理年月 受付年月日

1234XX

○○○○○ ○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

居宅介護

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○ ○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○ ○○○○○

短期入所療養

○○○○○

○○○○○

○○○○○

福祉用具貸与

短期入所生活

訪問リハビリ

○○○○○

○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

通所リハビリ ○○○○○

通所介護 ○○○○○

訪問看護

○○○○○

○○○○○ ○○○○○○○○○○ ○○○○○

○○○○○

○○○○○○○○○○ ○○○○○

保険者名

ＸＸ県○○市

保険者番号

異動事由異動区分 異動年月日

○○○○○ ○○○○○

訂正区分 訂正年月日

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○

○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

○○○○○

介護保険 市町村固有情報更新結果　（１／２）（例）
（居宅介護サービス費等）

○○○○○

夜間訪問介護

認知症通所介護 ○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○

DHFL01(5531)



 

 

-
 
１

３
４
－

１
 
- 

DHFL02(5531)



 

 

-
 
１

３
５

 - 

加 除 第 １ １ 号  

[サービス費区分支給限度基準額] [介護予防サービス費区分支給限度基準額]

[サービス費種類支給限度基準額] [基準該当サービス費比率]

5541

○○○○○ 予防福祉貸与 85

予防支援 100

○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○認知症通所介護 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○ 予防短期生活 100

○○○○○ 予防通所介護 85

夜間訪問介護 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○短期入所療養 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○ 予防訪問入浴 85

○○○○○ 予防訪問介護 85

短期入所生活 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○福祉用具貸与 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○ 居宅支援 100

○○○○○ 福祉用具貸与 85

通所リハビリ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○通所介護 ○○○○○

○○○○○ ○○○○○ 短期入所生活 100

○○○○○ 通所介護 85

訪問リハビリ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○訪問看護 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○ 訪問入浴介護 85

○○○○○ 訪問介護 85

訪問入浴介護 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○訪問介護 ○○○○○

種類 比率
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

種類 居宅支援
介護予防 居宅介護

○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

短期入所

訪問通所 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

異動区分 異動年月日 訂正年月日 異動事由

保険者名 保険者番号

ＸＸ県○○市 1234XX

国保連→保険者 平成24年 5月6日 1頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会介護保険 市町村固有情報　（１／２）（例）

（居宅介護サービス費等）

区分 居宅支援
居宅介護

有効開始年月日 有効終了年月日

1 平成24年 4月 1日 01 平成24年 4月 1日

要支援１ ○○○○○

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 要支援２ ○○○○○

DHKL03(5541)



 

 

-
 
１

３
５
－

１
 
- 

DHKL07(5541)



 

 

-
 
１

３
６

 - 

異動年月日
年号 年 月 日

[構成市町村情報]
有効開始年月日 有効終了年月日 有効開始年月日 有効終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日
市町村番号市町村名

介護保険　広域連合情報異動連絡票（例）
保険者→国保連

1

0 1

2

5611

保険者番号

異動事由

平成 11 2 8 0

市町村番号

平成12年　5月　1日　（　　　1頁）

保険者名

□□広域連合

市町村名

0 4 0X X

1 2 3 1 X X ＸＸ県○市　 平成 1 2 0 4 0 1 1 2 3 2 X X ＸＸ県×市　 平成 1 2 0 4 0 1

1 2 3 3 X X ＸＸ県○×市　 平成 1 2 0 4 0 1 1 2 3 4 X X ＸＸ県×○市　 平成 1 2 0 4 0 1

1 2 3 5 X X ＸＸ県××市　 平成 1 2 0 4 0 1 1 2 3 6 X X ＸＸ県○○市　 平成 1 2 0 4 0 1

1 2 3 7 X X ＸＸ県○○×市　 平成 1 2 0 4 0 1 1 2 3 8 X X ＸＸ県○×○市　 平成 1 2 0 4 0 1

1 2 3 9 X X ＸＸ県×○○市　 平成 1 2 0 4 0 1

異動区分

1:新規　2:変更　3:終了

加 除 第 １ １ 号  



 

 

-
 
１

３
７

 - 

異動年月日 訂正年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日

[構成市町村情報]
有効開始年月日 有効終了年月日 有効開始年月日 有効終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

異動事由

訂正区分

介護保険　広域連合情報訂正連絡票（例）

1 2 8 0 X X 平成

市町村名

保険者→国保連

5621

市町村名市町村番号市町村番号

保険者番号

平成12年　6月　１日　（　　　1頁）

保険者名

□□広域連合

1 平成1 2 0 4 2 0 2:修正　3:削除

0 1

1 2 0 50

1 2 3 7 X X ＸＸ県○○×市　 平 4 3 0成 1 2 0



 

 

-
 
１

３
８

 - 

DHCL02(5631)



 

 

-
 
１

３
９

 - 

DHKL02(5641)



 

 

-
 
１

４
０

 - 

異動年月日
年号 年 月 日

[行政区情報]
有効開始年月日 有効終了年月日 有効開始年月日 有効終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

平成12年　5月　1日　（　　　1頁）

介護保険　行政区情報異動連絡票（例）

行政区番号

保険者番号

異動事由

行政区名 行政区番号

保険者→国保連

平成

5611

行政区名

保険者名

ＸＸ県○○市

ＸＸ県×市　 平成 1 2 0

1 2 8 0 1

0 1

2 0 4 0X X 1

1 2 3 1 X X ＸＸ県○市　 平成 1 2 0 4 0 1 1 2 3 2 X X 4 0 1

1 2 3 3 X X ＸＸ県○×市　 平成 1 2 0 4 0 1 1 2 3 4 X X ＸＸ県×○市　 平成 1 2 0 4 0 1

1 2 3 5 X X ＸＸ県××市　 平成 1 2 0 4 0 1 1 2 3 6 X X ＸＸ県○○市　 平成 1 2 0 4 0 1

1 2 3 7 X X ＸＸ県○○×市　 平成 1 2 0 4 0 1 1 2 3 8 X X ＸＸ県○×○市　 平成 1 2 0 4 0 1

1 2 3 9 X X ＸＸ県×○○市　 平成 1 2 0 4 0 1

異動区分

1:新規　2:変更　3:終了



 

 

-
 
１

４
１

 - 

異動年月日 訂正年月日
年号 年 月 日 年号 年 月 日

[行政区情報]
有効開始年月日 有効終了年月日 有効開始年月日 有効終了年月日

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

訂正区分

2:修正　3:削除

保険者名

ＸＸ県○○市

介護保険　行政区情報訂正連絡票（例）
平成12年　6月　1日　（　　　1頁）

平成 1 2 0

保険者→国保連

5621

行政区名行政区番号

保険者番号

異動事由

行政区名 行政区番号

1 2 8 0 X X 4 0 1 平成 1 2 0 5 2 0

1 2 3 7 X X ＸＸ県○○×市　 平 4 3 0成 1 2 0



 

 

-
 
１

４
２

 - 

DHCL02(5631)



 

 

-
 
１

４
３

 - 

DHKL02(5641)



 

 

-
 
１

４
３
－

１
 
- 

加 除 第 ４ 号  

[サービスコード情報]

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

0 11 8 0 4○ ○ ○ 平成

0 4 0 1○ 平成 1 8

0 4 0 1○ 平成 1 8

0 4 0 1○ 平成 1 8

0 4 0 1○ 平成 1 8

0 1

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

0 1

0 1

0 1

0 1

1

平成 1 8 0 4 0 1

8 0 4 0

1

平成 1 8 0 4 0 1

8 0 4 0

0 4 0 1

○ ○

平成 1

平成 1

平成 1

○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

1

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

8

8 0 4 0○ ○ 平成 11 0 1 ○○ ○ ○ 平成

X X

○ ○ ○

1 2 3 4

異動年月日

1:新規　2:変更　3:終了

異動事由
有効開始年月日

単位数

1 8 0 4 0

5F11

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

有効終了年月日

保険者名保険者番号

介護保険　地域密着型サービスコード異動連絡票情報　(例）
　　平成18年　　5月　　1日　（　　　　1頁）

異動区分
ｻｰﾋﾞｽ種
類ｺｰﾄﾞ

ｻｰﾋﾞｽ項目ｺｰﾄﾞ

保険者→国保連

ＸＸ県○○市

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了

1:新規　2:変更　3:終了



 

 

-
 
１

４
３
－

２
 
- 

加 除 第 ４ 号  

[サービスコード情報]

年号 年 月 日 年号 年 月 日 年号 年 月 日

0 1 △ △1 8 0 4△ △ △ 平成

X

△ △ △

　2:修正　3:削除

ｻｰﾋﾞｽ種
類ｺｰﾄﾞ

ｻｰﾋﾞｽ項目ｺｰﾄﾞ

保険者→国保連

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

異動年月日
訂正区分

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

ＸＸ県○○市

保険者名保険者番号

介護保険　地域密着型サービスコード訂正連絡票情報　(例）

　　平成18年　　5月　　15日　（　　　　1頁）

1 2 3 4 X

5F21

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

有効開始年月日 有効終了年月日

　2:修正　3:削除

　2:修正　3:削除

異動事由 単位数

△



 

 

-
 
１

４
３
－

３
 
- 

加 除 第 ４ 号  

DHCL03(5F31)

○○○○
平成18年　4月　1日

1 平成18年　4月　1日

○○○○

ＸＸ県○○市 1234XX

異動事由

○○○○

○○○○
1 平成18年　4月　1日

1

1 平成18年　4月　1日

保険者名 保険者番号 サービス種類

1 平成18年　4月　1日

○○

有効開始年月日

01

訂正区分

1頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

単位数

介護保険 地域密着型サービス情報更新結果（例）
平成18年 5月 6日

サービス
項目コード

国保連→保険者

○○○○

異動区分 異動年月日

訂正年月日

1

01

01

01 ○○○

平成18年　4月　1日

平成18年　5月

平成18年　5月

平成18年　5月

平成18年　4月　1日

平成18年　4月　1日

平成18年　5月

○○○

○○○

○○○

○○○

平成18年　4月　1日

平成18年　4月　1日

平成18年　4月　1日 平成18年　5月01

01

平成18年　4月　1日

○○○○ ○○○

有効終了年月日 受付年月日

平成18年　5月　1日

平成18年　5月　1日

平成18年　5月　1日

処理年月

平成18年　5月

平成18年　5月　1日

平成18年　5月　1日

平成18年　5月　1日



 

 

-
 
１

４
３
－

４
 
- 

加 除 第 １ １ 号  

○○○ 平成18年　4月　1日○○○○ 1 平成18年　4月　1日 01

○○○○ 1 平成18年　4月　1日 01

○○○○ 1 平成18年　4月　1日 01

○○○ 平成18年　4月　1日○○○○ 1 平成18年　4月　1日 01

○○○ 平成18年　4月　1日○○○○ 1 平成18年　4月　1日 01

有効終了年月日

○○○○ 1 平成18年　4月　1日 01 ○○○ 平成18年　4月　1日

異動事由 訂正年月日 単位数 有効開始年月日

保険者名 保険者番号 サービス種類

ＸＸ県○○市 1234XX ○○

介護保険 地域密着型サービスコード台帳（例）

サービス
項目コード

異動区分 異動年月日

○○○

○○○

平成18年 5月 15日 1頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

国保連→保険者

DHKL05(5F41)

平成18年　4月　1日

平成18年　4月　1日



 

 

-
 
１

４
３
－

５
 
- 

加 除 第 １ １ 号  

[サービスコード情報]

年号 年 月

年号 年 月

5G11

○○○○○○

1 1

0 1 ○

○○○ 222○○○ 00 41 平成 2 4
0 4 0 1○○○○○○ 平成 2 4

○○○○○○○

2 2 2

0 1

○○○0 1 3 10 1 0 1○○○4 0 4
1

1 平成 2
4 0 4 0○○ 平成 2○○○○

二次
予防

要支
援１

要支
援２

給付率 負担額 実施区分

年号 年 月 日 異動事由
適用終了年月

サービス名称

日数回数 制限期間
限度額
区分

定率定額

X X ＸＸ県○○市

種類
ｺｰﾄﾞ

項目
ｺｰﾄﾞ

異動年月日 異動区分
適用開始年月

単位数 算定単位

1 2 3 4

保険者→国保連
介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報（例）

   平成24年　5月　1日　（　　1　 頁）

保険者番号 保険者名



 

 

-
 
１

４
３
－

６
 
- 

[サービスコード情報]

年号 年 月

1 1 1 1

○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○1

1 ○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○

サービス名称
事業

対象

要支

援１

要支

援２

運動器機能向上 栄養マネ（改善） 口腔機能向上 事業所評価加算

保険者→国保連
介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード異動連絡票情報　(例）

 平成29年　10月　1日　（　　1　 頁）

証記載保険者
番号

保険者名

1 2 3 4 X X ××県○○市

種類

ｺｰﾄﾞ

項目

ｺｰﾄﾞ

異動年月日 異動区分
適用開始年月

単位数

適用終了年月

年号 年 月

算定単位 日数回数 制限期間
限度額

区分
給付率 負担額 実施区分

異動事由

○ ○ ○
平成

1 平成 2

○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

9 0
1

9

1

2 9 0
○ ○ ○ 0 1 0 1 0 1 3 ○ ○ ○ 2 2 2

年号 年 月 日

9 0

1

○ ○ ○ ○ ○ ○
平成 2

0

1

9 0 9 0 1
1 平成 2 9

1

0 9 ○ ○ ○ 0 2 1

5H11

○ ○ ○ 1 2 2



 

 

-
 
１

４
３
－

７
 
- 

 

 加 除 第 １ １ 号  

[サービスコード情報]

年号 年 月 日 年号 年 月

年号 年 月 日 年号 年 月

平成 2 4 0 4 0

4 0 6 0

保険者→国保連
介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード訂正連絡票情報（例）

   平成24年　6月　1日　（　　1　 頁）

保険者番号 保険者名

1 2 3 4

種類
ｺｰﾄﾞ

項目
ｺｰﾄﾞ

訂正区分
適用開始年月異動年月日

訂正年月日
異動事由

適用終了年月

定率定額 給付率

X X ＸＸ県○○市

単位数 算定単位 日数回数 負担額 実施区分

サービス名称
二次
予防

要支
援１

要支
援２

制限期間
限度額
区分

△△△△△△
平成 2

21

1

△△△

5G21



 

 

-
 
１

４
３
－

８
 
- 

[サービスコード情報]

年号 年 月 日 年号 年 月

年号 年 月 日 年号 年 月

1平成 2 9 0 9 0

栄養マネ（改善） 口腔機能向上 事業所評価加算

訂正年月日
異動事由

事業

対象

保険者→国保連
介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード訂正連絡票情報　(例）

 平成29年　10月　1日　（　　1　 頁）

証記載保険者
番号

保険者名

1

要支

援１

要支

援２

2 3 4 X X ××県○○市

種類

ｺｰﾄﾞ

項目

ｺｰﾄﾞ

訂正区分
適用開始年月

単位数 算定単位

適用終了年月
サービス名称

運動器機能向上

日数回数 制限期間
限度額

区分
給付率 負担額 実施区分

△ △ △ △ △ △

2 △ △ △

5H21

異動年月日

平成 2 9 0 8 0 1



 

 

-
 
１

４
３
－

９
 
- 

 

DHCL04

介護予防・日常生活支援
総合事業サービスコード情報更新結果（例）

1 01 3 ○○○1平成24年 5月

平成24年 5月 6日

○○○

012

平成24年 4月 1日

平成24年 5月 2日

平成24年 4月

実施区分

二次予防 要支援１ 要支援２受付年月日

給付率 負担額

サービス名称訂正区分

異動年月日

訂正年月日

適用開始年月

適用終了年月

ＸＸ県○○市

サービス種類

○○

異動区分 処理年月

2
○○○○○○○○○

2 2

国保連→保険者

保険者番号

○○○○ 01
1

1234XX

保険者名

定率定額

平成24年 5月 6日
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

1頁

サービス
項目コード

異動
事由

日数回数 制限期間 限度額区分

算定単位

単位数



 

 

-
 
１

４
３
－

１
０

 - 



 

 

-
 
１

４
３
－

１
１

 - 

 

DHKL06

平成24年 5月 2日
○○○○ 2 2 2

01

異動
区分

1

算定単位

サービス
項目コード

平成24年 4月 1日 平成24年 4月
01

単位数
異動
事由

1234XX

適用終了年月

○○○

訂正年月日

適用開始年月

○○

異動年月日

ＸＸ県○○市

要支援２

日数回数 制限期間 限度額区分 定率定額

1 01 3 1 ○○○

○○○○○○○○○

平成24年 5月 6日

給付率 負担額

サービス名称

実施区分

二次予防 要支援１

1頁
ＮＮＮＮ国民健康保険団体連合会

保険者名 保険者番号 サービス種類

介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード情報（例）
国保連→保険者



 

 

-
 
１

４
３
－

１
２

 - 

 



- １４４ - 

２ 審査支払業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

加
除
第
１
１
号 



- １４５ - 

２．１ 受け渡し概要図 
 
２．１．１ 給付管理票情報受け渡し概要 

 
保険者 国保連合会 

    

1. ケアプランを被保険者が自己作成した場合

は、保険者が被保険者の受けたサービス実績

に基づき給付管理票を作成し(計画に変更が

あった場合には、その内容を反映する)、国保

連合会に給付管理票情報、給付管理票総括

票情報をサービス提供月の翌月初めに提出す

る。 

国保連合会で一度審査決定した給付管理票

の修正を行う場合には、給付管理票（修正）情

報、給付管理票総括票情報を提出する。 

2. 国保連合会は、受け付けた給付管理票情報、

または給付管理票（修正）情報（伝送、磁気、

帳票のいずれかで受付）の受付チェックを実

施し、エラーを発見した場合、保険者へエラー

を通知する。 

なお、受付エラーは、提出された給付管理票

情報、給付管理票総括票情報の記載内容の

誤りではないため、返戻として扱わない。 

 

3. 保険者は、受付チェックでエラーとなった媒体

のチェックを行い、誤りを修正した後、国保連

合会に翌月(受付期間に間に合えば当月)提出

する。 

 

4. 形式･資格･上限チェックにおける返戻が発生

した場合、保険者へ請求明細書・給付管理票

返戻（保留）一覧表情報を送付する。 

5. 提出した給付管理票情報が返戻された場合、

保険者は必ず返戻された給付管理票情報の

内容について訂正を行い、再提出しなければ

ならない。 

なお、返戻の理由が台帳の登録誤りによる場

合、台帳の修正を行う。 

6. 保険者へ給付管理票情報を発送する。 

7. 国保連合会から給付管理票情報を受け取る。 

備考 



- １４６ - 

  給付管理票情報受け渡し概要図 

月 週 保険者 国保連合会 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 ２   

 

３ 

  

 

 

 

４ 

  

 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３ 

  

４ 
  

 

 

受付処理 

受付チェック 

形式・資格・上限 
チェック 

返戻通知処理 

サ 

ー 

ビ 

ス 

提 

供 

翌 

月 
サ 
ー 

ビ 

ス 

提 

供 

翌 

々 

月 

給付管理票

総括票情報 

 

 

エラー 
通知 

（ＴＥＬ等） 

エラー 返却 

ＦＤは 
返却 

しない 

エラー 

エラー 
審査委員会 

請求明細書・給付管

理票返戻（保留） 
一覧表情報 

給付管理票

情報 

 

 

給付管理票

（修正）情報 

給付管理票情報発送 

内容確認・訂正後、再提出 

提出 

発送 
 
 保険者向け 

給付管理票

情報 



- １４７ - 

２．１．２ 介護給付費再審査申立書情報受け渡し概要  
 

保険者 国保連合会 

    

1. 

 

保険者は、国保連合会から通知された介護

給付実績情報の内容を確認後、内容に疑義

がある場合には、介護給付費再審査申立書

情報を国保連合会へ提出する。 

なお、介護給付費再審査申立書情報はサー

ビス事業所等より提出される場合もある。 

2. 国保連合会は、受け付けた介護給付費再審

査申立書情報（伝送、磁気、帳票のいずれか

で受付）の受付・形式・資格チェックを実施し、

エラーを発見した場合、保険者へエラーを通

知する。 

なお、介護給付費再審査申立エラーは、返戻

として扱われない。 

 
3. 保険者は、受付チェックでエラーとなった媒

体のチェックを行い、誤りを修正した後、国

保連合会に翌月(受付期間に間に合えば当

月)提出する。 

 

4. 介護給付費再審査申立書情報の審査結果に

基づき保険者へ介護給付費再審査決定通知

書情報 (保険者分)を発送する。 

※備考参照 

  

  

備考 

※ 提出された介護給付費再審査申立書情報を基にして、当該サービスの情報を給付実績から参照す 

る。   



- １４８ - 

  介護給付費再審査申立書情報受け渡し概要図 

月 週 保険者 国保連合会 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 
 

 

 

 
１ 

 

 

 

２ 
 

 

 

３ 
 

 

 

４ 

  

 

 

 

  

 
１ 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 ３ 
 

 

 

４ 
  

  

受付処理 再 

審 

査 

申 

立 

月 

エラー 
返却 
ＦＤは 
返却 

しない 

提出   
介護給付費

再審査 
申立書情報 

エラー 

通知 

（ＴＥＬ等） 

受付・形式・資格 
チェック 

再 

審 

査 

申 

立 

翌 

月 

再審査委員会 

再 

審 

査 

申 

立 

翌 

々 

月 

発送 
介護給付費再審査決定

通知書情報(保険者分) 

介護給付費 
再審査決定通知書情報 

(公費負担者分) 

公費負担者 

再審査決定通知書発送 
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２．１．３ 介護給付費過誤申立書情報受け渡し概要  
（１）介護給付費過誤申立書情報 

 保険者 国保連合会 

    

1. サービス事業者等の要請により一度審査決

定した請求に対して取り下げを行う場合、また

は、保険者が過誤を発見した場合、保険者

は、介護給付費過誤申立書情報を国保連合

会へ提出する。 

 

2. 国保連合会は、受け付けた介護給付費過誤

申立書情報（伝送、磁気、帳票のいずれかで

受付）の受付・形式・資格チェックを実施し、

エラーを発見した場合、保険者へエラーを通

知する。 

なお、介護給付費過誤申立エラーは、返戻と

して扱われない。 

 
3. 保険者は、受付チェックでエラーとなった媒体

のチェックを行い、誤りを修正した後、国保連

合会に翌月(受付期間に間に合えば当月)提

出する。 

4. 介護給付費過誤申立書情報による申し立て

に基づき過誤調整を行い、保険者へ介護給

付費過誤決定通知書情報(保険者分)を発送

する。 

※備考参照 

  

  

備考 

※ 提出された介護給付費過誤申立書情報を基にして、当該サービスの情報を給付実績から参照する。 
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  介護給付費過誤申立書情報受け渡し概要図 

月 週 保険者 国保連合会 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

４ 

  

 

 

受付処理 

過 

誤 

申 

立 

月 

 
 

介護給付費過

誤申立書情報 

エラー 
通知 

（ＴＥＬ等） 

エラー 返却 

ＦＤは 
返却 

しない 

提出 

過誤決定通知書発送 
発送 

 

介護給付費過誤決定

通知書情報(保険者分) 

介護給付費 
過誤決定通知書情報 

(公費負担者分) 

公費負担者 

過 

誤 
申 
立 

翌 

月 

受付・形式・資格 
チェック 

加
除
第
１
１
号 
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（２）介護予防・日常生活支援総合事業費（経過措置）過誤申立書情報 

 保険者 国保連合会 

    

1. サービス事業者等の要請により一度審査決

定した請求に対して取り下げを行う場合、また

は、保険者が過誤を発見した場合、保険者

は、介護予防・日常生活支援総合事業費（経

過措置）過誤申立書情報を国保連合会へ提

出する。 

 2. 国保連合会は、受け付けた介護予防・日常

生活支援総合事業費（経過措置）過誤申立

書情報（伝送、磁気、帳票のいずれかで受

付）の受付・形式・資格チェックを実施し、エラ

ーを発見した場合、保険者へエラーを通知す

る。 

なお、受付エラーは、返戻として扱われない。 

 
3. 保険者は、受付チェックでエラーとなった媒体

のチェックを行い、誤りを修正した後、国保連

合会に翌月(受付期間に間に合えば当月)提

出する。 

4. 介護予防・日常生活支援総合事業費（経過

措置）過誤申立書情報による申し立てに基づ

き過誤調整を行い、保険者へ介護予防・日常

生活支援総合事業費（経過措置）過誤決定

通知書情報(保険者分)を発送する。 

※備考参照 
  

  

備考 

※ 提出された介護予防・日常生活支援総合事業費（経過措置）過誤申立書情報を基にして、当該サービ

スの情報を給付実績から参照する。 
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  介護予防・日常生活支援総合事業費（経過措置）過誤申立書情報受け渡し概要図 

月 週 保険者 国保連合会 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

４ 

  

 
 
 
 

受付処理 

過 

誤 

申 

立 

月 

 
 

介護予防・日常生活

支援総合事業費（経

過措置）過誤申立書

情報 

エラー 
通知 

（ＴＥＬ等） 

エラー 返却 

ＦＤは 
返却 

しない 

提出 

過誤決定通知書発送 
発送 

 

介護予防・日常生活支援

総合事業費（経過措置）過

誤決定通知書情報 
(保険者分) 

 

過 

誤 
申 
立 

翌 

月 

受付・形式・資格 
チェック 
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（３）介護予防・日常生活支援総合事業費過誤申立書情報 

 保険者 国保連合会 

    

1. サービス事業者等の要請により一度審査決

定した請求に対して取り下げを行う場合、また

は、保険者が過誤を発見した場合、保険者

は、介護予防・日常生活支援総合事業費過

誤申立書情報を国保連合会へ提出する。 

 

2. 国保連合会は、受け付けた介護予防・日常

生活支援総合事業費過誤申立書情報（伝

送、磁気、帳票のいずれかで受付）の受付・

形式・資格チェックを実施し、エラーを発見し

た場合、保険者へエラーを通知する。 

なお、介護予防・日常生活支援総合事業費

過誤申立エラーは、返戻として扱われない。 

 
3. 保険者は、受付チェックでエラーとなった媒体

のチェックを行い、誤りを修正した後、国保連

合会に翌月(受付期間に間に合えば当月)提

出する。 

4. 介護予防・日常生活支援総合事業費過誤申

立書情報による申し立てに基づき過誤調整

を行い、保険者へ介護予防・日常生活支援

総合事業費過誤決定通知書情報(保険者分)

を発送する。 

※備考参照 
  

  

備考 

※ 提出された介護予防・日常生活支援総合事業費過誤申立書情報を基にして、当該サービスの情報を

給付実績から参照する。 
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  介護予防・日常生活支援総合事業費過誤申立書情報受け渡し概要図 

月 週 保険者 国保連合会 
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４ 

 

 

 

 

 

 

 

１ 
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受付処理 

過 

誤 

申 

立 

月 

 
 

介護予防・日常

生活支援総合

事業費過誤申

立書情報 

エラー 
通知 

（ＴＥＬ等） 

エラー 返却 

ＦＤは 
返却 

しない 

提出 

過誤決定通知書発送 
発送 

 

介護予防・日常生活支

援総合事業費過誤決定

通知書情報(保険者分) 

介護予防・日常生活支援

総合事業費過誤決定通

知書情報(公費負担者分) 

公費負担者 

過 

誤 
申 
立 

翌 

月 

受付・形式・資格 
チェック 
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２．１．４ 保険者請求概要 
（１）保険者（介護給付費）請求 

サービス事業所等 保険者・公費負担者 国保連合会 

 

1. 

 

サービス事業所等は、

被保険者に対してサー

ビスを行った場合、国

保連合会に介護給付

費請求書情報、介護

給付費請求明細書情

報を提出する。 

 

 

 

 

   

2. 国保連合会は、受け付けた介護

給付費請求書情報等（伝送、磁

気、帳票のいずれかで受付）の受

付チェック、形式･資格･上限チェッ

クを実施した後、審査委員会にお

ける審査結果に基づき、サービス

事業所等への介護給付費支払額

を決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険者・公費負担者は国保

連合会より入手した情報を基

に支払処理を行う。 
 

3. 国保連合会は審査委員会の決定

に基づき保険者へ国保連合会保

有給付実績情報、保険者向け給

付管理票情報、介護給付費資格

照合表情報、介護給付費払込請

求書情報、介護給付費審査支払

手数料払込請求書情報、介護給

付費等請求額通知書情報、介護

給付費等審査決定請求明細表情

報を発送する。また、公費負担者

へ介護給付費払込請求書情報

（公費負担者分）、介護給付費審

査支払手数料払込請求書情報

（公費負担者分）、介護給付費等

請求額通知書情報（公費負担者

分）、介護給付費公費受給者別一

覧表情報を発送する。 

 

 

 

 

6. 

 

 

 

国保連合会から介護

給付費等支払決定額

通知書情報、介護給

付費等支払決定額内

訳書情報を受け取る。 

 5. サービス事業所等へ介護給付費

等支払決定額通知書情報、介護

給付費等支払決定額内訳書情報

を発送する。 

備考 
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  保険者（介護給付費）請求概要図 

月 週 サービス事業所等 保険者 国保連合会 

サ 

ー 

ビ 

ス 

提 

供 

翌 

月 
 

１ 

 

 

  

２    

３    

４ 

   

 

 

サ 

ー 
ビ 

ス 

提 

供 

翌 

々 

月 

１    

２ 

   

３    

４ 

   

 

受付処理 
提出 

  
介護給付費 

請求書情報

 
 

給付管理票

情報等 

居宅介護支援事業所 
受付チェック 

形式・資格・上限
チェック 

審査委員会 

支払通知書発送 

介護給付費等支払 
決定額通知書情報 

発送 

介護給付費等支払 
決定額内訳書情報 

  介護給付
費等請求
額通知書

情報 

給付実績情報発送 

介護給付費 
払込請求書情報 

介護給付費 
審査支払手数料 
払込請求書情報 

  介護給付費
資格照合表

情報 

  介護給付費
等審査決定
請求明細表

情報 

介護給付費 
払込請求書情報

（公費負担者分） 

介護給付費 
審査支払手数料 
払込請求書情報 
（公費負担者分） 

 
介護給付費等請
求額通知書情報
（公費負担者分） 

 介護給付費 
公費受給者別 
一覧表情報 

公費負担者 

発送 

発送 

 
 国保連合会

保有給付 
実績情報 

 
 保険者向け 

給付管理票
情報 
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（２）保険者（介護予防・日常生活支援総合事業費（経過措置））請求 

サービス事業所等 保険者・公費負担者 国保連合会 

 

1. 

 

サービス事業所等は、

被保険者に対してサー

ビスを行った場合、国

保連合会に介護予防・

日常生活支援総合事

業費（経過措置）請求

書情報、介護予防・日

常生活支援総合事業

費(経過措置)請求明

細書情報を提出する。 
 

 

 

 

   

2. 国保連合会は、受け付けた介護

予防・日常生活支援総合事業費

（経過措置）請求書情報等（伝送、

磁気のいずれかで受付）の受付

チェック、形式･資格チェックに基

づき、サービス事業所等への介

護予防・日常生活支援総合事業

費(経過措置)支払額を決定する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険者は国保連合会より入

手した情報を基に支払処理

を行う。 

3. 国保連合会は保険者へ国保連合

会保有給付実績情報、介護予防・

日常生活支援総合事業費(経過

措置)資格照合表情報、介護予

防・日常生活支援総合事業費(経

過措置)払込請求書情報、介護予

防・日常生活支援総合事業費(経

過措置)審査支払手数料払込請

求書情報、介護予防・日常生活支

援総合事業費(経過措置)請求額

通知書情報、介護予防・日常生活

支援総合事業費(経過措置)審査

決定請求明細表情報を発送す

る。 

 

 

 

6. 

 

 

国保連合会から介護

給付費等支払決定額

通知書情報、介護予

防・日常生活支援総合

事業費(経過措置)支

払決定額内訳書情報

を受け取る。 

 5. サービス事業所等へ介護給付費

等支払決定額通知書情報、介護

予防・日常生活支援総合事業費

(経過措置)支払決定額内訳書情

報を発送する。 

備考 
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  保険者（介護予防・日常生活支援総合事業費(経過措置)）請求概要図 

月 週 サービス事業所等 保険者 国保連合会 

サ 

ー 

ビ 

ス 

提 

供 

翌 

月 
 

１ 

 

 

  

２    

３    

４ 

   

 

 

サ 

ー 
ビ 

ス 

提 

供 

翌 

々 

月 

１    

２ 

   

３    

４ 

   

受付処理 提出  介護予防・日常生

活支援総合事業

費(経過措置) 

請求書情報 

 

受付チェック 

形式・資格 
チェック 

支払通知書発送 

介護給付費等支払 
決定額通知書情報 

発送 
介護予防・日常生活支

援総合事業費（経過措

置）支払決定額内訳書 

情報 

  介護予防・日常

生活支援総合

事業費(経過措

置)請求額 

通知書情報 

給付実績情報発送 

介護予防・日常生活支援

総合事業費(経過措置) 

払込請求書情報 

介護予防・日常生活支援

総合事業費(経過措置) 

審査支払手数料 

払込請求書情報 

  
介護予防・日常

生活支援総合事

業費(経過措置)

資格照合表情報 

  介護予防・日常生

活支援総合事業費

(経過措置)審査決

定請求明細表情報 

発送 

 
 

国保連合会

保有給付 
実績情報 
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（３）保険者（介護予防・日常生活支援総合事業費）請求 
サービス事業所等 保険者・公費負担者 国保連合会 

 

1. 

 

サービス事業所等は、

被保険者に対してサー

ビスを行った場合、国

保連合会に介護予防・

日常生活支援総合事

業費請求書情報、介

護予防・日常生活支援

総合事業費請求明細

書情報を提出する。 
 

   

2. 国保連合会は、受け付けた介護

予防・日常生活支援総合事業費

請求書情報等（伝送、磁気、帳票

のいずれかで受付）の受付チェッ

ク、形式･資格･上限チェックを実

施した後、審査委員会における審

査結果に基づき、サービス事業所

等への介護予防・日常生活支援

総合事業費支払額を決定する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険者・公費負担者は国保

連合会より入手した情報を基

に支払処理を行う。 
 

3. 国保連合会は、審査委員会の決

定に基づき保険者へ国保連合会

保有給付実績情報、保険者向け

給付管理票情報、介護予防・日常

生活支援総合事業費資格照合表

情報、介護予防・日常生活支援総

合事業費払込請求書情報、介護

予防・日常生活支援総合事業費

審査支払手数料払込請求書情

報、介護予防・日常生活支援総合

事業費等請求額通知書情報、介

護予防・日常生活支援総合事業

費審査決定請求明細表情報を発

送する。また、公費負担者へ介護

予防・日常生活支援総合事業費

払込請求書情報（公費負担者

分）、介護予防・日常生活支援総

合事業費審査支払手数料払込請

求書情報（公費負担者分）、介護

予防・日常生活支援総合事業費

等請求額通知書情報（公費負担

者分）、介護予防・日常生活支援

総合事業費公費受給者別一覧表

情報を発送する。 
 

6. 国保連合会から介護

給付費等支払決定額

通知書情報、介護予

防・日常生活支援総合

事業費支払決定額内

訳書情報を受け取る。 

 5. サービス事業所等へ介護給付費

等支払決定額通知書情報、介護

予防・日常生活支援総合事業費

支払決定額内訳書情報を発送す

る。 

備考 
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  保険者（介護予防・日常生活支援総合事業費）請求概要図 

月 週 サービス事業所等 保険者 国保連合会 

サ 

ー 

ビ 

ス 

提 

供 

翌 

月 
 

１ 

 

 

  

２    

３    

４ 

   

 

 

サ 
ー 
ビ 

ス 

提 

供 

翌 

々 

月 

１    

２ 

   

３    

４ 

   

受付処理 
提出 

  
介護予防・日常生

活支援総合事業

費請求書情報 

  
給付管理票 

情報等 

地域包括支援センター 
受付チェック 

形式・資格・上限
チェック 

審査委員会 

支払通知書発送 

介護給付費等支払 
決定額通知書情報 

発送 

介護予防・日常生活 
支援総合事業費支払 
決定額内訳書情報 

  介護予防・日常生

活支援総合事業

費等請求額通知

書情報 

給付実績情報発送 

介護予防・日常生活支

援総合事業費払込 
請求書情報 

介護予防・日常生活 
支援総合事業費 
審査支払手数料 
払込請求書情報 

  
介護予防・日常

生活支援総合

事業費資格照

合表情報 

  
介護予防・日常生

活支援総合事業

費審査決定請求

明細表情報 

介護予防・日常生活支援総

合事業費払込請求書情報

（公費負担者分） 

介護予防・日常生活 
支援総合事業費審査支払

手数料払込請求書情報 
（公費負担者分） 

 
介護予防・日常生活

支援総合事業費等

請求額通知書情報

（公費負担者分） 

 介護予防・日常生

活支援総合事業費

公費受給者別一覧

表情報 

公費負担者 

発送 

発送 

  
国保連合会

保有給付 
実績情報  

 保険者向け 
給付管理票 

情報 
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２．２ インタフェース一覧 
 

２．２．１ 給付管理票情報（入力情報） 
 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

（1） 8211 

給付管理票総括

票情報 

給付管理票の件数等の情報 保険者 

→ 

国保連合会 

月次 磁気 

帳票 

（2） 
8222 

※２ 

給付管理票情報 要介護者等が受けたサービス実績（計画に

変更が合った場合には、その内容を反映す

る）に基づいて作成した情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

磁気 

帳票 

※２ サービス提供年月が平成１８年３月以前の交換情報識別番号は、“8221”を設定する。 

 
 受付媒体種別 

種別 帳票名 伝送 磁気 帳票 

給付管理票情

報 

給付管理票総括票情報 × ○ ※１ ◎ 

給付管理票情報 ○ ○ ◎ 

○ … 必須、× … 不要、◎ … 必須かつ紙媒体受付の際の入力対象 
※１ 省略可 

 
２．２．２ 再審査・過誤申立情報（入力情報） 

 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

(1) 1731 

介護給付費過誤申

立書情報 

過誤を申し立てるための理由と対象とな

る給付実績を特定するための情報を記載

した情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

磁気 

帳票 

(2) 1761 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

（経過措置）過誤

申立書情報 

過誤を申し立てるための理由と対象とな

る給付実績を特定するための情報を記載

した情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

磁気 

帳票 

(3) 1791 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

過誤申立書情報 

過誤を申し立てるための理由と対象とな

る給付実績を特定するための情報を記載

した情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

磁気 

帳票 

(4) 
1742 

※１ 

介護給付費再審査

申立書情報（保険

者分） 

再審査を申し立てるための理由と対象と

なる給付実績を特定するための情報を記

載した情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

月次 伝送 

磁気 

帳票 

※ １ サービス提供年月が平成１５年３月以前の交換情報識別番号は、“1741”を設定する。 
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 受付媒体種別 

種別 帳票名 伝送 磁気 帳票 

再審査・過誤

申立情報 

介護給付費再審査申立書情報 ○ ○ ◎ 

介護予防・日常生活支援総合事業費

（経過措置）過誤申立書情報 
○ ○ ◎ 

介護予防・日常生活支援総合事業費過

誤申立書情報 
○ ○ ◎ 

介護給付費過誤申立書情報 ○ ○ ◎ 

○ … 必須、× … 不要、◎ … 必須かつ紙媒体受付の際の入力対象 
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２．２．３ 増減単位数返戻通知情報（出力情報） 
 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 
出力形式 

CSV 帳票形式 

(1) 7411 

請求明細書・給付

管理票返戻（保留）

一覧表情報 

返戻する給付管理票を確

認するための情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

 
 

種別 帳票名 出力媒体種別 

増減単位数返

戻通知情報 

請求明細書・給付管理票返戻（保留）

一覧表情報 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

 
 
２．２．４ 再審査・過誤決定通知情報（保険者分） （出力情報） 

 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 
出力形式 

CSV 帳票形式 

(1) 1711 

介護給付費過誤決

定通知書情報（保

険者分） 

保険者へ過誤調整を行っ

た結果を通知するための

情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(2) 1751 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

（経過措置）過誤

決定通知書情報

（保険者分） 

保険者へ過誤調整を行っ

た結果を通知するための

情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 ○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(3) 

 

1771 

 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

過誤決定通知書情

報（保険者分） 

保険者へ過誤調整を行っ

た結果を通知するための

情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(4) 1721 

介護給付費再審査

決定通知書情報

（保険者分） 

保険者へ再審査で調整を

行った結果を通知するた

めの情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(5) 

 

1781 

 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

再審査決定通知書

情報（保険者分） 

保険者へ再審査で調整を

行った結果を通知するた

めの情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 
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種別 帳票名 出力媒体種別 

再審査・過誤

決定通知書情

報（保険者分） 

介護給付費過誤決定通知書情報（保険者

分） 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費（経

過措置）過誤決定通知書情報（保険者分） 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費過誤

決定通知書情報（保険者分） 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護給付費再審査決定通知書情報（保険

者分） 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費再審

査決定通知書情報（保険者分） 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 
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２．２．５ 介護給付費給付実績情報（出力情報） 

 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 
出力形式 

CSV 帳票形式 

(1) 
1122 

※４ 

保険者向け給付管

理票情報 

今回審査済の給付管理票情

報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 

※1 

○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４タテ 

(2) 1211 

介護給付費資格照

合表情報 

受給者台帳との資格チェッ

クにおいて警告エラーとな

った情報を通知するための

情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(3) 1221 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

（経過措置）資格

照合表情報 

受給者台帳との資格チェッ

クにおいて警告エラーとな

った情報を通知するための

情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(4) 

 

1231 

 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

資格照合表情報 

受給者台帳との資格チェッ

クにおいて警告エラーとな

った情報を通知するための

情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(5) 1311 

介護給付費払込請

求書情報 

保険者が介護給付費を国保

連合会へ納入するための払

込請求書情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 

帳票  

○ 

汎用紙 

Ａ３タテ 

※２ 

(6) 1321 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

（経過措置）払込

請求書情報 

保険者が介護予防・日常生

活支援総合事業費を国保連

合会へ納入するための払込

請求書情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 

帳票  

○ 

汎用紙 

Ａ３タテ 

※２ 

(7) 1331 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

払込請求書情報 

保険者が介護予防・日常生

活支援総合事業費を国保連

合会へ納入するための払込

請求書情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 

帳票  

○ 

汎用紙 

Ａ３タテ 

※２ 

(8) 1411 

介護給付費審査支

払手数料払込請求

書情報 

保険者が審査支払手数料を

国保連合会へ納入するため

の払込請求書情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 

帳票  

○ 

汎用紙 

Ａ３タテ 

※２ 

(9) 1421 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

（経過措置）審査

支払手数料払込請

求書情報 

保険者が審査支払手数料を

国保連合会へ納入するため

の払込請求書情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 

帳票  

○ 

汎用紙 

Ａ３タテ 

※２ 

(10) 1431 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

審査支払手数料払

込請求書情報 

保険者が審査支払手数料を

国保連合会へ納入するため

の払込請求書情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 

帳票  

○ 

汎用紙 

Ａ３タテ 

※２ 

(11) 1511 

介護給付費等請求

額通知書情報 

保険者へサービス種類毎の

請求決定額を通知するため

の帳票情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

※３ 

(12) 1521 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

（経過措置）請求

額通知書情報 

保険者へサービス種類毎の

請求決定額を通知するため

の帳票情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

※３ 
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項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 
出力形式 

CSV 帳票形式 

(13) 1531 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

等請求額通知書情

報 

保険者へサービス種類毎の

請求決定額を通知するため

の帳票情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

※３ 

(14) 1611 

介護給付費等審査

決定請求明細表情

報 

保険者へサービス事業者及

びサービス種類毎の請求決

定額を通知するための帳票

情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 

○ 

 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(15) 1621 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

（経過措置）審査

決定請求明細表情

報 

保険者へサービス事業者及

びサービス種類毎の請求決

定額を通知するための帳票

情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 ○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(16) 

 

1631 

 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

審査決定請求明細

表情報 

保険者へサービス事業者及

びサービス種類毎の請求決

定額を通知するための帳票

情報 

国保 

連合会 

→ 

保険者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 
○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

 
 

種別 帳票名 出力媒体種別 

介護給付実績

情報 

保険者向け給付管理票情報 伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護給付費資格照合表情報 伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費

（経過措置）資格照合表情報 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費資

格照合表情報 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護給付費払込請求書情報 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費

（経過措置）払込請求書情報 
帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費払

込請求書情報 
帳票返却 

介護給付費審査支払手数料払込請求

書情報 
帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費

（経過措置）審査支払手数料払込請求

書情報 

帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費審

査支払手数料払込請求書情報 
帳票返却 

介護給付費等請求額通知書情報 伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費

（経過措置）請求額通知書情報 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費等

請求額通知書情報 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護給付費等審査決定請求明細表情

報 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費

（経過措置）審査決定請求明細表情報 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費審

査決定請求明細表情報 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 
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※ １ 帳票の様式については、インタフェース項目に揃えた様式で提供する。 

ただし、大量な枚数になる場合等は、帳票での提供ができない場合がある。 

※ ２ 保険者からの申し出により、合併後の保険者に合併前の保険者分を合算する。 

※ ３ 保険者からの申し出により、合併・広域政令市の場合、保険者毎の帳票と合算した帳票を出力する。 

※ ４ サービス提供年月が平成１８年３月以前の交換情報識別番号は、“1121”を設定する。 

加
除
第
１
１
号 
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２．２．６ 介護給付費公費負担者情報（出力情報） 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 
出力形式 

CSV 帳票形式 

(1) 6111 

介護給付費払込請

求書情報（公費負

担者分） 

公費負担者が介護給付費

を国保連合会へ納入する

ための払込請求書情報 

国保 

連合会 

→ 

公費 

負担者 

月次  

 

帳票  

○ 

汎用紙 

Ａ３タテ 

(2) 6121 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

払込請求書情報

（公費負担者分） 

公費負担者が介護給付費

を国保連合会へ納入する

ための払込請求書情報 

国保 

連合会 

→ 

公費 

負担者 

月次  

 

帳票  

○ 

汎用紙 

Ａ３タテ 

(3) 6211 

介護給付費審査支

払手数料払込請求

書情報（公費負担

者分） 

公費負担者が審査支払手

数料を国保連合会へ納入

するための払込請求書情

報 

国保 

連合会 

→ 

公費 

負担者 

月次  

 

帳票  

○ 

汎用紙 

Ａ３タテ 

(4) 6221 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

審査支払手数料払

込請求書情報（公

費負担者分） 

公費負担者が審査支払手

数料を国保連合会へ納入

するための払込請求書情

報 

国保 

連合会 

→ 

公費 

負担者 

月次  

 

帳票  

○ 

汎用紙 

Ａ３タテ 

(5) 6311 

介護給付費等請求

額通知書情報（公

費負担者分） 

公費負担者へサービス種

類毎の請求決定額を通知

するための情報 

国保 

連合会 

→ 

公費 

負担者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 ○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

※１ 

(6) 6321 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

等請求額通知書情

報（公費負担者分） 

公費負担者へサービス種

類毎の請求決定額を通知

するための情報 

国保 

連合会 

→ 

公費 

負担者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 ○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

※１ 

(7) 6411 

介護給付費公費受

給者別一覧表情報 

公費負担者へサービス事

業者及びサービス種類毎

の請求決定額を通知する

ための情報 

国保 

連合会 

→ 

公費 

負担者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 ○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(8) 6421 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

公費受給者別一覧

表情報 

公費負担者へサービス事

業者及びサービス種類毎

の請求決定額を通知する

ための情報 

国保 

連合会 

→ 

公費 

負担者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 ○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(9) 6511 

介護給付費過誤決

定通知書情報（公

費負担者分） 

公費負担者へ過誤調整を

行った結果を通知するた

めの情報 

国保 

連合会 

→ 

公費 

負担者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 ○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(10) 6521 

介護給付費再審査

決定通知書情報

（公費負担者分） 

公費負担者へ再審査で調

整を行った結果を通知す

るための情報 

国保 

連合会 

→ 

公費 

負担者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 ○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 
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項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 
出力形式 

CSV 帳票形式 

(11) 6611 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

過誤決定通知書情

報（公費負担者分） 

公費負担者へ過誤調整を

行った結果を通知するた

めの情報 

国保 

連合会 

→ 

公費 

負担者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 ○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

(12) 6621 

介護予防・日常生

活支援総合事業費

再審査決定通知書

情報（公費負担者

分） 

公費負担者へ再審査で調

整を行った結果を通知す

るための情報 

国保 

連合会 

→ 

公費 

負担者 

月次 伝送 

磁気 

帳票 ○ 

○ 

汎用紙 

Ａ４ヨコ 

 
 
 

種別 帳票名 出力媒体種別 

介護給付費公

費負担者情報 

介護給付費払込請求書情報（公費負担者

分） 
帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費払込

請求書情報（公費負担者分） 
帳票返却 

介護給付費審査支払手数料払込請求書

情報（公費負担者分） 
帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費審査

支払手数料払込請求書情報（公費負担者

分） 

帳票返却 

介護給付費等請求額通知書情報（公費負

担者分） 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費等請

求額通知書情報（公費負担者分） 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護給付費公費受給者別一覧表情報 伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費公費

受給者別一覧表情報 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護給付費過誤決定通知書情報（公費負

担者分） 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護給付費再審査決定通知書情報（公費

負担者分） 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費過誤

決定通知書情報（公費負担者分） 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

介護予防・日常生活支援総合事業費再審

査決定通知書情報（公費負担者分） 
伝送返却 磁気返却 帳票返却 

※ １ 公費負担者からの申し出により、合併の場合など公費負担者毎の帳票と合算した帳票を出力する。 
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２．３ 項目説明 

本節では、「インタフェース仕様書 共通編 １．２．１（３）レコードフォーマット（P.7）」のデータレコード

フォーマットにおいて“データ”として記載されている項目の各帳票ごとのインタフェースについて記述す

る。 

 

２．３．１ 給付管理票情報 
 

 （１） 給付管理票総括票情報 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

1 交換情報識別番号 英数 ４ 
給付管理票総括票情報の

識別番号を設定する 
○ 

“8211”固定 

２ 提出年月 数字 ６ 

給付管理票の提出年月（西

暦年月(YYYYMM)）を設定す

る 

○ 

※２ 

３ 保険者番号 数字 ８ 
６桁の保険者番号を設定

する 
○ 

※１ 

４ 事業所番号 英数 １０ 
事業所番号を設定する 

○ 
“0”固定 

５ 
居宅サービス計画作成区

分コード 
数字 １ 

居宅サービス計画の作成

区分を設定する 
○ 

“0”固定 

６ 

他
県
分 

訪問通所 

サービス・ 

居宅サービス 

給付管理票 

新 規

件数 
数字 ６ 

他県訪問通所サービス、居

宅サービス給付管理票の

新規件数を設定する 

○ 

“0”固定 

※Ｓ 

７ 
修 正

件数 
数字 ６ 

他県訪問通所サービス、居

宅サービス給付管理票の

修正件数を設定する 

○ 

“0”固定 

※Ｓ 

８ 
取 消

件数 
数字 ６ 

他県訪問通所サービス、居

宅サービス給付管理票の

取消件数を設定する 

○ 

“0”固定 

※Ｓ 

９ 

短期入所 

サービス給付

管理票 

新 規

件数 
数字 ６ 

他県短期入所サービス給

付管理票の新規件数を設

定する 

○ 

“0”固定 

※Ｓ 

１０ 
修 正

件数 
数字 ６ 

他県短期入所サービス給

付管理票の修正件数を設

定する 

○ 

“0”固定 

※Ｓ 

１１ 
取 消

件数 
数字 ６ 

他県短期入所サービス給

付管理票の取消件数を設

定する 

○ 

“0”固定 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

１２ 

自
県
分 

訪問通所 

サービス・ 

居宅サービス 

給付管理票 

新 規

件数 
数字 ９ 

自県訪問通所サービス、居

宅サービス給付管理票の

新規件数を設定する 

○ 

※Ｓ 

１３ 
修 正

件数 
数字 ９ 

自県訪問通所サービス、居

宅サービス給付管理票の

修正件数を設定する 

○ 

※Ｓ 

１４ 
取 消

件数 
数字 ９ 

自県訪問通所サービス、居

宅サービス給付管理票の

取消件数を設定する 

○ 

※Ｓ 

１５ 

短期入所 

サービス給付

管理票 

新 規

件数 
数字 ９ 

自県短期入所サービス給

付管理票の新規件数を設

定する 

○ 

※Ｓ 

１６ 
修 正

件数 
数字 ９ 

自県短期入所サービス給

付管理票の修正件数を設

定する 

○ 

※Ｓ 

１７ 
取 消

件数 
数字 ９ 

自県短期入所サービス給

付管理票の取消件数を設

定する 

○ 

※Ｓ 

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。（Ｐ.31） 
※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(Ｐ.42) 
※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付きアンパック（ゾーン）１０進数形式項目〔以下：符号付き形式項目〕」 

  なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なしアンパック（ゾーン）１０進数形式項目〔以下：符号 

  なし形式項目〕」である。 
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 （２） 給付管理票情報 
対象年月が平成１８年３月以前の場合、以下の項目を設定する。 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

1 交換情報識別番号 英数 ４ 
給付管理票情報の識別番

号を設定する 
○ 

“8221”固定 

２ 対象年月 数字 ６ 

サービスの給付対象年月

（西暦年月(YYYYMM)）を設

定する 

○ 

※２ 

３ 証記載保険者番号 数字 ８ 
６桁の保険者番号を設定

する 
○ 

※１ 

４ 事業所番号 英数 １０ 
居宅介護支援事業所番号

を設定する 

事業所作成

の場合、必須 

※１ 

“0”固定 

５ 
給付管理票情報作成区分

コード 
数字 １ 

給付管理票の作成区分を

設定する 
○ 

※１ 

６ 給付管理票作成年月日 数字 ８ 

給付管理票の作成年月日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

新規作成の場合、作成年月

日を設定する 

修正または取消の場合は、

修正年月日または取消年

月日を設定する 

○ 

※３ 

 

７ 
給付管理票種別区分 

コード 
数字 １ 

給付管理票の種別を設定

する 
○ 

※５ 

※６ 

８ 給付管理票明細行番号 数字 ２ 

同一被保険者の種別区分

ごとの給付管理票連番を

設定する 
○ 

01～98: 

明細レコード 

99: 

終端レコード 

９ 被保険者番号 英数 １０ 
被保険者証記載の被保険

者番号を記載する 
○ 

※１ 

１０ 被保険者生年月日 数字 ８ 

被保険者の生年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○ 

※３ 

 

１１ 性別コード 数字 １ 
被保険者の性別を設定す

る 
○ 

※１ 

１２ 要介護状態区分コード 数字 ２ 
要介護状態区分を設定す

る 
○ 

※１ 

１３ 限度額適用期間(開始) 数字 ６ 

限度額適用期間の開始年

月（西暦年月(YYYYMM)）を

設定する 

○ 

※２ 

 

１４ 限度額適用期間(終了) 数字 ６ 

限度額適用期間の終了年

月（西暦年月(YYYYMM)）を

設定する 

○ 

※２ 

１５ 
訪問通所/短期入所支給限

度額 
数字 ６ 

区分支給限度基準額を設

定する ○ 

※４ 

※６ 

※Ｓ 

１６ 
居宅サービス計画作成 

区分コード 
数字 １ 

給付管理票を作成した居

宅サービス計画作成者の

区分を設定する 

○ 

※１ 

１７ 
事業所番号（サービス事業

所） 
英数 １０ 

サービス事業所の事業所

番号を設定する ○ 
※１ 

※４ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

１８ 
指定／基準該当等事業所

区分コード 
数字 １ 

指定サービス・基準該当サ

ービスの識別を設定する 
○ 

※１ 

※４ 

１９ サービス種類コード 英数 ２ 
サービス種類コードを設

定する 
○ 

※１ 

※４ 

２０ 給付計画単位数／日数 数字 ６ 

計画単位数（日数）を設定

する ○ 

※４ 

※６ 

※Ｓ 

２１ 
限度額管理期間における

前月までの給付計画日数 
数字 ３ 

給付計画日数を設定する 短期入所サービ

ス給付管理票の

場合、必須 

※４ 

※６ 

※Ｓ 

２２ 指定サービス分小計 数字 ６ 

指定サービス分の給付計

画単位数小計を設定する ○ 

※４ 

※６ 

※Ｓ 

２３ 基準該当サービス分小計 数字 ６ 

基準該当サービス分の給

付計画単位数小計を設定

する 

○ 

※４ 

※６ 

※Ｓ 

２４ 
給付計画合計単位数／日

数 
数字 ６ 

当月サービス単位数（日

数）合計を設定する ○ 

※４ 

※６ 

※Ｓ 

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。（Ｐ.31） 
※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(Ｐ.42) 
※ ３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月日｣欄」参照。(Ｐ.42) 
※ ４ 給付管理票種別および給付管理票明細行番号によって設定する内容が異なる項目の設定方法は次の通り。 

なお、個々のサービス内容を設定する場合は、給付管理票明細行番号に明細レコードを表す０１～９８を指定

する。小計/合計内容を設定する場合には、給付管理票明細行番号に終端レコードを表す９９を指定し、終端レ

コードで利用しない項目については値を設定しない。 

 

 対象年月が 

平成１４年１月以降 

対象年月が 

平成１３年１２月以前 
 居宅サービス 

給付管理票 

訪問通所サービス 

給付管理票 

短期入所サービス 

給付管理票 

８ 給付管理票明細行番

号 

０１～９８ ９９ ０１～９８ ９９ ０１～９８ ９９ 

１５ 訪問通所／短期入所

支給限度額 

－ 単位数 － 単位数 － 日数 

１７ 事業所番号 

（サービス事業所） 

事業所 

番号 

－ 事業所 

番号 

－ 事業所 

番号 

－ 

１８ 指定／基準該当等 

事業所区分コード 

コード値 － コード値 － コード値 － 

１９ サービス種類コード コード値 － コード値 － コード値 － 

２０ 給付計画単位数／日

数 

単位数 － 単位数 － 日数 － 

２１ 限度額管理期間にお

ける前月までの給付

計画日数 

－ － － － － 日数 

２２ 指定サービス分小計 － 単位数 － 単位数 － 日数 

２３ 基準該当サービス分 

小計 

－ 単位数 － 単位数 － 日数 

２４ 給付計画合計単位数

／日数 

－ 単位数 － 単位数 － 日数 
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※ ５ 平成１４年１月１日以降”３：居宅サービス区分”を追加する。平成１４年１月１日以降提供分のサービスについ 

ては居宅サービス区分、平成１３年１２月３１日以前提供分のサービスについては、従来通りの区分を設定す

る。 

※ ６ 対象年月及び給付管理票種別区分コードにより以下のとおり設定する。 
 

項番 項目名 
対象年月が 

平成１４年１月以降 

対象年月が平成１３年１２月以前 
訪問通所サービスの場合 短期入所サービスの場合 

２ 対象年月 サービスの給付対象年

月（西暦年月(YYYYMM)）

を設定する（平成１４年

１月以降） 

サービスの給付対象年

月（西暦年月(YYYYMM)）

を設定する（平成１３年

１２月以前） 

サービスの給付対象年

月（西暦年月(YYYYMM)）

を設定する（平成１３年

１２月以前） 

７ 給付管理票種別区

分コード 

３：居宅サービス給付管

理票を設定 

１：訪問通所サービス給

付管理票を設定 

２：短期入所サービス給

付管理票を設定 

１５ 訪問通所／短期入

所支給限度額 

居宅サービス区分支給

限度基準額（単位数）を

設定する（バウチャ等利

用があり、居宅サービス

区分支給限度基準額の

事前切り分けがある場

合は、バウチャ分を差し

引いた額（単位数）を設

定する） 

訪問通所区分支給限度

基準額（単位数）を設定

する（バウチャ等利用が

あり、訪問通所区分支給

限度基準額の事前切り

分けがある場合は、バウ

チャ分を差し引いた額

（単位数）を設定する） 

短期入所区分支給限度

基準額（日数）を設定す

る 

２０ 給付計画単位数／

日数 

給付計画単位数を設定

する 

給付計画単位数を設定

する 

給付計画日数を設定す

る 

２１ 限度額管理期間に

おける前月までの

給付計画日数 

設定不要 設定不要 給付計画日数を設定す

る 

２２ 指定サービス分小

計 

指定サービス分の給付

計画単位数小計を設定

する 

指定サービス分の給付

計画単位数小計を設定

する 

指定サービス分の給付

計画日数小計を設定す

る 

２３ 基準該当サービス

分小計 

基準該当サービス分の

給付計画単位数小計を

設定する 

基準該当サービス分の

給付計画単位数小計を

設定する 

基準該当サービス分の

給付計画日数小計を設

定する 

２４ 給付計画合計単位

数／日数 

当月サービス単位数合

計を設定する 

当月サービス単位数合

計を設定する 

当月給付計画日数合計

を設定する 

 

※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 
    なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
 

加
除
第
４
号 


